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特 集

日本の結婚と出生―第14回出生動向基本調査の結果から―（その２）

失われた結婚，増大する結婚：
初婚タイプ別初婚表を用いた1970年代以降の未婚化と

初婚構造の分析

岩 澤 美 帆

Ⅰ はじめに

結婚は個人にとっての重要なライフイベントであると同時に，子育て，消費，再分配，

ケアといった様々な社会活動の礎である家族を作り出す社会的イベントでもある．したがっ

て，結婚の量的・質的変化についての理解は，雇用政策や社会保障制度を含む社会システ

ムの構築に不可欠であると考えられる．

今日では晩婚化や生涯未婚率の上昇を伴う非婚化が社会的にも広く認識されるようにな

り，「若者がなぜ結婚しないのか」についても，一定の理解が進んでいるように思われる．

―1―

1970年代以降の初婚率の低下によって，日本は皆婚社会から未婚化社会へと変貌を遂げつつある．

では，どのような結婚が社会から失われ，また今日生じている結婚はどのような特徴を持っている

のだろうか．本研究は，死因別生命表の考え方を初婚の発生に応用することで，様々な側面におけ

る初婚タイプ別初婚の生涯経験を年次別に比較したものである．「国勢調査」および「人口動態統

計」に基づく女性の年齢別未婚者初婚率（初婚ハザード）と「出生動向基本調査」から得られる年

次別妻の初婚年齢別初婚タイプ別集計表を用いて，競合するタイプ別の初婚が女性の加齢とともに

未婚女性人口を減少させる多重減少初婚表を作成した．初婚表は1965年から2009年にかけてデータ

が得られる範囲で作成し，この間の生涯未婚と初婚タイプ別構成の変化，そして初婚タイプ別単一

減少初婚表による未婚者初婚率の推移を観察した．その結果，失われている初婚の多くは，戦後の

日本的家族モデルを特徴づけていた結婚－（1）高度経済成長期型マッチメーキングに支えられた結

婚（見合い結婚，職縁結婚），（2）生殖・共棲と一体化した結婚，（3）妻上方婚（夫年上婚），（4）性

別役割分業に基づく結婚（夫が正規雇用，妻が結婚後無職の組み合わせ），（5）直系家族世帯を形成

する結婚（夫が長男の夫方同居婚）－であることが分かった．一方，初婚ハザードが上昇すること

で増大している初婚は，婚前同棲を経験している結婚，夫あるいは妻が非正規雇用の結婚，夫ある

いは妻が専門職の結婚，そして夫が長男の妻方同居婚であった．厳しい雇用情勢の中，増大するリ

スクの軽減を模索しながら緩やかにパートナーシップを築く今日的な結婚事情が浮かび上がる．そ

の他，友人を介した結婚や婚前妊娠結婚，妻年齢下方婚や妻学歴下方婚，夫長男別居婚なども構成

比を伸ばしていたが，これらの初婚ハザード自体は上昇しておらず，これまで高い頻度で発生して

いた他の初婚タイプが減少したことによるリスク人口（未婚者）の増大が招いた構造的な底上げで

あると解釈できる．



一方，すでに40年続く未婚化の過程で，どのような結婚が失われてきたのか，また，今日

生じている結婚は過去と比べて違いがあるのかについては，定量的かつ包括的に示された

研究はあまり多くない．結婚の変化を定量的に示すことが難しい理由として，筆者は，長

期にわたって結婚の特徴を記録したデータが限られていることに加え，様々な年齢で経験

されるライフイベントしての結婚を時代や世代で比較することの方法論的困難さがあると

考えている．そこで本研究では，人口学における死亡の発生や死因構造の分析で用いられ

る死因別生命表の手法を初婚発生に応用することで従来の観察方法の限界を補完すること

を試みる．

今回は，戦後の日本的家族モデルを特徴づけていた結婚－（a）高度経済成長期型マッ

チメーキングに支えられた結婚，（b）生殖・共棲と一体化した結婚，（c）妻上方婚，（d）性

別役割分業に基づく結婚，（e）（長男である夫が）直系家族世帯を形成する結婚－に着目

し，こうした特徴を含む初婚のタイプ別構成の変化を記述する．具体的には，「国勢調査」

「人口動態統計」から計算できる女性の年齢別未婚者初婚率（初婚ハザード）を，「出生動

向基本調査」（国立社会保障・人口問題研究所 2012a,2012b）から得られる初婚の諸側面－

（1）夫妻の出会い方，（2）婚前妊娠・婚前同棲の有無，（3）年齢や学歴に関する夫妻の組み

合わせ，（4）結婚直後の夫妻の働き方，（5）結婚直後の親との同居の有無－における各初婚

タイプ（例えば，夫妻の出会い方を例にとれば，職場で出会った「職縁結婚」，友人を介

した「友縁結婚」，学校で出会った「学縁結婚」など）で分解し，それをもとに，1965年

から2009年までのデータが得られる範囲で，5年間隔で女性についての初婚タイプ別多重

減少初婚表（死因別生命表に対応）を作成した．期間の初婚表によって再現された女性の

生涯経験は，後ほど示す通り，1940年～1980年代前半に生まれた女性の生涯経験を近似す

る．すなわち本研究は，昭和の高度経済成長期から低成長期，そして平成の経済停滞期に

かけて進展した未婚化の過程で失われた初婚と，逆に今日存在感を増している初婚の特徴

を明らかにする．

「構造」という言葉は，分野や文脈によって様々な意味で使用されるが，本研究におけ

る「初婚構造」は，上記（1）～（5）の結婚の諸側面と，それぞれにおける具体的な初婚タイ

プ別構成を合わせた初婚のマクロ的なパターンという意味で用いられる．また，本稿で扱

う結婚／初婚は概ね「法律婚」を意味するが，必ずしも厳密に法律婚に限定しているわけ

ではない．事実婚を含む社会的に認知されたパートナー関係を指すものとして結婚／初婚

という用語を使っている．

なお本研究は，国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査プロジェクト」の研

究成果であり，本稿で使用した「人口動態統計」「出生動向基本調査」に関する分析結果

には，統計法第32条の規定に基づき，調査票情報を二次利用したものが含まれている．
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Ⅱ 結婚の変化について何がわかってきたのか

1. 結婚はなぜ減っているのか

日本の婚姻率（人口千人あたりの年間婚姻数）は1972年の10.4をピークに下がり続け，

2011年は5.2の水準に至っている（妻初婚に限った初婚率では9.8から4.4へ低下）．平均初

婚年齢は1972年の男性26.7歳，女性の24.2歳から上昇を続け，2011年にはそれぞれ30.7歳，

29.0歳にまで達した（国立社会保障・人口問題研究所 2013）．こうした動向から，1970年

代以降，結婚が遅れ，結婚が発生しにくくなっている，いわゆる未婚化社会の到来が社会

的に広く認識されるに至っている．

未婚化の要因については様々な仮説の提唱および実証が試みられてきたが，ここでは

（1）日本と同様に結婚が先送りされている欧米諸国を含む，先進国全般に当てはまる説明

と，（2）日本あるいは南欧諸国や東アジアなど，非西欧的な文化的背景が絡むもの，そし

て逆に（3）西欧社会には当てはまるが日本には当てはまらない説明をそれぞれ紹介したい．

ただし，これらの説明は排他的ではなく相互に関連しているものも少なくない．また，変

化しつつあるものも含まれる．

� 先進国に共通する未婚化の要因

先進国全般に共通する背景として指摘されているのは，豊かな社会の到来に伴い，伝統

や宗教に関わる規範が弱体化し，自由や自己実現を重視する価値観の広がりが家族形成パ

ターンを大きく変えているというものである（阿藤 1997,2011）．家族人口学的側面に軸

足をおいたものは「第二の人口転換」（Lesthaeghe1995,2010,2011）と呼ばれているが，

マズローやイングルハートの「脱物質主義」（Maslow 1954,Inglehart1970），ギデンズ

の「親密性の変容」（Giddens1992），ベックの「個人化」論（Beck,Beck-Gernsheim

2002）などで展開されている近代社会の変容論と流れを同じくするものと理解されている

（ベック理論と日本の家族変容に関する議論については落合（2011）など）．

家庭役割から解放された女性は，より高い教育を受け，雇用労働者化（脱主婦化）する．

「女性の自立」は結婚や出産の機会費用を高めることになり，実際に日本でも高学歴や賃

金の高い女性ほど結婚していないことが示されてきた（小川 1994,樋口・阿部 1999,

Raymo2003,Ono2003,Sakai2009,津谷 2011）（ただし，近年その関係に変化の兆し

があることも指摘されている（福田 2012））．

一方で，経済の低成長とグローバル化の中で，若者の間で不安定な雇用形態が増加し，

家族形成を躊躇させているとの指摘がある（Blossfeld［etal.］2005）．「選択の自由」と

引き替えに個人がリスクを引き受けざるを得ない今日の社会では，若者はリスク回避のた

めに自らの人的資本（教育および職業経験）に投資を続け，結果的に家族形成は先送りさ

れる（McDonald2009）．日本でも若者の雇用環境の悪化と未婚化の関連を指摘する研究

は少なくない（永瀬 2002,酒井・樋口 2005,水落 2006,舩橋・宮本編 2008,加藤 2011,
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松田 2013）．

� 日本を含む非西欧地域に特有な要因

上記のような要因は先進国に共通するが，日本や南欧，東アジアでは結婚の先送りがよ

り顕著であり，それが著しく低い出生率にも結びついている．その背景として，性別役割

分業や親族関係が強固であるといった文化的な特徴が指摘されている（McDonald2000,

Kohler［etal.］2002,DallaZuannaandMicheli2004,Jones2007）．

男女の賃金格差の縮小は欧米諸国でも見られるが，日本や東アジアの国では，家事や子

育ては女性の役割であるといった性別役割意識が強く，環境整備が遅れていることで極端

な未婚化につながっていると解釈される（Blossfeld1995,Ono2003）．夫の経済力に依

存するため，女性は社会経済的地位の高い男性を配偶者に求めざるを得ないが，男女の学

歴差が縮小していることから，配偶者選択におけるミスマッチが起きやすくなっている事

情もある（RaymoandIwasawa2005）．成人になっても離家をせず親元で暮らすことに

寛容な社会であることも結婚先送りの一因とみられている（宮本 2004）．

その他，日本や東アジア諸国は，カップル形成について当事者が積極的に関わる文化を

有していなかったという側面も無視できない（阿藤 1998,佐藤 2008）．皆婚社会と言わ

れた時代の日本の結婚は見合い制度や職場の緊密な人間関係といった高度経済成長期型マッ

チメーキングシステムに大部分を依存していた．個人主義の普及や企業文化の変容によっ

てそうしたシステムが弱体化したことが未婚化につながっているとも考えられる

（RetherfordandOgawa2001,岩澤・三田 2005,岩澤 2010）．

� 日本には当てはまらない要因

経口避妊薬（ピル）の普及と婚外出生の増加は，欧米諸国では未婚化の要因とされるが，

日本ではそれほど当てはまらないと言える．欧米社会では1960年代以降に若年世代で低用

量ピルが普及し，意図しない妊娠を抑制することになった（Lesthaeghe2011）．さらに，

非婚カップルが子どもを持つことに対する寛容性が高まったことも，結婚の先送りに寄与

してきたと考えられている．しかし日本においては，もともと若年未婚者の妊娠がそれほ

ど多くなかったことに加え，ピルが認可されたのが1999年と非常に遅かったこと，その後

も欧米ほどの普及は見られないといったことから（三田・岩澤 2007），ピル革命で未婚

化を説明することはできない．さらに，婚外出生についても，全出生に占める婚外出生割

合が50％を超えているフランスやスウェーデンとは異なり，日本のそれは2％にとどまっ

ている．日本でも婚前性交に対しては抵抗感がほとんど薄れていることから，婚前妊娠の

機会は増加しているが，婚外出生に対する抵抗感は今なお強い．2010年の「出生動向基本

調査」における50歳未満の妻の回答によれば，婚前性交に対する反対が7.7％であるのに

対し，婚外出生に対する反対は57.9％であり，未婚者の回答も同様の傾向である（国立社

会保障・人口問題研究所 2012a,2012b）．その結果，未婚で妊娠した場合は，人工妊娠中

絶か，生まれた子どもを嫡出子とするため婚姻届を出すか（婚前妊娠結婚）の二者択一に
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なっている（HertogandIwasawa2011）．

以上が日本においてなぜ結婚が発生しにくくなっているのかについての説明であるが，

こうした未婚化時代において，どのような結婚が生じにくくなっているのだろうか．ある

いは，今日の結婚は過去に比べてどのような特徴を持っているのであろうか．

2. 結婚はどのように変化しているのか

結婚の変化に密接に関わるものとして，家族の変化をとらえようとする試み（家族変動

論）はすでに多数行われている．落合によって「家族の戦後体制」（落合 1994）と名付け

られた性別役割分業に基づく日本の家族は，個人化，多様化，二極化，リスク化といった

言葉でその後の変化と迷走が語られてきた（目黒 1987,2007,善積［編］2000,落合

2000,2004,清水［他］2004,山田 2005,野々山 2007）．また，家族の変化をとらえるた

めの様々な概念や理論は野々山らの解説書で網羅的に整理されている（野々山［編］2009）．

質的な側面や規範意識も含めた家族の変容は，本研究の対象範囲を大きく超えるので，以

下では，本研究の目的とも重なる調査データを用いた定量的変化の記述を軸としている研

究成果を紹介したい．

『家族社会学研究』における特集「日本の家族の変化とこれから」では，1980年代以降

の世帯形成の変化（鈴木 2011），2000年代における同居世帯員や夫婦の働き方，収入の変

化（岩井 2011），1998年以降の母親の就業や夫妻の家事・育児分担，結婚満足度の変化

（稲葉 2011）が示されている．また，東北大学のグローバルCOEプログラムでまとめら

れた英文論文集でも，親子関係や家庭内の性別役割分業の時代変化，家族が生み出す格差

といった新しい問題が論じられている（Tanaka［ed.］2013）．結婚の特徴に関連した点

で言えば，未就学児をもつ母親の半数以上が専業主婦であり，父親の家事・育児参加も低

調なまま状況は変わっていないなど，家庭内での性別役割分業の状況がここ10数年ほとん

ど変化していないことが示されている（稲葉 2011）．一方，家族間のコミュニケーション

は増加し（松田 2013），三世代同居に対する好感度が増し，（配偶者よりも）実家の墓に

入りたい女性が増加し，親の収入に頼る若者が増える（岩井 2011）など，（血縁の）親子

関係がより緊密になっている状況もうかがえる．ただし，こうした変化は，様々な年齢層，

結婚持続期間にある対象者の回答を比較的最近について比較したものであり，戦後の結婚

の有り様を長期的に評価するには十分ではない．

その点で，澤口・嶋﨑（2004），藤見（2009），Kato（2013）による「全国家族調査」

を用いた結婚の構造分析は，出生コーホート，あるいは結婚コーホート別に結婚の特徴が

どのように変化しているのかを示しており，比較的長期の時代変化を捉えることができる．

澤口，嶋﨑（2004）では，1920年生まれから1960年代生まれにかけて，女性の結婚前後の

就業率が若い世代ほど上昇していることを示している．また藤見（2009）は，1945年と

1985年結婚コーホートを比較し，夫妻の父親の組合せが自営業同士から雇用者同士に主流

が移ったこと，夫妻が長男長女の組合せが増加していること，夫婦同学歴が減り，夫の学
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歴が高い組合せが増加していること，夫が5歳以上年上の割合が減少していること，見合

い結婚が減少していること，仲人が親族から職場・学校関係者へと変化していることなど

を示している．一方，変化がないものとして結婚後に夫の姓を選択する割合（95％）や挙

式した割合（94％），仲人を立てた割合（94％）が指摘されているが，その後のデータを

加えたKato（2013）によれば，1990年代結婚コーホートでは挙式率が89.8％に，仲人依

頼割合が77.6％にまで下がっているという．Kato（2013）はさらに，結婚コーホート別

の夫妻の学歴や結婚時の就業状態，新婚時居住の都市規模などを示し，結婚時妻が無職の

割合が減り，非正規雇用である割合が増加していることを示している．また，伊藤

（1994）および正岡ら（1999）は，結婚直後の親との同居割合を算出し，少なくとも1950

年代生まれまでは「跡取り」の同居率が安定的であることを示している．

3. 結婚の変化を測る困難

こうした結婚コーホートの構造変化をみることで，どのような結婚が減り，どのような

結婚が増加しているのかはある程度把握することができる．しかし，結婚コーホート，あ

るいは出生コーホート別の初婚の構造分析は，未婚化が進展する過程で初婚構造の変化を

とらえる上で2つの限界を含んでいる．

� リスク人口による構造的影響

ある年の初婚の発生は，そのリスクをもつ未婚者から初婚が発生する頻度のみならず，

未婚者の人口規模にも依存する．そして，未婚者の人口構造は，未婚者が含まれる世代の

人口規模とそれ以前の初婚の発生によって決まる．すなわち，ある年次に，ある特徴の初

婚が多数発生した場合，そうした初婚が生じやすかったのか，初婚のリスクをもつ未婚人

口の規模が大きかったのかを区別できない．世代ごとに結婚年齢が上昇している状況下で

は，初婚過程が早めに終わる高年齢層と遅めに始まる低年齢層が組み合わさっていること

から，初婚の構造に本来の生起率とは無関係の歪みが生じてしまう可能性がある．それゆ

え，いわゆる「テンポ効果」といわれるこうした影響をできるだけ排除して当該年の事情

にのみ起因する初婚発生の変化を記述できることが望ましい．

� 生涯未婚者の影響

結婚コーホートを用いた構造分析は，結婚した人だけを分析していることになるが，未

婚化が進んでいる状況下では，結婚に至らない人の増減も初婚構造に影響すると考えられ

る．ある特徴を持つ初婚が全初婚に占める割合が増加していても，未婚者を含めた全女性

を対象にすれば，生涯経験確率はむしろ低下している可能性もある．結婚に至らない人も

含めた構造変化を捉える手段としては，生まれ年（出生年）別に結婚経験を観察し，経験

された初婚の構造と同時に未婚に留まる人の割合を把握する方法が考えられる．しかし生

涯経験を比較するためには，対象世代がほぼ初婚過程を終えている必要があり，若い世代

で起きている最新の変化を評価することができない．
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Ⅲ 結婚の構造変化をいかに測るか：データと方法

1. 死因別生命表の初婚への応用

� 生命表と初婚表

では，生涯未婚者の増加を考慮しつつ，若い世代の行動変化も加味した上で，当該年の

生起率にのみ依拠する初婚発生の状況はどのように把握すればよいであろうか．本研究に

おいては，初婚を事象とみなした期間生命表－期間初婚表－に着目する．通常の期間生命

表は0歳人口がその年の年齢別死亡率（死亡ハザード）に従って加齢とともに減少する過

程を示したものであるが，初婚を死亡と見なし，0歳人口は15歳未婚人口に対応させるこ

とで，その年の年齢別未婚者初婚率（初婚ハザード）に従って未婚者が既婚者に移行する

過程を表現することができる（表1）．

さらに通常の生命表は，1つの減少要因（死因）によって人口が減少する過程を示すが，

本研究では，様々な初婚のタイプ（例えば，職場で出会った「職縁結婚」，友人を介した

「友縁結婚」，学校で出会った「学縁結婚」）を競合する減少要因と見なし（あるタイプの

初婚が起きれば，その後他のタイプの初婚は起きない），タイプ別の初婚が加齢とともに

未婚人口を減少させる多重減少初婚表（multipledecrementtable）を作成する．さらに，

特定の初婚タイプのみを減少要因とした初婚タイプ別単一減少初婚表（associatedsingle

decrementtable）を作成することで，競合する他の初婚発生の影響を受けない，特定初

婚タイプの純粋な初婚率変動を観察する．なお，一般的な生命表および多重減少生命表を

解説したものには，Preston［etal.］（2001），Wunsch［etal.］（2002），山口［他］（1995）

がある．また日本については，未婚者からの初婚と死亡の発生過程を示す初婚表が伊藤ら

（1977,1994），小林（1979），青木，伊藤，山本ら（1980）によって作成されている．初

婚のタイプ（見合い結婚と恋愛結婚）を競合要因とみなし，初婚発生の年齢パターンおよ

び共変量の影響を分析したものに金子（1991），Kaneko（2003）がある．
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表１ 生命表と初婚表の対応表

種類 生命表 初婚表

事象 死亡 初婚

リスク人口 人口（生存者） 未婚人口

競合要因 死因各種 初婚のタイプ各種

要因による種類
（単一減少）

生命表
多重減少生命表

要因別

単一減少生命表

（単一減少）

初婚表
多重減少初婚表

要因別

単一減少初婚表

減少要因

（例）

全死亡 悪性新生物による死亡

心疾患による死亡

脳血管疾患による死亡

悪性新生物による

死亡

全初婚 職縁結婚

友縁結婚

学縁結婚

職縁結婚



� データと方法

初婚表の作成には「国勢調査」（総務省統計局により5年周期で公表），「人口動態統計」

（厚生労働省大臣官房統計情報部により毎年公表），「出生動向基本調査」（国立社会保障・

人口問題研究所によりほぼ5年周期で実施）の個票データを使用する．一部の期間で「国

勢調査」の未婚人口が年齢5歳階級でしか公表されていないといったデータ上の制約から，

5年5歳階級で作成する．また，「出生動向基本調査」の対象夫婦が妻の年齢（50歳未満）

で限定されているので，15歳から50歳の女性について作成する．さらに，15歳から50歳ま

での女性の死亡率は極めて低いことに加え，本分析の目的である初婚構造との関連性は薄

いと考えられることから死亡による減少は考慮しない．なお，一部の期間については年齢

各歳でも初婚表を作成し比較したが，得られた結果にほとんど違いがなかったことを確認

している．

生命表の作成は，中央未婚者初婚率 Mx5 （死亡の生命表では中央死亡率に対応）の算出

から始まる． Nx5 をx～x・5歳における中央未婚人口とし， D・5 を同期間に発生した初

婚数とすると，中央未婚者初婚率 Mx5 ，および Mx5 により近似できるとする未婚者初婚

率 mx5 は，

mx5 ・ Mx5 ・
Dx5

Nx5

として求めることができる． Dx5 は「人口動態統計」による届出遅れを補正した女性の年

齢別初婚数（後述）， Nx5 は「国勢調査」による未婚女性人口を用いて Mx5 が得られる．

なお， mx5 は，コーホートの年齢別初婚率 fx1 を使って以下のように近似することもでき

る．

コーホートの初婚に関するx歳時生存関数，いわゆる未婚率をSxとする．x歳時の初

婚ハザードをhx，コーホートで15歳以降x歳時点までの値を累積したx歳時累積ハザー

ドをHx・・
x
15hadaとすると，累積ハザードと生存関数の関係は以下のように示される．

Hx・・ln・Sx・

ここで，未婚者初婚率 mx1 は，累積ハザードの差分である年間平均ハザードで近似で

きると考えれば，

mx1 ・ Hx・1・Hx

・・ln・Sx・1・・ln・Sx・

・・ln・Sx・1・Sx・

として表せる．Sxは，Sx・1・・
x・1
15 fa1 として求め，上記式に代入する．期間の5歳階

級の mx5 は，年次別に組み換えた上記 mx1 を用い，
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mx5 ・・・
x・4

a・ x

ma1 ・・5

として求める．

年齢別初婚率 fx1 は，届出遅れを補正した「人口動態統計」の初婚数を用いて1935年生

まれ以降の女性の15歳以上49歳までについて計算できるので，1935年生まれが50歳に達す

る1985年以降の mx5 は全て年齢別初婚率に基づく近似値を使い，それ以前については

「国勢調査」における未婚女性人口と上記の初婚数によって mx5 を求めた．なお，「人口

動態統計」における届出遅れとは，婚姻届が同居開始の翌年以降に出されるケースであり

（石川 1995），本研究では，過去の届出遅れの年齢パターンを用いて，当該年に同居が開

始されている初婚数を推計している．

また結婚の各タイプを減少要因とした多重減少初婚表を計算するためには，初婚タイプ

i別の未婚者初婚率 m
i
x5 が必要であり， mx5 ・・i m

i
x5 という関係が成り立つ．

初婚タイプ iの初婚数を D
i
x5 ，中央未婚者初婚率を M

i
x5 ・ D

i
x5 ・Nx5 とし，ここでも

M
i
x5 ・ m

i
x5 が仮定できれば，

m
i
x5

mx5

・
M

i
x5

Mx5

・
D

i
x5

Dx5

・ V
i

x5

が成り立つことを利用して，V
i

x5 を用い m
i
x5 を以下のように求める．

m
i
x5 ・ mx5 ・V

i
x5

ここで V
i

x5 の求め方であるが，V
i

x5 はある年次の年齢5歳階級で生じた全初婚のうち，

特定のタイプの初婚が占める割合に相当する．本研究では「出生動向基本調査」における

調査時点で結婚持続期間が15年未満，初婚年齢50歳未満の初婚の妻について，結婚歴と結

婚に関する情報を用い，初婚の年次別（前後5年間の情報を用いる）妻の初婚年齢別（5

歳階級）集計から，この比率となる V
i

x5 を求めた．

例えば，「出生動向基本調査」の第13回および第14回調査のデータにおいて，2003年～

2007年に妻の年齢25～29歳で生じた初婚は851件含まれている．このうち，職場や仕事の

関係で配偶者と出会った結婚（職縁結婚）は290件であった．従って，2005年の V
職縁結婚

255

は，0.341（＝290/851）となる（表3）．さらに「人口動態統計」からあらかじめ求めた

2005年の年齢25～29歳の未婚者初婚率（平均初婚ハザード）は m255 ＝0.115なので，

m
職縁結婚
255 は，0.039（＝0.115×0.341）となる．

なお，使用する「出生動向基本調査」における客体の概要を表2にまとめた．初婚年次

別初婚年齢別初婚の集計を結婚持続期間15年未満の初婚に限定するのは，第7回調査を除

き，妻の年齢の上限が49歳であるため，調査時点から15年以上前に発生した初婚のデータ

は，35歳よりも若い年齢で発生した初婚に偏ってしまうからである．また，調査時点まで
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に配偶者が死亡あるいは離婚した初婚についての情報も不完全であるため，そうした初婚

も集計から除外されている．以下で示す初婚のタイプによって死別や離婚の確率が大きく

異なる場合には構造に歪みが生じてしまう可能性があるが，結婚後15年未満の初婚の解消

割合は離婚が増加傾向にある最新調査でも10％で以下であり，影響は限定的であると考え

られる．

2. 期間多重減少初婚表

5年5歳階級別の m
i
x5 が得られれば，多重減少生命表作成の方法に従い，期間の多重

減少初婚表を作成する．lxをx歳時点の未婚者数とすると，5歳階級初婚確率 q
i
x5 ，5歳

階級初婚数 d
i
x5 は，

q
i
x5 ・

5・m
i
x5

1・・5・ ax5 ・mx5

d
i
x5 ・ lx・q

i
x5

として求められる． ax5 は5歳年齢階級内で初婚に至った人の平均未婚期間を意味するが，

ここでは簡単のため一律に2.5年とする．15歳～50歳の間に初婚タイプiで初婚を経験す

る15歳時未婚女性人口l
i
15,50は，

l
i
15,50・ ・

45

a・15

d
i
a5

であり，それを全タイプで合計すると，50歳時既婚女性人口となる．

・
i

l
i
15,50・・

i
・
45

a・15

d
i
a5 ・ ・

45

a・15

da5 ・ l15・l50
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表２ 出生動向基本調査における分析客体の概要

分析客体の概要
第7回調査

（1977年）

第8回調査

（1982年）

第9回調査

（1987年）

第10回調査

（1992年）

第11回調査

（1997年）

第12回調査

（2002年）

第13回調査

（2005年）

第14回調査

（2010年）

夫
婦
調
査

有効回収率 93.2% 95.3% 92.5% 91.1% 86.5% 87.8% 85.7% 86.7%

調査時年齢 妻16～87歳 妻50歳未満 妻50歳未満 妻50歳未満 妻50歳未満 妻50歳未満 妻50歳未満 妻50歳未満

全夫婦数 14,057 8,359 9,475 9,908 8,148 7,916 6,836 7,847

初婚の妻（結婚持

続期間15年未満，

初婚年齢50歳未満）

5,773 4,857 5,223 5,037 4,138 4,430 3,908 4,389

独
身
者
調
査

有効回収率 - 85.9% 83.8% 77.7% 74.9% 75.3% 70.0% 74.3%

調査時年齢 - 18～34歳 18～34歳 18～49歳 18～49歳 18～49歳 18～49歳 18～49歳

独身男性 - 2,795 3,379 5,166 4,951 5,088 4,493 5,499

独身女性 - 2,192 2,695 4,470 4,456 4,598 4,241 5,082



ここで，l15は15歳時未婚女性人口であり，初婚表のコーホートサイズ（慣例に従い

100,000）に相当する．l50は50歳時未婚女性人口であり，l50・l15はいわゆる生涯未婚率

・50となる．

本研究では，5年間隔の期間多重減少初婚表に基づく初婚タイプi別のl
i
15,50およびl50

の構成比（初婚タイプ別初婚確率l
i
15,50・l15，生涯未婚率l50・l15）を年次別に示す．これに

よって，15歳の未婚者集団からある年の初婚タイプ別の年齢別未婚者初婚率（初婚ハザー

ド）に従って初婚が発生した場合に実現するであろう，50歳までに各タイプの初婚が経験

される割合および生涯未婚率を推計することができる．表3は初婚タイプiが「職縁結婚」

の場合の多重減少初婚表である．

3. 期間初婚タイプ別単一減少初婚表

多重減少初婚表では，各初婚タイプは競合リスクをもつので（あるタイプで初婚が起き

れば，その後別のタイプの初婚が起きることはないので），ある初婚タイプの発生は，競

合する他の初婚タイプの発生に影響を受ける．当該タイプの初婚生起率の純粋な動向を見

るためには，当該タイプの初婚しか発生しないと仮定した初婚タイプ別単一減少初婚表に

よって確認することになる．

前節での m
i
x5 ， q

i
x5 そして未婚残存確率 p

i
x5 ・・1・ q

i
x5 ・に対し，当該タイプの初婚のみ
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表３ 多重減少初婚表の一例（職縁結婚）：2005年

年齢

x

全初婚数1） 職縁結婚数1） 初婚数比率

Dx5 D
i
x5 V

i
x5

・・ D
i
x5 ・Dx5 ・

15

20

25

30

35

40

45

50

41

399

851

406

96

22

3

12

98

290

141

29

7

3

0.2927

0.2456

0.3408

0.3473

0.3021

0.3182

0.31902）

合計 1,818 580 0.3190

年齢

x

全初婚

未婚者初婚率

（平均ハザード）3）

職縁結婚

未婚者初婚率

（平均ハザード）

全初婚確率
職縁結婚

確率

生存数

（未婚人口）
全初婚数 職縁結婚数

定常人口

（未婚延べ

年数）

定常人口

（未婚延べ

年数）

mx5 m
i
x5

・・ mx5 ・V
i

x5 ・
qx5 q

i
x5 lx dx5 d

i
x5 Lx5 Tx,50

15

20

25

30

35

40

45

50

0.0063

0.0456

0.1155

0.0883

0.0433

0.0146

0.0065

0.0018

0.0112

0.0393

0.0307

0.0131

0.0047

0.0021

0.0309

0.2045

0.4480

0.3618

0.1954

0.0706

0.0321

0.0090

0.0502

0.1527

0.1257

0.0590

0.0225

0.0102

100,000

96,913

77,094

42,559

27,161

21,852

20,309

19,657

3,087

19,819

34,535

15,398

5,309

1,544

651

904

4,868

11,769

5,348

1,604

491

208

492,283

435,018

299,133

174,300

122,534

105,403

99,916

1,728,586

1,236,304

801,286

502,153

327,853

205,319

99,916

合計 80,343 25,190

注：1）「出生動向基本調査」より算出．

2）年齢階級内の総初婚数が20件未満の場合は，過大な標本誤差が懸念されるので年齢総数における比率を代用した．

3）「人口動態統計」による年齢別初婚率より算出．

生涯未婚率 ・l50・l15・・50・＝ 0.1966

職縁結婚による生涯初婚確率 ・・x d
i
x5 ・l15・＝ 0.2519

それ以外の初婚タイプによる生涯初婚確率 ・・x d
・i
x5 ・l15・＝ 0.5515

初婚表未婚者初婚率（職縁結婚）・・x d
i
x5 ・T15,50・＝ 0.0146

初婚表未婚者初婚率（全初婚）・・x dx5 ・T15,50・＝ 0.0465



が減少要因である初婚タイプ別単一減少初婚表の関数には*をつけて区別すると，未婚者

初婚率，初婚確率，未婚残存確率は m
i
x

・
5 ， q

i
x

・
5 ， p

i
x

・
5 と表せる．ここでは，各年齢階級内に

おいて，初婚タイプ別ハザードが全初婚ハザードと比例関係にあると仮定するChiangの

方法を用い（Preston［etal.］2001,p.82），全初婚の未婚残存確率 px5 と初婚数比率 V
i

x5

から以下のように p
i
x

・
5 を求め， q

i
x

・
5 を求めた．

p
i
x

・
5 ・・・・px5

・・・
Vi
x5

q
i
x

・
5 ・1・ p

i
x

・
5

ここでも初婚タイプとして「職縁結婚」を例に取り上げた初婚タイプ別単一減少初婚表

を表4に示す．

競合する初婚タイプが他にないため，職縁結婚で初婚に至る確率 q
i
x

・
5 は多重減少初婚表

よりも上昇していることが分かる．その結果，職縁結婚による最終的な初婚数も増え，生

涯初婚確率は，多重減少初婚表の0.25に比べ0.41へと大幅に上昇している．ただし，他の

初婚タイプが一切ないため，多重減少初婚表では0.20であった生涯未婚率は，単一減少初

婚表では0.59にまで上昇することになる．

Ⅳ 年齢別未婚者初婚率と要約指標

初婚表の基本的な考え方は，初婚の発生は，初婚のリスク人口である未婚者からどの程

度の頻度で初婚が発生するかを示す年齢別未婚者初婚率（初婚ハザード）がドライブとなっ

て，発生する初婚数や残存する未婚人口が決まるというものである．表5は初婚をタイプ

別に分解しないマスター初婚表における未婚者初婚率と各要約指標－初婚表未婚者初婚率
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表４ 初婚タイプ別単一減少初婚表の一例（職縁結婚）：2005年

年齢x

全初婚

未婚残存確率

初婚タイプ別単一減少初婚表（職縁結婚）

未婚残存確率 初婚確率
生存数

（未婚人口）
初婚数

定常人口

（未婚延べ年数）

定常人口

（未婚延べ年数）

px5 p
i
x

・
5 ・・・・・px5

・・・
Vi
x5 ・ q

i
x

・
5 lx

・
d

i
x

・
5 Lx

・
5 Tx,50

・

15

20

25

30

35

40

45

50

0.9691

0.7955

0.5520

0.6382

0.8046

0.9294

0.9679

0.9909

0.9454

0.8167

0.8556

0.9364

0.9770

0.9897

0.0091

0.0546

0.1833

0.1444

0.0636

0.0230

0.0103

100,000

99,086

93,672

76,503

65,455

61,293

59,881

59,261

914

5,414

17,169

11,048

4,162

1,412

620

497,716

481,896

425,438

354,895

316,870

302,935

297,856

2,677,607

2,179,891

1,697,995

1,272,557

917,661

600,791

297,856

合計 40,739

生涯未婚率 ・l50
・

・l15
・

・ ・50
・

・＝ 0.5926

職縁結婚による生涯初婚確率 ・・x d
i
x

・
5 ・l15

・
・＝ 0.4074

初婚表未婚者初婚率（職縁結婚）・・x d
i
x

・
5 ・T15,50

・
・＝ 0.0152



（15歳から50歳までの未婚延べ年数からの初婚発生頻度を示す），生涯未婚率，平均初婚年

齢（未婚延べ年数と生涯未婚率に基づくSMAMおよび年齢別初婚数に基づく平均初婚年

齢）－を示したものである．1960年以降5年間隔で示しているが，最新年については，以

下で用いる標本調査による最新年分の初婚情報が2008～2010年までしかないため，ほぼ対

応する年次として2009年を示している．

期間初婚表が再現する初婚過程は何を表しているのだろうか．期間初婚表は，当該年次

の年齢別初婚ハザードに従って15歳の未婚女性集団から初婚が発生した場合に50歳までに

観察される初婚過程を示している．この初婚過程は，実は，当該年次に結婚最盛期を迎え

ている女性コーホート（当該年次より25年ほど前に生まれた世代）の実際の初婚過程に極

めて近いものであると考えられる．女性人口全体を分母にした，いわゆる発生率である期

間年齢別初婚率を用いて仮設コーホートの指標を算出する場合，世代ごとにタイミングの

変化が生じている場合にはコーホートの水準に対して歪みが生じることが知られている
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表５ 年齢別未婚者初婚率と期間初婚表に基づく各指標：女性

指標
年齢

x

年 次

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2009

未婚者初婚率1）

（平均初婚ハザード）

・mx5 ・

15 0.0136 0.0126 0.0146 0.0088 0.0074 0.0071 0.0062 0.0057 0.0073 0.0063 0.0057

20 0.1759 0.1891 0.1906 0.1724 0.1322 0.1016 0.0748 0.0633 0.0542 0.0456 0.0444

25 0.2555 0.2674 0.2619 0.2322 0.2402 0.2209 0.1799 0.1594 0.1329 0.1155 0.1177

30 0.1114 0.1136 0.1048 0.0901 0.0925 0.1052 0.0983 0.0977 0.0912 0.0883 0.0937

35 0.0557 0.0516 0.0530 0.0431 0.0378 0.0379 0.0419 0.0434 0.0398 0.0433 0.0488

40 0.0329 0.0286 0.0270 0.0235 0.0189 0.0163 0.0149 0.0168 0.0148 0.0146 0.0177

45 0.0234 0.0152 0.0198 0.0142 0.0120 0.0102 0.0083 0.0075 0.0072 0.0065 0.0064

初婚表未婚者初婚率

（生命表死亡率）

・・ dx5 ・T15,50・

0.0974 0.1005 0.1007 0.0903 0.0826 0.0747 0.0629 0.0576 0.0511 0.0465 0.0478

生涯（50歳時）未婚率（%）

・・50・ l50・l15・・100
3.5 3.4 3.5 5.4 6.7 8.2 12.0 14.0 17.6 20.2 18.8

平均初婚年齢（歳）

（SMAM2））
24.1 23.8 23.8 24.2 24.8 25.4 26.3 26.9 27.2 27.8 28.0

平均初婚年齢（歳）

（ dx5 に基づく）
24.3 24.1 24.1 24.5 25.1 25.8 26.6 27.1 27.4 28.0 28.1

注：1）「人口動態統計」から算出したコーホート初婚率（届出遅れ補正済み）に基づく．ただし，破線より下の数値は「国勢

調査」による未婚女性人口と「人口動態統計」による初婚数に基づく．

2）50歳までに初婚を経験した女性の平均未婚期間であるSMAM（Singularmeanageatmarriage）は，以下のように

求める．SMAM・15・・T15,50・l15・35・・50・・・1・・50・

表６ 出生コーホート別にみた生涯未婚率と平均初婚年齢：女性

指標
生まれ年

1935 1940 1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995

生涯（50歳時）未婚率（%） 4.4 4.2 5.3 5.1 5.9 9.4 13.5 15.3 17.1 17.4 18.3 20.0 20.1

平均初婚年齢（歳） 24.3 24.2 24.3 24.4 24.9 25.7 26.5 27.2 27.8 28.1 28.1 28.2 28.2

注：1960年生まれまでは「人口動態統計」から算出したコーホート初婚率（届出遅れ補正済み）に基づく実績値．1965年生ま

れ以降は「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所 2012c）における出生率中位仮定

に基づく数値を含む．



（テンポ効果と呼ばれる）．しかしコーホートの過去の経験に依存しない未婚者初婚率を用

いた期間初婚表を用いると，若い年齢で先送りされた事象の高年齢での取り戻しがある程

度再現されるからである．ハザードに基づく仮設コーホート指標が，発生率に基づく指標

よりもコーホートの実際の水準に近いことは，出生率を対象とした近年の研究でも指摘さ

れている（YamaguchiandBeppu2004,BongaartsandSobotka2012）．

実際に，生涯未婚率と平均初婚年齢について，期間初婚表によるものとコーホートの実

際の指標，そして期間年齢別初婚率による指標を比較してみよう．出生コーホート別にみ

た女性の生涯未婚率と平均初婚年齢の実績値および初婚過程が終了していない世代につい

ては推計値（「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」における中位仮定に基づく）を

表6に示した．また図1は生涯未婚率に関する指標を比較したものである．初婚表に基づ

く生涯未婚率と25年前に生まれた女性のコーホートに基づく生涯未婚率は極めて同調性が

高い．一方，期間年齢別初婚率の合計値である合計初婚率の補数として求めた生涯未婚率

は，コーホートの水準よりも高めに推移している．図2に示した平均初婚年齢については

三者とも同調しているが，ほぼ重なっている初婚表指標とコーホート指標に比べ，期間年

齢別出生率に基づく平均初婚年齢は低く推移している．初婚タイプ別の構成も実際の世代

別の結果と極めて近いことをV章1節で示す．

以上のように，期間初婚表が表す初婚過程は，当該年に結婚最盛期を迎えている世代の

実際の初婚過程の近似としてある程度有効であることが示唆される．すなわち，1965年か

ら2009年までの期間初婚表は，1940年～1985年生まれの女性の初婚過程をある程度再現す

ると見なしてよいであろう．もちろんコーホートの指標そのものでないので，未婚者初婚

率自体の急激な世代変化は歪みをもたらすことになる．しかし，出生に比べ結婚の年齢分
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図１ ３指標による生涯未婚率の比較：女性 図２ ３指標による平均初婚年齢の比較：女性

注：コーホート指標については1960年生まれまでは「人口動態統計」から算出したコーホート初婚率（届出遅れ補正済み）

に基づく実績値．1965年生まれ以降は「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所

2012c）における出生率中位仮定に基づく数値を含む．下軸の生まれ年と上軸の年次は25年のずれがある．



布は幅が狭いこともあり，そうした歪みは限定的であるとも言える．むしろ，コーホート

指標では表現できない当該期間特有の効果，いわゆる期間効果を反映するので，ある時期

特有の初婚率の動きに対して，どのようなタイプの初婚が寄与したのかを評価できるメリッ

トもある．

Ⅴ 期間初婚表から見る初婚構造の変化

1970年代以降の結婚の変化といっても様々な側面が存在する．本研究では，日本の戦後

の家族モデルを特徴づけていた5つの側面に着目し，その後の変化を観察する．

� 配偶者との出会い：高度経済成長期型マッチメーキングの趨勢

まず，日本社会は高度成長期までは恋愛結婚よりも親族や職場関係者の仲介による見合

結婚が主流だったこと（今泉・金子 1985,国立社会保障・人口問題研究所 2012a），1970

年代の高い初婚率には，若者が大量採用され，緊密な人間関係が肯定されていた職場を出

会いの場とした結婚の多さが大きく貢献していたこと（岩澤・三田 2005,岩澤 2010）を

踏まえ，配偶者との出会いのきっかけ別の初婚表によって，高度経済成長期型マッチメー

キングに後押しされていた初婚の発生がどのように変化しているかを明らかにする．

� 婚前妊娠・婚前同棲：生殖・共棲・結婚の一体性の趨勢

近代的な結婚は，男女が生殖の場として共同生活を開始するものであるとらえられてい

た．しかし欧州や米国では1960年代後半以降，婚前性交渉の容認や教会での結婚式や登録

を行わない同棲の普及，未婚での出産の増加など，生殖・共棲・結婚との一体性が崩れて

きている（Leshaeghe2011）．日本でも若年者の同棲経験の増加（Raymo［etal.］2009,

津谷 2009,不破 2010）や，婚外出生は少ないものの婚前妊娠を伴う結婚が増加している

など（RaymoandIwasawa2008,厚生労働省大臣官房統計情報部 2010b,鎌田 2012），

一体性の分離を示す兆候が指摘されている．婚前妊娠を伴う初婚および婚前同棲を伴う初

婚の趨勢を観察する．

� 夫妻の組み合わせ：妻上方婚の趨勢

日本の結婚は，夫妻の地位の組合せにも特徴がある．日本社会では夫や妻の何らかの地

位（出身階層や年齢，社会経済的属性）について，「釣り合い」もしくは「夫上位」が望

ましいとされてきた（藤見 2009）．また欧米諸国では学歴同類婚の有意な高さが指摘され，

階層化と結びつけて議論されている（BlossfeldandTimm 2003）．日本では妻年齢上方

婚や学歴同類婚の減少が指摘されてきた（藤見 2009,三輪 2007）．ここでは年齢に関す

る夫妻の組合せ，および学歴に関する夫妻の組合せに着目し，いわゆる妻上方婚が今日ど

の程度発生しているのかを問う．
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� 夫妻の働き方：性別役割分業結婚の趨勢

「夫が稼ぎ，妻が家庭を守る」性別役割分業型の結婚は，家族の戦後体制を特徴づける

上でもっとも重要な側面であると言える．こうした家族モデルが成り立つためには夫の収

入が家計を支えるのに十分であり，また安定している必要がある．ここでは，結婚時の夫

妻の従業上の地位と企業規模および職種別，さらにその夫妻の組合せ別に初婚の生起率を

観察し，性別役割分業モデルに沿った初婚が今日でも主流であるかを確認する．

� 親との同居の有無－直系家族世帯の趨勢

最後に世代関係に着目する．地域差はあるものの，高度成長期以前の日本社会では「跡

取り」とされる長男が配偶者とともに親と暮らす父系直系家族世帯が親族関係の要として

大きな役割を果たしていた（施 2012）．きょうだい数の多い世代の家族形成期となった戦

後は人口学的要因によって核家族割合が増加する事態となったが（伊藤 1994），「跡取り」

とされた子ども夫婦と親との同居率は比較的安定していたことが指摘されている（正岡・

藤見・嶋﨑 1999）．限られたデータで日本の家族制度の変化の有無を結論づけることは難

しいが，ここでは結婚直後の親との同居の有無別に初婚の発生を観察する．さらに近年，

夫方（父系）に偏っていた世代関係が妻方の親とバランスする「双系化」の兆候も指摘さ

れているので（岩井・保田 2008,施 2012,鈴木 2012），夫方，妻方を分けた親との近接

性や夫のきょうだい内地位との関係も視野に含める．

以下では，標本調査である「出生動向基本調査」を用いた初婚年次別，妻の初婚年齢別

に初婚タイプ別の構成比を使うが，その際，初婚タイプが不詳の場合は集計から除く処理

をしている．不詳発生は，夫婦の出会い，婚前妊娠，婚前同棲，夫妻の年齢・学歴組合せ

については分析対象の1～3％台であり，不詳を除く影響は無視できると考えられるが，

夫妻の就業状態や親との同別居については，集計年次によっては15％近い不詳の発生となっ

ている．不詳の発生が特定の初婚タイプに偏っていれば，不詳を除いた構成比にバイヤス

がかかる可能性がある．これをデータから検証することはできないが，不詳を一つの初婚

タイプとして含めた初婚表も推定したところ，仮に不詳発生に極端な偏りが生じていると

しても，以下で示される解釈を大きく修正するものではないことを確認している．

1. 配偶者との出会い－高度経済成長期型マッチメーキングの趨勢

� 個人化する出会いの場

「出生動向基本調査」では1982年の第8回調査以降，夫妻が出会ったきっかけを訊ねて

いる．出会い別の初婚を競合する減少要因と扱い，多重減少初婚表によって，50歳までに

いずれの初婚も経験しない生涯未婚率を含めた，全女性の初婚タイプの構成を算出した．

年次別の結果に先立ち，図 3に期間初婚表による結果の一部と，「出生動向基本調査」に

おける調査時点で45～49歳の女性の，実際の出会いのきっかけ別構成を生まれ年別に示し

た．期間初婚表の結果は，約25年前に生まれた女性集団の「実際の」出会いの構成に極め
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て近いことが分かる．

最近まで含めた年次別の結果を図4に示し

た．1965年の結果は，1965年に観察された年

齢別初婚ハザードに基づいている．生涯未婚

率は2.3％と極めて低く，経験する確率が最

も高いのは「見合い・結婚相談所」を通じた

初婚で構成比では42％を占めていた．しかし

その後は構成比が年々下がっていき，2009年

は3.9％となっている．その他，「幼なじみ・

隣人」「職場や仕事」を通じた初婚の構成比

も減少している．一方，構成比を伸ばした出

会いは何であろうか．「友人や兄弟姉妹」を

通じた出会いは1965年の11.4％から2009年の

24.1％に増えている．「学校で」も3％から

10.6％に増えているが，これは，教育年数が

延びたことで出会いの機会自体が増加した影

響も考慮すべきであろう．「その他」も増え

ている．自由記入の結果からインターネット

を通じた出会いなどが含まれていることが分かるが，詳細は分からない．

さて，多重減少初婚表は競合モデルであるため，ある初婚タイプの生起率が若い年齢で

高ければ，それ以降の年齢で残存する未婚者が少なくなることで他の初婚タイプによる発

生数が抑制される．もし，そうした他の初婚タイプによる初婚が一切発生せず，当該タイ
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図３ 夫妻の出会い別にみた妻50歳時の初婚の
構成：初婚表による結果と標本調査によ
る45～49歳女性の実績

注：各初婚タイプが競合する多重減少初婚表による結果

（左）と，調査時点で45～49歳の初婚の妻の出会いの

きっかけ別集計を女性の生まれ年別に示したもの（右）

（生涯未婚率は表6に同じ）．第8回～第14回調査のデー

タを使用．

図４ 夫妻の出会い別にみた妻50歳時の初婚の
構成

注：各初婚タイプが競合する多重減少初婚表による．第8

回～第14回調査のデータを使用．

図５ 夫妻の出会い別にみた未婚者初婚率

注：対象初婚タイプのみを減少要因とする単一減少初婚表に

よる．



プの初婚のみ年齢別ハザードに従って発生した場合，その社会では最終的にどの程度の初

婚が発生するのだろうか．図5は，各タイプの初婚だけが発生した場合に，50歳までに発

生する初婚数を，50歳までの未婚延べ年数で除した未婚者初婚率を年次別に示したもので

ある．実はこの未婚者初婚率の分子と分母を入れ替えた指標が平均未婚期間であり，死亡

の分析では，平均寿命にあたる．

単一減少初婚表における未婚者初婚率は，その初婚タイプの純粋な生起率の動向を示し

ていることになる．図5をみると「見合い」の生起率の低下が著しい．また，「職場」を

通じた出会いも1965年以降低下し，現在では「友人」を通じた出会いとほぼ同水準である

ことがわかる．一方，「友人」を通じた出会いはあまり変化がない．多重減少初婚表によ

る構成比では大きく伸ばしていたが，これは友人を通じた出会いの生起率そのものが上昇

したのではなく，見合い結婚や職縁結婚が減少したことによって初婚リスクのある未婚者

が増加したという構造的な要因によると解釈できる．上記以外の出会いについては生起率

そのものが低いが，傾向について言えば，「街中」「サークル」「幼なじみ」で低下傾向，

「学校」「アルバイト」「その他」で上昇傾向となっている．

親族や職場の緊密な人間関係が機能した高度経済成長期型マッチメーキングであったと

考えられる見合い結婚や職縁結婚は低下の一途をたどっており，結婚相手との出会いは，

友人や学校，アルバイトなど，個人的ネットワークや一時的な生活の場に依存する傾向が

確認できる．

2. 婚前妊娠・婚前同棲：生殖・共棲・結婚の一体性の趨勢

� 婚前妊娠結婚－構造的増加

次に，結婚＝生殖の開始，結婚＝共棲の開始という一体性について確認してみよう．

「出生動向基本調査」では結婚年月（結婚生活を開始した年月であり，必ずしも婚姻届け

の提出年月ではない）と第1子出生年月を訊ねている．生殖行動が結婚を機に開始される

ならば，妊娠期間を経るため，最初の出産は少なくとも結婚後9ヶ月以降である．そこで，

妊娠が判明してから結婚生活を入ったと思われる初婚を，第1子出生年月が結婚後7ヶ月

以内と定義し（婚前妊娠の定義の検討については鎌田（2012）），その有無別に多重減少初

婚表を作成し構成をみたものが図6である．婚前妊娠結婚の経験は，1965年時は4.3％で

あったが，2005年には17.5％にまで上昇し，2009年にはやや下がって14.7％となっている．

ちなみに全初婚に占める割合はそれぞれ4.4％，21.8％，18.0％である．今日の20代の女性

が結婚する場合，5人に一人が婚前妊娠結婚であることを意味する．ただし，図7の婚前

妊娠単独の初婚率の推移をみると興味深いことが分かる．1965年こそやや低いがその後

0.08～0.09程度と初婚率がほとんど変化していない．一方で，婚前妊娠結婚ではない初婚

率は，全初婚率の変化と同調して低下している．すなわち，今日婚前妊娠結婚が増大して

いるのは，婚前妊娠結婚自体が発生しやすくなったというよりは，それ以外の初婚が少な

くなったために，初婚のリスクをもつ未婚者が増加したことによる構造的増加であると解

釈できる．
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� 婚前同棲結婚－行動的増加

共棲と結婚の乖離は進んでいるのだろうか．「出生動向基本調査」では第14回調査で夫

婦の結婚年月等を聞く際に，併せて，結婚生活が始まる前に，夫妻が同棲を経験したかを

訊ねている．経験している場合を「婚前同棲あり」として減少要因とした．図8を見ると，

1995年以降2009年までの14年間で「婚前同棲結婚」を経験する割合が10％から28％に急増

している．初婚者に占める割合でみると11.5％から34.2％への増加である．今日結婚最盛

期にある世代では，3組に1組以上が，結婚生活の開始に先立って，共に暮らす経験をし
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図６ 婚前妊娠の有無別にみた妻50歳時の初婚
の構成

注：各初婚タイプが競合する多重減少初婚表による．第7

回～第14回調査のデータを使用．結婚後7ヶ月以内の

出生を婚前妊娠と定義した．

図７ 婚前妊娠の有無別にみた未婚者初婚率

注：対象初婚タイプのみを減少要因とする単一減少初婚表に

よる．

図８ 婚前同棲の有無別にみた妻50歳時の初婚
の構成

注：各初婚タイプが競合する多重減少初婚表による．第14

回調査のデータを使用．婚前同棲とは「（夫妻が）結

婚する前に同棲をしていた期間がありましたか」との

問いに「あった」と回答した場合．

図９ 婚前同棲の有無別にみた未婚者初婚率

注：対象初婚タイプのみを減少要因とする単一減少初婚表に

よる．



ていることが分かった．ちなみに，同棲経験者の同棲期間は，半年から2年の間に75％が

収まる分布をしており，それほど長期のものではない．

婚前同棲単独の初婚率をみても，1995年以降一貫して上昇している（図9）．婚前同棲

の増加は，他の初婚が減少している効果だけでなく，婚前同棲そのものが積極的に選択さ

れるようになった実質的行動変化を意味している可能性がある．

これまで結婚生活の開始が同居の開始という前提で，結婚経過年別に様々な分析（出生

過程や結婚満足度など）が行われてきたが，今後は婚前同棲期間を考慮するといった調整

が分析上必要になってくるかもしれない．

3. 夫妻の組み合わせ－妻上方婚の趨勢

� 年齢の組み合わせ－夫年上婚の減少

夫妻の地位には様々な側面があるが，ここでは年齢の組み合わせと学歴の組み合わせを

取り上げる．年齢については，夫が妻より5歳以上年上の妻年齢上方婚，1歳以上5歳未

満年上の上方婚，夫妻の年齢差が上下12ヶ月未満の同類婚，夫が1歳以上年下の妻年齢下

方婚を初婚の各タイプとする．多重減少初婚表に基づく構成比を示したのが図10である．

1965年は全初婚のうち70.4％が妻年齢上方婚であったが，2009年は45.4％にまで減少して

いる．一方，年齢同類婚，および妻年齢下方婚は増加しており，2009年は同類婚が41.9％，

下方婚が12.6％を占めている．これを，それぞれの初婚タイプ別の生起率で見てみると，

上方婚，とくに5歳以上離れている初婚の生起率が1965年以降一貫して大きく低下してい

ることが分かる（図11）．同類婚は，多重減少初婚表では構成比を伸ばしていたが，初婚

率でみると低下しており，構成比の増加は上方婚の減少による構造的増加であることがわ

かる．構成比を伸ばしていた下方婚についても，生起率でみると，2009年の初婚率は1965
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図10 夫妻の結婚時年齢組合せ別にみた妻50歳
時の初婚の構成

注：各初婚タイプが競合する多重減少初婚表による．第7

回～第14回調査のデータを使用．月齢の差が12ヶ月未

満の場合同類婚としている．

図11 夫妻の結婚時年齢組合せ別にみた未婚者初
婚率

注：対象初婚タイプのみを減少要因とする単一減少初婚表に

よる．



年とほとんど同水準であることがわかる．夫年下婚が増大していることは事実であるが，

夫年下の結婚が積極的に選択されているといった行動的変化が起きているとまでは言えな

い．なお同類婚と下方婚は2005年に落ち込み2009年に反転している．こうした組み合わせ

で2005年前後での初婚の先送りが多かった可能性がある．

� 学歴の組み合わせ－学歴同類婚の減少

続いて学歴の組み合わせを見てみよう．夫妻の最終学歴を中学校，高校，専修学校（高

卒後），短大・高専，大学以上で分類し，夫の学歴が妻よりも高い場合を妻学歴上方婚，

夫妻の学歴が同じ場合を学歴同類婚，夫の学歴が妻よりも低い場合を妻学歴下方婚とする．

図12に多重減少初婚表による構成比の変化を示した．1965年の結果では学歴同類婚の割合

が最も大きく，全初婚に占める割合は63.3％に達していた．その後は1985年頃まで一貫し

て低下し，以後40％台で推移し2009年には44.9％であった．妻学歴上方婚は1985年，1990

年に33～34％と3組に1組の割合にまで増大したが，その後やや低下している．一方，妻

学歴下方婚は増加傾向にあり，1965年には1割に満たなかった下方婚は2000年代には4組

に1組となっている．ただし，初婚タイプ別の初婚率の動向を見てみると（図13），妻学

歴下方婚の生起率にはほとんど変化がない．他方，学歴同類婚の初婚率は1965年以降一貫

して低下している．妻学歴上方婚は1985年までは変化がなかったがその後低下している．

学歴の組み合わせの変化については，特定の組み合わせが選択されやすい傾向（プロペ

ンシティ）のみならず，初婚リスクをもつ男女の学歴構造にも依存することに留意する必

要がある．本来，生命表分析ではリスク人口の同質性を仮定しているが，最も高い学歴取

得者は上方婚の可能性がなく，最も低い層は下方婚の可能性がないことからも前提を満た

していない．図14，図15には1965年～2010年のそれぞれの時期に結婚最盛期を迎えていた
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図12 夫妻の学歴組合せ別にみた妻50歳時の初
婚の構成

注：各初婚タイプが競合する多重減少初婚表による．第7

回～第14回調査のデータを使用．中学校＜高校＜専修

学校（高卒後）＜短大・高専＜大学以上とし夫妻を比

較して定義した．

図13 夫妻の学歴組合せ別にみた未婚者初婚率

注：対象初婚タイプのみを減少要因とする単一減少初婚表に

よる．



世代の学歴構造の変化を示した．男女の学歴構造に差がなかった時代から，男性のみが高

学歴化する時代を経て，女性の高学歴化が進み，1970年生まれ以降については，高卒以上

の割合が女性のほうが高い逆転現象が起きている．同類婚から妻上方婚の増加，そして妻

下方婚の増加という展開は，こうした学歴構造の変化という構造的変化を反映したもので

もある．

4. 結婚直後の夫妻の働き方－性別役割分業結婚の趨勢

� 夫の結婚時の就業状況－夫非正規雇用の増大

今日の結婚においても夫は安定的な仕事につき，家計を支えているのだろうか．「出生

動向基本調査」では夫の結婚前（結婚を決めたとき）の就業状況（従業上の地位，職種，

勤め先の規模）を尋ねている．男性の場合，結婚前後で仕事が変わることは少ないので，

新婚時の働き方と見なすことができるであろう．従業上の地位と，雇用者の場合には勤め

先の規模を組み合わせた夫の結婚時の就業状況別に初婚タイプの構成比を図16に示した．

全男性に占める構成比で見てみると，「官公庁」「100人未満の正規雇用」「自営業」の割合

はあまり変化していない．構成比が縮小しているのは「100人以上1,000人未満の正規雇用」

「1,000人以上の正規雇用」という夫が中規模企業あるいは大企業に勤めている結婚である．

一方，明らかに増加しているのが夫「パート・アルバイト」（いわゆる非正規雇用と見ら

れる）の初婚である．1990年までは全初婚の1％前後にとどまっていたが，2009年には10

％を占めるに至っている．すなわち，今日結婚最盛期にある世代の10組に1組は夫が結婚

時非正規雇用であることになる．初婚タイプ別の初婚率の動向をみても（図17），夫が

「100人以上1,000人未満の正規雇用」「1,000人以上の正規雇用」である初婚タイプの初婚

率が緩やかに低下している中で，夫「パート・アルバイト」の初婚率のみ，1995年以降一

貫して上昇している．
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図14 生まれ年別にみた女性の学歴構成

注：第8回～第14回調査のデータを使用．夫婦調査および独身者調査における調査時点で25歳以上50歳未満の男女について，

「国勢調査」の配偶関係別構成比に基づく重み付けをして集計した．表示年を含む前後5年間に生まれた対象者の集計値．

図15 生まれ年別にみた男性の学歴構成



図18，図19は同じく夫の結婚時の職種別に初婚発生をみたものである．初婚者に占める

職種構成に関しては，「専門職」「工場などの現場労働」で構成比が伸び，「事務職」「販売・

サービス職」は減少している．初婚タイプ別に初婚率の動向をみると，「事務職」「販売・

サービス職」で低下傾向が続く中，「専門職」が2000年代に入り上昇傾向にある．2005年

以降の初婚率低下の歯止めには夫が「専門職」である初婚の持ち直しが寄与している．

� 妻の結婚直後の就業状況－減少する専業主婦と増加するパート主婦

続いて，妻の結婚直後の就業状態別に初婚の動向を見てみよう．結婚後，妻がどのよう
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図16 夫の結婚時の就業状態と企業規模別にみ
た妻50歳時の初婚の構成

注：各初婚タイプが競合する多重減少初婚表による．第10

回（従業上の地位のみ）および第12回～第14回調査の

データを使用．

図17 夫の結婚時の就業状態と企業規模別にみた
未婚者初婚率

注：対象初婚タイプのみを減少要因とする単一減少初婚表に

よる．

図18 夫の結婚時の職種別にみた妻50歳時の初
婚の構成

注：各初婚タイプが競合する多重減少初婚表による．第12

回～第14回調査のデータを使用．

図19 夫の結婚時の職種別にみた未婚者初婚率

注：対象初婚タイプのみを減少要因とする単一減少初婚表に

よる．



な働き方をしていたのかという側面に着目することは，性別役割分業に基づいた結婚であ

るかを判断する重要な基準となる．従業上の地位と勤め先規模による初婚タイプの構成を

みると（図20），「正規雇用」が4割で変わらず，「自営」が1970年代の10％から2％に減

少，一方「パート・アルバイト」が10％から23.3％に上昇，そして，「無職」の割合が51.1

％から34.5％と大幅に減っている．「正規雇用」の内訳については，「官公庁」「企業規模

1,000人以上」の割合が減り，中小企業勤務の割合が増えている．競合要因の影響を受け

ない初婚タイプ別初婚率の動向をみると（図21），1970年代には0.04を超えていた「無職」

がその後一貫して低下し，1990年以降は概ね「正規雇用」を下回っている．「正規雇用」
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図20 妻の結婚直後の就業状態と企業規模別に
みた妻50歳時の初婚の構成

注：各初婚タイプが競合する多重減少初婚表による．第7

回，第9回（従業上の地位のみ）および第11回，第13

回，第14回調査のデータを使用．

図21 妻の結婚直後の就業状態と企業規模別にみ
た未婚者初婚率

注：対象初婚タイプのみを減少要因とする単一減少初婚表に

よる．

図22 妻の結婚直後の職種別にみた妻50歳時の
初婚の構成

注：各初婚タイプが競合する多重減少初婚表による．第11

回，第13回，第14回調査のデータを使用．

図23 妻の結婚直後の職種別にみた未婚者初婚率

注：対象初婚タイプのみを減少要因とする単一減少初婚表に

よる．



についても，「30人未満」「100～1,000人未満」など，2005年以降上昇に転じたものもある

が，概ね低下している．一方，結婚後「パート・アルバイト」は1995年の落ち込みを除き，

概ね上昇傾向にある．結婚直後の妻の職種については，「事務職」が減少傾向にある以外

は大きな変化はないが，2005年以降，夫と同様「専門職」がわずかに上昇し「事務職」を

上回っている（図22，図23）．

1970年代には初婚の半数を占めていた結婚後に妻が専業主婦となる性別役割分業的結婚

は，その後一貫して減少していることがわかった．ただし，妻が夫と遜色なく働いている

というわけではなく，その働き方は中規模企業の正規雇用やパート勤務が主流である．

� 夫妻の結婚直後の就業状況の組み合わせ－減少する片働き型結婚

最後に夫と妻の結婚直後（夫については結婚直前の情報が継続していると仮定）の就業

状況を組み合わせたものを初婚タイプとし，多重減少初婚表による初婚構成と単一減少初

婚表による初婚率の推移を見ておこう．初婚タイプは「夫大中企業正規雇用×妻正規雇用」

（大中企業は従業員100人以上および公務員を含む），「夫大中企業正規雇用×妻非正規就業」

（妻非正規就業にはパート，自営業・家族従業を含む），「夫大中企業正規雇用×妻無職」，

「夫小企業正規雇用×妻正規雇用」（小企業は100人未満），「夫小企業正規雇用×妻非正規

就業」，「夫小企業正規雇用×妻無職」，「夫非正規雇用／無職×妻正規雇用」，「夫非正規雇

用／無職×妻非正規就業／無職」，「夫自営業主」の9種である．図24の構成比を見ると，

夫正規雇用と妻無職の組み合わせ，いわゆる「片働き型」が構成比を減らしていることが

わかる．初婚者に占める「片働き型」の割合は，1990年の35.5％から2009年の26.9％に減

少している．他方，夫が非正規雇用あるいは無職で妻が正規あるいは非正規就業の組み合

わせは増加している．図25の未婚者初婚率で見ても夫正規と妻無職の組み合わせの初婚率
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図24 夫妻の結婚直後の就業状態組み合わせ別
にみた妻50歳時の初婚の構成

注：各初婚タイプが競合する多重減少初婚表による．第13

回，第14回調査のデータを使用．初婚タイプ名の「小」

「大中」は勤め先従業員規模「100人未満」「100人以上」

を意味する．

図25 夫妻の結婚直後の就業状態組み合わせ別に
みた未婚者初婚率

注：対象初婚タイプのみを減少要因とする単一減少初婚表に

よる．



が低下する一方で，「夫非正規／無職×妻正規」「夫非正規／無職×妻非正規／無職」が上

昇している．また「夫大中正規×妻非正規」も近年上昇傾向が見られる．「夫大中正規×

妻正規」も2005年に落ち込んだあと2009年には大きく反転した．ただし，これについては

2000年を通じた学卒者の就職環境の悪化と好転を反映している可能性もあり，現時点でト

レンドの変化かどうかを判断することは難しい．

5. 結婚直後の親との同居の有無－直系家族世帯の趨勢

� 夫方同居の減少と親との距離の妻方化

初婚構造の最後の側面である直系家族世帯の趨勢を，結婚直後の夫妻の親との同居状況

から見ていこう．「出生動向基本調査」では，時系列比較が可能なものとして，結婚直後

の夫および妻それぞれの母親との同別居状況（同居・近居・遠居・死亡の別）を訊ねてい

る．一般に母親は父親より長命であり，夫妻の結婚時の生存率はかなり高いので（1980年

結婚以降，結婚時の母親の死亡割合は2～3％で推移），母親との同居をもって直系家族

世帯の形成と見なすことはある程度妥当であろう．また夫方の母親との同居がいわゆる父

系直系家族世帯にあたると考えられる．「夫方母同居」「妻方母同居」「夫方母近居」「妻方

母近居」「母遠居・死亡」を初婚タイプとして多重減少初婚表による50歳時点での初婚の

構成の時代変化を見ると（図26），全女性の生涯経験に占める割合で言えば，遠居婚，妻

方近居婚，夫方近居婚，妻方同居婚の割合はほとんど変化がなく，夫方同居婚のみが顕著

に減少していることがわかる．全初婚に占める割合は1980年の27.2％から2009年の9.6％

にまで減少している．一方，妻方同居婚は同期間に5.1％から9.0％に増えており，最新年

では夫方，妻方の同居婚はほぼ拮抗している．さらに，同居と近居を合わせた割合は，

1990年以降夫方が32.9％から22.5％に減少，妻方が26.0％から34.2％へと上昇しており，
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図26 結婚直後の夫妻の母親との同別居別にみ
た妻50歳時の初婚の構成

注：各初婚タイプが競合する多重減少初婚表による．第11

回（同別居・死亡のみ），第12回～第14回調査のデー

タを使用．「近居」は「同じ市区町村内で別居」を意

味する．

図27 結婚直後の夫妻の母親との同別居別にみた
未婚者初婚率

注：対象初婚タイプのみを減少要因とする単一減少初婚表に

よる．



今日の結婚は少なくとも物理的な距離で言えば，妻方が優勢であり，妻方化が進んでいる

とも言える．図27の未婚者初婚率も妻方同居婚のみ漸増傾向を示している．

� 長男の直系家族離れ

直系家族世帯の発生や量的変化を論じる際は，親世代と子世代の比率（子世代のきょう

だい数）といった構造的な要因にも目を配らなければならない．親との同居率は，一人っ

子，長子長男，末子長男，長男以外などのきょうだい内地位によって異なる傾向があり，

こうしたきょうだい内地位はきょうだい数

（出生力）によって規定されるからである

（廣嶋 1988,伊藤 1994）．そこで，世代別に

男性のきょうだい内地位の構成比の変化を示

したのが図28である．戦後の出生率低下の時

期にあたる1940年生まれから1965年生まれに

かけて，「非長男」が減り「長男（弟なし）」

が増加し，その後高止まりしている．結婚直

後の親との同居率は長男で高い傾向にあるの

で，同居率に変化がなければ，長男化によっ

て親との同居率は上がることが予想される．

しかし，夫のきょうだい内地位と親との同別

居を組み合わせた初婚タイプ別による多重減

少初婚表の結果をみると（図29），夫長男結

婚が増加しているにもかかわらず，そうした

初婚の同居率は低下していることが分かる．
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図28 生まれ年別にみた男性のきょうだい内地
位構成

注：第8回～第14回調査のデータを使用．夫婦調査および

独身者調査における調査時点で18歳以上50歳未満の男

性について，「国勢調査」の配偶関係別構成比に基づ

く重み付けをして集計した．表示年を含む前後5年間

に生まれた対象者の集計値．

図29 夫のきょうだい内地位と結婚直後の夫妻の母
親との同別居別にみた妻50歳時の初婚の構成

注：各初婚タイプが競合する多重減少初婚表による．第11

回～第14回調査のデータを使用．

図30 夫のきょうだい内地位と結婚直後の夫妻の
母親との同別居別にみた未婚者初婚率

注：対象初婚タイプのみを減少要因とする単一減少初婚表に

よる．



夫長男結婚にしめる夫方同居率は1980年の43％から2009年には11％にまで低下している．

さらに，夫長男結婚の妻方同居率は1980年には1％にも満たなかったが，2009年には9.1

％に増加しており，単に長男が直系家族離れをするだけでなく，ここでも妻方化（マクロ

的な双系化とも言える）の傾向がみてとれる．図30においても，夫長男の妻方同居婚のみ

漸増傾向を示している．

なお，ここでは結婚直後の同別居の時代変化に着目したが，Kato（2013）による「全

国家族調査」の分析によれば，結婚直後の同居率は結婚コーホートごとに低下しつつも，

別居していた夫婦の一定数がその後「途中同居」していることを示している．直系家族制

そのものの変化を論じるには，結婚直後の状態だけでなくその後の経過も確認しておく必

要があろう．

Ⅵ 結論

1970年代以降の日本社会では，未婚化のみならず，成立した結婚の特徴自体にも変化が

生じていることが分かった．本研究では，様々なタイプの初婚が未婚者から生起する頻度

を表す年齢別未婚者初婚率（初婚ハザード）を用いて，年次別に初婚過程を再現し，経験

される初婚のタイプ別構造を観察した．これはすなわち，期間の死因別生命表を用いた死

因構造分析の初婚への応用である．初婚表による初婚過程は，急激な年齢パターンの変化

によるテンポ効果の影響を除外することができ，当該年に結婚最盛期を迎えている世代の

生涯経験をある程度近似すると見なすことができる．もちろん，コーホートの指標そのも

のではなく，仮設コーホートであることには変わりないが，少なくとも生涯未婚率および

初婚タイプ別構成がどのような方向に向かって変化しているのかを判断するには有効な指

標となる．むしろコーホートの指標では消失してしまうような，特定に時期における「期

間効果」が表現されるので，短期間の変動について説明を与えることもできた．ただし，

課題も残っている．死因を扱った生命表分析でも常に注意が促されるところであるが，生

命表は扱う事象のリスク人口が同質であり，また各減少要因のハザードが相互に独立であ

ることを仮定している．本研究で扱った初婚の発生は，このような前提を満たしていない

ものもある．特にリスク人口の異質性とその構造変化に着目した分析への発展が今後の課

題であると考える．

本研究では，戦後の日本的家族モデルを特徴づけていた5つの側面に着目し，どのよう

なタイプの初婚が減少した（生涯経験確率が低下した）のか，あるいは増大した（生涯経

験確率が上昇した）のかを，多重減少初婚表によって再現されたタイプ別初婚構成の変化

によって示した．さらに，増大した初婚タイプについては，初婚ハザードそのものの上昇

による積極的な増加と言えるのか，それとも，競合する初婚タイプが減少したことによる

消極的な増加なのかを判別した．結果について表7にまとめた．

配偶者との出会いについては，見合い結婚や職縁結婚といった高度経済成長期型マッチ

メーキングシステムに支えられた初婚の減少が顕著であった．代わって友人からの紹介な
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ど個人的ネットワークに依存した初婚が増加していることが分かったが，こうした友縁結

婚などの初婚ハザードが上昇しているわけではなく，従来高い頻度で発生していた競合要

因が減少したことによるリスク人口（未婚人口）の増大が影響していることが示された．

日本の結婚が，生殖の開始や共棲の開始とどの程度一体性を保っているかを見るために，

婚前妊娠結婚と婚前同棲結婚の発生を観察した．両者とも構成比を伸ばしているが背景は

異なっていた．婚前妊娠結婚についてはハザードの上昇はなく，通常の初婚が先送りされ

る中で経験機会が増加した消極的増加であることが分かった．一方，婚前同棲結婚は，ハ

ザードそのものの上昇が観察され，行動面でも共棲の開始と結婚の共時性が崩れているこ

とが示唆される．

年齢および学歴からみた妻上方婚は，年齢については妻年齢上方婚が減少しており，代

わって年齢同類婚，妻年齢下方婚が増加しているが，そうした結婚が積極的に選ばれるよ

うになったというよりは，上方婚の減少による消極的増加と判断できる．学歴の組合せに

ついては，学歴同類婚が減少し，消極的増加として妻学歴下方婚が増加している．

夫妻の働き方については，夫が中・大規模企業勤務の初婚が減り，代わって夫非正規雇

用の初婚がハザード上昇を伴う増加を示していた．夫が安定的な稼ぎ手であることが性別

役割分業結婚を成り立たせる前提であるが，その一角が崩れつつあることを意味する．他

方，妻については，結婚後無職という初婚が大きく減少していた．ではどのような結婚が

増えているのか．2000年代に入り，妻パートの結婚が増えている．夫同様，就業している

妻の雇用も必ずしも安定的ではないことがわかる．さらに，2005年以降ハザードが上昇す

ることでシェアを伸ばしているのが夫妻ともに専門職であった．夫妻の就業状況の組み合
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表７ 初婚構造の変化の要約

初婚の5つの側面

失われた結婚 増大した結婚

積極的減少 積極的増加 消極的増加

・・・・
ハザードの低下による

・・・・

・・・・
ハザードの上昇による

・・・・

ハザードの上昇はないが，・・・・

・・・・競合要因の減少による

（1）配偶者との出会い

（高度経済成長期型マッチメーキングの趨勢）

見合い結婚 友縁結婚

職縁結婚

（2）婚前妊娠・婚前同棲

（生殖・共棲・結婚の一体性の趨勢）

生殖が開始される結婚 婚前妊娠結婚

共棲が開始される結婚 婚前同棲結婚

（3）夫妻の組み合わせ

（妻上方婚の趨勢）

妻年齢上方婚 年齢同類婚

妻年齢下方婚

学歴同類婚 妻学歴下方婚

（4）結婚直後の夫妻の働き方

（性別役割分業結婚の趨勢）

夫正規雇用（大中企業） 夫非正規雇用

夫専門職

妻結婚直後無職 妻結婚直後非正規雇用

妻結婚直後専門職

夫正規雇用×妻無職 夫正規（大中企業）×妻非正規

夫非正規／無職×妻非正規／無職

夫非正規／無職×妻正規

（5）結婚直後の親との同居の有無

（直系家族世帯の趨勢）

（夫長男）夫方同居

夫長男妻方同居 夫長男別居



わせについても，「夫正規×妻無職」という「片働き型」が大きく減少し，大中企業に勤

める夫と非正規の妻の組み合わせや，夫非正規雇用と妻正規雇用の組み合わせ，夫妻とも

非正規あるいは無職という組み合わせの初婚ハザードが上昇していた．経済的役割を夫の

みが担う結婚が成立しにくくなっており，それが初婚の減少を説明するとともに，夫妻の

働き方が多様化していることが分かった．

最後に，夫妻の親との結婚直後の同別居状況を見ることで直系家族世帯のゆくえを議論

した．1980年以降減少したのは夫方同居の初婚のみであった．夫長男の初婚自体はきょう

だい数の減少を反映して増大しており，長男の直系家族離れ，さらには，長男が妻方同居

をする妻方化も見られた．

以上の結果から，未婚化の過程で失われている結婚の多くは，高度経済成長期型マッチ

メーキングに支えられた結婚，生殖・共棲と一体化した結婚，妻上方婚，性別役割分業婚，

直系家族世帯を形成する結婚といった戦後家族を特徴づけていたものであることが分かっ

た．では，これらに代わって，どのような結婚が増えてきているのか．友人の紹介による

結婚，婚前妊娠による結婚，夫妻が同い年や夫が年下の結婚，夫長男の夫婦家族などが増

加傾向にあることが分かったが，こうした初婚が増えているのは，かつて高い頻度で発生

していた初婚タイプが減少したことによるリスク人口の増加が招いた構造的な押し上げで

あり，こうした初婚が以前よりも積極的に選択されるようになったわけではないことに注

意が必要である．

ただし，いくつかの初婚タイプでは実質的なハザード上昇の傾向が確認された．夫・妻

が非正規雇用の結婚，夫・妻が専門職の結婚，そして長男の妻方同居婚と婚前同棲を経た

結婚である．厳しい雇用情勢の中，スキルアップをはかる，あるいは父系にこだわらず親

との関係を深めることで，リスクの軽減を模索しながら，同棲という段階を経て緩やかに

形成されるパートナーシップ－失われた20年の後に登場した結婚を特徴付けるなら，この

ようなものになるのかもしれない．また，経済的に不安定な結婚の増大は，社会保障制度

のあり方にも影響を与えることになるであろう．
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AnAnalysisofMarriageDeclineandChangesinMarriageStructuresin
Japansincethe1970susingMultipleDecrementLifeTableson

FirstMarriage

MihoIWASAWA

Sincethe1970s,firstmarriageratesinJapanhavedeclinedandfewermarriagesareformed

comparedwithseveraldecadesago.So,whatkindsoffirstmarriagehavebeenlostduringthattime

andwhatkindsofmarriagehavebecomepredominant?Weapplyalifetableanalysisbycauseof

deathtomarriageformationbythetypeoffirstmarriage,anddemonstratechangesinthecompo-

sitionratioofeachtypeofmarriageovereveryfiveyears.Weproducemultipledecrementmar-

riagetablesusingfemalefirst-marriagehazardbasedontheJapaneseVitalStatisticsandthe

PopulationCensusofJapan，andcrosstabulationsbyageatfirstmarriageandthetypeofthatmar-

riagefromtheJapaneseNationalFertilitySurveys.Weobservechangesincelibacyratesandcom-

positionratiosoffirstmarriageatage50,andlifetablefirstmarriageratesbythetypeofmarriage.

Wefoundthatmostmarriageslostsincethe1970sarethoseassociatedwiththeJapanesepost-war

familymodel:(1)marriagesthrougharrangedintroductionsorthroughtheworkplace,(2)mar-

riagesasthebeginningofareproductiveprocessorco-residencewithapartner,(3)marriagewith

anolderhusband(agehypergamy),(4)marriagesbasedontraditionalgenderroles(marriagewith

ahusbandworkingforamidsizeorlargecompanyandafull-timehousewife),and(5)the

patrilinealstemfamilywiththeeldestson.Ontheotherhand,thehazardofsometypesofmarriage

・marriageprecededbycohabitation,marriagewithahusbandorawifeofanon-regularworker,

marriagewithahusbandorawifeofaprofessionalworker,andmarriageoftheeldestsonco-

residingwiththewife'sparents・hasbeenrising,and,accordingly,thecompositionratioshavein-

creasedaswell.Wealsofoundthatmarriagethroughanetworkoffriends,marriageprecededby

pregnancy,marriagetoayoungerorlesseducatedhusband(ageandeducationalhypogamy),and

aconjugalfamilyhouseholdoftheeldestsonhaveincreased.However,judgingfromthefactthat

type-specificmarriageratesforthesemarriageshavenotincreased,thesechangesarecausedbythe

increaseintheexposurepopulationduetoadeclineinotherconventionalmarriages.
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特集：日本の結婚と出生―第14回出生動向基本調査の結果から―（その２）

子育て環境と子育て支援

佐 々 井 司

Ⅰ．はじめに

本稿は，近年における子育て環境の変化，および子育て支援のための施設・制度の利用

状況に関する定量的な分析を通して，わが国における子ども・子育て支援の課題を考察す

るものである．

近年，子育て支援に関する議論が盛んである．とりわけ，育児休業制度の期間延長や保

育所の待機児童にまつわる議論が紙上を賑わせている．しかしながら，これらの議論に共

感を持って積極的に参加している人は現在のわが国にどれだけいるのであろうか？ また

焦眉の行政課題として，2012年8月の成立を受けて2015年度から実施予定の子ども・子育

て関連3法のもとで実施主体である市区町村が今後どのような子育て支援を新たに具現化

していくことができるのだろうか．これらの答えを見出す大前提として，様々な子育て支

援制度がこれまで実際に誰によってどのような利用がされてきたのかを，できるだけ正確

に把握する作業が重要になってくる．

出生動向基本調査では，夫婦の出生動向のモニタリングを行うための基本的な質問項目

に加えて，最近の調査では夫婦の子育て環境に関する質問を意図的に設けている．今回，
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本稿は，近年における子育て環境の変化，および子育て支援のための施設・制度の利用状況に関

する定量的な分析を通して，わが国における子ども・子育て支援の課題を考察するものである．出

生動向基本調査では，夫婦の出生動向のモニタリングを行うための基本的な質問項目に加えて，最

近の調査では夫婦の子育て環境に関する質問を意図的に設けている．第14回調査結果の定量的な分

析を通じて夫婦の子育て環境の変化，および子育て支援とりわけ仕事と子育ての両立支援のための

制度の利用状況について分析を行い，母親の支援，妻の就業，子育て支援諸制度の利用状況の間の

相互関係を明らかにしている．

妻が育児休業を取得したり認可保育所等の保育施設を利用したりしている夫婦は子どもをもつ夫

婦全体の約3割にあたる．また，これらの制度を最も利用しているのが官公庁や従業員300人以上

の比較的大きな事業所で妻が働いている夫婦である．その一方で制度等をまったく利用していない

夫婦は依然として多い．近年では母親の支援が最大の子育て支援となっている．今日，子育て支援

関連の諸制度の実施・運用面では地方公共団体の役割がますます重要になってきている．乳幼児期

の子どもをもつ夫婦の働き方，子育て環境，現在利用されている制度には地域による明確な特徴が

認められることから，地域における子育て環境の実情を的確に把握したうえで，今後の子育て支援

の在り方を考えていく必要がある．



最新の第14回調査の結果を用いて夫婦の子育て環境の変化，および子育て支援とりわけ仕

事と子育ての両立支援のための制度の利用状況について定量的な分析を行い，母親の支援，

妻の就業，子育て支援諸制度の利用状況の間の相互関係を明らかにすることにより，実効

性のある子ども・子育て支援策を考えるうえでの一助となる基礎資料としたい．

具体的には，第14回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）夫婦票の問21か

ら問23から得られる出生順位（第3子まで）別にみた妻の就業状況，母親の支援の状況，

出生時の居住地（都道府県），利用した制度や施設に関する情報をもとに，出生年の時系

列変化や地域間の違いについて分析を行う（調査票の詳細は研究所ホームページhttp://

www.ipss.go.jp/tosho/questionnaire.htmlを参照のこと）．なお，本稿を通して分析に

用いたのは，子どもを一人以上もつ初婚どうしの夫婦で，第1子の出生年が1986年以降の

5,500サンプルである（注１）．

Ⅱ．時系列変化

1． 利用した制度や施設と妻の就業

本調査ではこれまでに調査報告等において，「第1子出生年別にみた，第1子が3歳に

なるまでの子育て支援制度・施設利用割合の推移」を公表している（国立社会保障・人口

問題研究所 2007，2012）．ここでは，後続の議論の前提となる子育て関連制度・施設の利

用状況が近年どのように変化してきたのかについて分析を行った．

まず最初に，育児休業制度，育児時間・短時間勤務制度を利用する妻の割合，ならびに

保育所等の保育施設を利用した夫婦の割合がどのように変化してきたのかについてみてみ

よう．これらの制度・施設を利用した夫婦の割合は概ね増加傾向にあり，2000年代の後半

では，第1子を出生した夫婦のうち保育施設を利用した夫婦が35％程度，妻が育児休業を

利用した夫婦が20％強，妻が育児時間・短時間勤務制度を使用した夫婦が10％程度となっ

ている．逆に子育て支援制度や施設の「どれも利用しなかった」夫婦割合は減少傾向が続

く．他方で，「その他の保育サービス」の利用割合は伸びていない．子育て支援制度を何

も利用していない夫婦割合が減少している背景には，育児休業や保育所等のいわゆる両立

支援的色彩の強い制度を利用する夫婦が近年増えていることが影響している可能性が認め

られる．その一方で，働き方に関係なく誰もが利用できるその他の保育サービス利用に及

ぼす影響は極めて限定的であると言える．
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さて，上述した育児休業制度と育児時間・短時間勤務制度は事業所等で雇用される妻に

利用が限定されるものであり，保育所等の施設保育利用も共働きの夫婦が主であることを

考えると，対象世帯は妻が働いている夫婦が自ずと多くなる．そこで，同期間の妻の就業

状況の変化を先ほどの制度や施設の利用状況の推移と比較してみよう．ここで示す数値も

本調査がこれまでに調査報告等において公表してきた結果を概ね踏襲している（国立社会

保障・人口問題研究所 2007，2012）．すなわち，第1子を出生した妻のうち何らかの形で

雇用されているものの割合は，1980年代後半の2割弱から近年上昇傾向にある．ここで確

認しておきたいのは，図1でみたように育児休業制度，および育児時間・短時間勤務制度

を利用する世帯は近年増加傾向にあるとはいえ依然として2割強，および1割程度の水準

であること，母親が「家事等」に属する約7割の夫婦は同制度の受益者となり得ないこと

である．また，子どもをもつ夫婦全体の約3割を占める第1子出生後に母親が働いている

夫婦の内訳をみると，近年増加傾向にあるのは「パート等」と従業員「300人以上」の比

較的大きな事業所に勤める2つのグループであることがわかる．両者は現行制度の利用し

易さという点において異なる状況にある．すなわち，「パート等」で同制度を利用してい

る女性は限られており，従業員の多い企業に勤める女性は利用する割合が高くなる傾向が
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図１ 利用した制度・施設

（注）施設保育は，「認可保育所」「認証・認定保育施設」「認定こども園」「企業内保育所」「その他の保育施
設」の合計．
その他の保育制度は，「ベビーシッター」「ファミリーサポートセンター」「保育所・幼稚園等の一時預
かり」の合計．
（ ）内の数値はサンプル数で，合計5,500．
2009，2010年は育児休業期間にあるケースを含め調査誤差が顕著であるため，図には非掲載．



みられる（厚生労働省 2012）．いずれにせよ，育児休業制度と育児時間・短時間勤務制度

を利用する母親の割合は増加しているものの，それらの制度を利用できる雇用者の割合自

体は伸びていないことが指摘されている．認可保育所等の保育施設の入所要件も現行制度

においては基本的に妻が働いていることが前提となっている．これらの数値を単純にみて

とれば，育児休業制度や待機児童を含めた保育所不足の問題は，子育て支援全体のなかの

限られた範囲の議論に留まっているとも言える．

2． 母親の支援

では次に，公的支援を含めた現行の子育て支援制度の利用如何にかかわらず，乳幼児を

もつ夫婦はどのような環境で子育てをしているのだろうか．わが国の子育てにおいてまず

重要なのが親の支援である（国立社会保障・人口問題研究所 2007，2012）．図3をみても

明らかなように，乳幼児の子育てをしている夫婦のうち母親の手助けを受けているものの

割合は増加傾向にあり，近年では全体の約半数の夫婦が母親の手助けを受けながら子育て

をしている．なかでも妻方の母親から手助けを受けている夫婦の増加が顕著である．夫方

の母親からの支援は1980年代の後半と比較して1990年代以降若干減少しているようにみえ

るが，1990年以降は安定的に一定割合の夫婦が手助けを受けているようにみえる．
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図２ 第１子出生時の妻の就業状況

（注）従業員数「300人未満」と「300人以上」および「官公庁」は「正規の職員」のみに限定．「パート等」
は「パート・アルバイト」「派遣・嘱託・契約社員」の合計．「家事等」は「自営業主・家族従業者」
「無職・家事」「学生」の合計．
2009，2010年は育児休業期間にあるケースを含め調査誤差が顕著であるため，図には非掲載．



では，夫婦のいずれかの母親から手助けを受け易い環境が近年整ってきたのだろうか．

第1子出生時の母親との同居・近居状態の年次推移をみることで，夫婦とその母親との地

理的な居住距離がどのように変化してきたかについて検証を行う．なお，本稿で用いる近

居とは「同じ市区町村内で別居」を指す．

一見して，夫方の母親と同居する夫婦が1980年代後半から急速に低下してきたことがわ

かる．この夫方の母親との同居割合は1990年代に入っても引き続き低下傾向がみられるが，

同時に夫方の母親との近居割合が若干増加しているようにみうけられる．一方，妻方の母

親との同居は1980年代後半から現在まで概ね5％程度で推移しており，子どもをもつ夫婦

と親との居住形態として決して多いとは言えない．妻方の母親との近居および夫婦両方の

母親が近居しているとみなされる夫婦の割合は，1990年代以降ともに10％前後で推移して

おり，比較的安定した居住形態と言える．

総じて，子どもをもつ夫婦とその母親とが遠距離で別居するケースが急増しているわけ

ではなく，6割弱の夫婦が親と同居あるいは近居という比較的近い距離関係のなかで居住

している．ただし，1980年代後半頃まで主流であった夫方の母親との同居割合が顕著に低

下する一方で，近居する夫婦も一定割合増えている．結果的に，夫方の母親との同居・近

居の割合は妻方のそれと比して見劣りしてきたわけではない．
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図３ 母親から手助けを受けた夫婦割合

（注）問22「お子さんが3歳になるまでの間お母さまから子育ての手助けはありましたか」に対し，「ひんぱ
んにあった」「日常的にあった」と回答したものの割合．妻方の母と夫方の母の双方から手助けを受け
たと回答した場合は「両親支援」，妻方，夫方どちらか一方の母から手助けを受けたと回答した場合に
は「夫方支援」または「妻方支援」とした．なお「日常的にあった」と「ひんぱんにあった」の組み合
わせの場合は「日常的にあった」と回答されている方に含めた．



上述のように，母親の手助けが増加傾向にあり，かつ妻方からの支援が大半を占めてい

る一方で，夫婦とその親との同居・近居が微減で推移しつつも，夫方の親と同居・近居す

る夫婦の割合は概ね半数を維持している．これは，母親の支援が妻方の母親に傾倒する要

因が，子どもをもつ夫婦とその親との居住距離だけで決まっているわけではないことを示

唆している．その要因を考察してみよう．

図5は母親との同居・近居と母親支援との関係をみたものである．右端のすべての居住

関係を母数とした「総数」において，母親からの支援が妻方で夫方よりも高くなっており，

「日常的にあった」「ひんぱんにあった」を合わせると約40％の夫婦が妻方の母親から支援

を受け，夫方からは20％強の夫婦が支援を受けていることがわかる（夫方と妻方両方の支

援を重複して受けている夫婦も双方に含まれている）．次に，夫婦とその親との同居・近

居の状況別に母親支援の頻度をみてみよう．同居であれば日常的に手助けをしてもらえそ

うなものだが，そうでもないらしい．妻方の母親との同居の場合，日常的に手助けを受け

たと答えた夫婦が75％，ひんぱんにあったと答えた夫婦が10％で，両者の合計は約85％に

なっている．一方，夫方の親と同居していた場合には日常的，ひんぱんに手助けを受けた

と答えた夫婦割合が70％弱と，妻方同居に比べると若干低くなっている．近居の場合には

違いがより鮮明に現れる．まず，両親とも近居（同居する親はなく，夫方・妻方双方の親

が同一市区町村に住んでいる）の場合，妻方の支援を受けていると答えた夫婦が55％なの

に対し，夫方の母親からの手助けは20％強に留まる．また，妻方の母親が近居（夫方の母
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図４ 母親との同居・近居の割合

（注）問22で「同じ市区町村内で別居」を選択したものを近居とした．



親は同居でも近居でもない）の場合，妻方からの支援は当然のことながら高く70％近いが，

逆に夫方の母親と近居している場合には，夫方の支援は30％強に留まり，逆に近くに住ん

でいる可能性の低い妻方の母親からも30％近い夫婦が支援を受けていると答えている．

あくまで推察ではあるが，妻は夫の親よりも自分の親に様々な手助けを求めやすいとい

う，妻の心理を反映している可能性がある．また，夫方の親は妻方の親よりも高齢である

という年齢要因が影響しているとも考えられるが，本調査の分析結果では明確な違いがみ

られなかった．内情はともかくとして，母親からひんぱんに手助け受けながら初めての子

育てをする夫婦が子どもをもつ夫婦の約半数に上っており，数値上，母親からの支援がわ

が国における最大の子育て支援となっていることは確かである．

Ⅲ．母親の支援，妻の就業，制度・施設利用の関係

次に，地域別の違いを明確にしたうえで，どのような子育て支援がどのような環境の夫

婦によって利用されているのかについて考察を行う．子育て環境は地域によってかなり異

なっていることが予想される（厚生労働省 2005，佐々井 2007a，2007b，2011，内閣府

2012）．今日の子育て支援を考えるうえではできるだけ小地域の情報を得ることが理想で

はあるが，本調査で得られるサンプル数には限りがあるため，ここではまず，地域情報と

して人口集中地区を用いている（注２）．なお，本稿の分析対象となる夫婦のうち，人口集中
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図５ 母親との同居・近居と母親支援との関係

（注）5,500ケース全数を用いた．「同居（両親）」のサンプル数は26ケース．



地区に居住する夫婦の割合は1980年代後半の約50％から直近年次の約70％まで上昇してい

る．また，Ⅱ章で観測した指標のうち，人口集中地区と非人口集中地区とで推移傾向が顕

著に異なるものが2つあったので特筆しておく．妻正規の職員，夫方の母との同居である．

妻正規職員の割合は，人口集中地区では近年まで増加傾向にあり，他方，非人口集中地区

では平均的には20％前後での上下動を繰り返している．そのため，過去には人口集中地区

における妻の正規職員割合が低かったものの，現在では両者に明確な差があるとは言えな

くなっている．また，夫方の母親との同居割合が低下傾向にあることを前章でみてきたが，

その傾向は人口集中地区でより鮮明である．非人口集中地区においては近年むしろ反転上

昇しているようにもみえる．その他の指標は人口集中地区と非人口集中地区で概ね一定の

差を保ちつつ同様の変化傾向を示している．以降の分析結果に大きく影響を及ぼすもので

はないが，地域別の違いを考察するにあたっての背景要因としてご周知いただきたい．

まずは，母親の支援が妻の働き方に及ぼす影響をみてみよう．図7右端の「総数」の棒

グラフをみると，全国的には妻方，夫方にかかわらず母親の支援を受けている夫婦で妻の

就業割合が高い．なかでも夫方の母親からの支援を受けている場合，従業員300人未満の

正規職員として働く妻の割合が高くなっている．母親の支援を得ている場合の妻の就業割

合の高さは非人口集中地区においてより顕著である．なお，夫方の母親支援を受けている

夫婦割合は非人口集中地区で高く，逆に人口集中地区においては親の支援を受けなかった

夫婦割合が高いことにも留意が必要である．これは非人口集中地区における妻の就業割合

を総体的に高める要因になっている．ただし図6でみたように，人口集中地区に居住する
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図６ 人口集中地区に居住する夫婦割合の推移



夫婦の割合が近年増加していることは，全国総数では妻の就業割合を低下させる方向に作

用することになる．

以上の結果はあくまで相関関係を示すもので，親の支援があるから妻が働いているのか，

あるいは逆に，働くために母親の支援を受けているのか，といった因果関係を明確にする

ものではない．しかしながら，子育てをしながら妻が働いている夫婦では母親から多大な

支援を受けている可能性があることは確かであり，ワーク・ライフ・バランス等について

議論するうえで不可欠な背景要因となるであろう．

次に，母親の支援と妻の就業状況の組み合わせ別に，子どもをもつ夫婦がどのような子

育て支援制度・施設を利用しているのかをみてみよう．

Ⅱ章でもみたように，育児休業制度と育児時間・短時間勤務制度の利用は主として正規

の職員に限られるが，従業員規模別に利用者割合をみると同じ就業者のなかでも圧倒的な

違いが観測される（厚生労働省 2012）．すなわち，妻が官公庁や300人以上の事業所で正

規の職員として勤めている場合に両制度の利用割合が最も高い．なかでも育児休業制度の

利用割合は，妻が官公庁に勤め母親の支援の無い夫婦でさらに高くなり，ほぼすべての夫

婦が利用している．

地域別の差異に着目すると，育児休業制度ではあまり顕著でないが，育児時間・短時間

勤務制度では人口集中地区における従業員規模別の利用割合の違いがかなり鮮明に現れて

いる．すなわち，妻が官公庁や300人以上の事業所に勤めている場合，母親の支援の有無

で利用割合に10％以上の差がある．とくに官公庁では20％に近い差が生じている．
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図７ 母親の支援と妻の就業状況の関係
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図８ 育児休業制度の利用割合

図９ 育児時間・短時間勤務制度の利用割合



保育施設の利用状況についても，同様にみてみよう．

認可保育所等の保育施設の利用が主に共働き夫婦を対象としていることを考えると，図

10のように妻が正規職員として働いている夫婦で高いのは当然の結果であるが，前述の育

児休業制度と育児時間・短時間勤務制度に比べると従業員規模別にみた利用割合の差異が

小さい．妻がパート等や300人未満の事業所で働く夫婦でも何らかの保育施設を利用して

いる割合が比較的高くなっている．ただし，ここでも妻が官公庁や300人以上の事業所で

正規職員として働いている夫婦の利用割合が高く，母親の支援が無い夫婦でさらに高くな

る傾向にある．

なお，保育施設の利用状況には地域差があまりみられない．

他方，その他の保育制度の利用状況はどうであろうか．

総体的に利用割合が低いことを確認したうえで，母親の支援の有無による違いに着目し

たい．全体でみると母親の支援の有無による差は皆無に等しいが，妻が就業している夫婦

で母親の支援の有無による利用割合の違いが顕在化している．とりわけ官公庁で大きい．

本来，その他の保育制度は妻の仕事の有無や形態に関係なく利用できる制度であるため，

妻がパート等や無職等でより高い利用割合が期待されるが，本分析ではそのような結果に

はなっていない．
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図10 保育施設の利用割合



Ⅳ．都道府県別にみた子育て環境と子育て支援

前章でもみたように，地域によって子育て環境や利用する施設・制度は大きく異なるこ

とが示唆される．ここでは，都道府県別の違いについて概観する．上述の人口集中地区／

非人口集中地区別の分析結果と併せて，地域ごとに異なる子育て環境を考慮に入れた子育

て支援の在り方を考察するための基礎的な資料としたい．総サンプル数5,500のなかで都

道府県別の詳細な分析を行うのは難しいが（最多の愛知県は433，最少の鳥取県は10），地

域特性の概要把握には有効であること，用いたサンプルの地域分布は本稿のあらゆる分析

結果に影響を及ぼしていることから，参考までに都道府県別のパターンの違いを概観して

みたい．

表1は，都道府県別にみた母親との同居・近居，母親の支援，妻正規の職員，保育施設

利用の状況をみたものである．

母親との同居・近居の合計は，秋田県を筆頭に東北，北陸，中部，九州各地方で高い傾

向にある．なかでも同居は，東北と北陸などで高い地域が目立つ．逆に，東京都をはじめ

とする南関東で同居・近居の割合が低くなっている．

母親の支援の状況は，同居・近居の傾向をある程度反映しており，ここでも東北や北陸

高さが目立つ．反対に，北海道，東京都，滋賀県などで低くなっている．

妻の就業割合は，北陸が総じて高く，次いで東北6県すべてで高くなっている．これら
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図11 その他の保育制度の利用割合
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母
親
と
の
同
居
の
「
そ
の
他
」
は
，
夫
方
の
母
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と
妻
方
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母
親
と
も
に
別
居
の
ケ
ー
ス
に
不
詳
を
含
ん
だ
も
の
．

妻
の
就
業
状
況
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「

30
0
人
未
満
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「

30
0
人
以
上
」
「
官
公
庁
」
は
，
問

21
で
「
正
規
の
職
員
」
を
選
択
し
た
も
の
の
み
．
「
パ
ー
ト
等
」
は
，
「
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
」
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派
遣
・
嘱
託
・
契
約
社
員
」
を
選
択
し
た
も
の
の

合
計
．「
家
事
等
」
は
，
そ
れ
以
外
を
選
択
し
た
も
の
の
合
計
．

保
育
施
設
は
，「
認
可
保
育
所
」「
認
証
・
認
定
保
育
施
設
」「
認
定
こ
ど
も
園
」「
企
業
内
保
育
施
設
」「
そ
の
他
の
保
育
施
設
」
の
い
ず
れ
か
を
選
択
し
た
も
の
の
割
合
．



の地域では，妻が300人未満の比較的小規模の事業所で勤める割合が比較的高い．逆に，

就業割合の低い南関東の4都県では，特に300人未満の割合が低くなっており妻の就業割

合全体を低めている．

最後に，保育施設の利用割合をみると，ここでも北陸，九州・沖縄で高い県が頻出して

いる．島根県，鳥取県，高知県などでもその高さが目立つが，サンプル数が多くないため

断定はできない．

図12では，都道府県別の分布図によって母親の支援と妻正規の職員・保育施設利用との

相関関係をみたものである．母親の支援と妻正規の職員割合，母親の支援と保育施設利用

の関係はいずれも緩やかな正の相関，すなわち，母親の支援を受けている夫婦が多い都道

府県ほど，妻の就業割合と保育施設利用割合が高くなるという関係がみられる．あるいは，

もう少し詳細に目をやると，母親の支援が少ない地域では妻の就業割合，保育施設利用割

合とも低調である一方で，母親の支援割合の比較的高い地域では，妻の就業割合，保育施

設利用割合ともにばらつきが大きくなりもはや線形関係で説明するのは難しくなっている．

母親の支援が妻の就業等に大きな影響を及ぼしていると考えられるものの，それぞれの

相関関係は決して強くない．地域の特徴を明確にするにはさらに子細な考察が求められる．

なお，第1子出生時の都道府県と第2子出生時の都道府県が異なる夫婦について分析を

行った結果，親との同居，母親の支援，妻の就業，いずれの割合も同じ都道府県の夫婦と

比較して低下していた．第1子を出生した夫婦（5,500）のうち第2子を出生した夫婦
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図12 母親の支援と妻正規の職員・保育施設利用との相関（都道府県別の散布図）



（4,000）は73％，第2子を出生した夫婦のうち第1子出生時とは異なる都道府県で出生し

た夫婦（311）は8％強である．出生順位間の移動には様々な動機やきっかけがあると思

われるが，本調査結果を用いた簡易な分析によると，“子育てのために転居した”と推察

される夫婦は全国的にみて決して多くない．

Ⅴ．おわりに

妻が育児休業を取得したり認可保育所等の保育施設を利用したりしている夫婦割合は，

初めての子をもつ夫婦全体の約3割にあたる．見方を変えると，7割の夫婦はそれらの制

度を利用していないことになる．そもそも育児休業にしろ，認可保育所等にしろ，母子世

帯や両親ともに働いている夫婦の就労支援的な意味合いが大きいことから，妻が働いてい

ない夫婦は自ずと制度の対象から外れる．また近年の実態として，これらの制度を最も利

用しているのが官公庁や従業員300人以上の比較的大きな事業所で妻が働いている夫婦と

いう現状では比較的少数の夫婦に制度の受益者が集中する結果となっている．その一方で

公的な制度等をまったく利用していない夫婦は依然として多く，子の乳幼児期には夫婦だ

け，あるいは母親の支援を受けながら子育てをしている夫婦が少なくない．

育児休業や保育所等の施設保育の充実に関してその重要性を否定する者はいないであろ

う．しかしながら，子育て支援とは今日とりわけ注目度の高いこれらの制度に留まらない．

むしろ，現状では育児休業や施設保育等の制度を利用しているのが子どもをもつ夫婦の一

部でしかないこと，それらの制度を利用していない夫婦は他の公的な制度をあまり利用し

ていないことを直視し，広義の子育て支援の在り方にもっと強い関心が向けられるべきで

はないだろうか．また，子育て支援を真摯に国民的な議論とし，より広範に支持が得られ

る制度の構築を目指すのであれば，出生率が低迷するわが国においてそもそも子どもを持

たない男女が比較的高い割合で存在することも忘れてはならない．

子育て支援とは何も国や地方公共団体等の公的機関が直接子育てをする夫婦の手助けを

することではない．むしろ，親の支援を受けながらも自分たちの力で子育てをしている夫

婦，あるいは自分たちで子育てしたいと考えている夫婦に対して，それぞれの事情に応じ

て選択的に利用できる多様なサービスが身近にあるような地域環境つくりを間接的に支え

ることこそ今日的な公助の在り方なのかもしれない．子育て支援関連の諸制度の実施・運

用面では地方公共団体の役割がますます重要になってきている．乳幼児期の子どもをもつ

夫婦の働き方，子育て環境，現在利用されている制度には地域による明確な特徴が認めら

れることから，必要とされる子育て支援は地方公共団体ごとに異なると考えるのが自然で

あろう．今後の子育て支援の在り方を展望するためにも，地域における子育て環境の実情

を的確に把握し，真に求められている支援が何なのかを見極める作業が必要であろう．
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（注1）1985年以前は，出生各年次別にみた第1出生数が100サンプルを下回り分析結果のぶれが

顕著であることから，統計的には厳密な根拠に基づくものではないが，一応の目安として分析から

除いた．また，第2子以上の出生時の子育て環境（妻の働き方を含む）は第1子のそれに強く影響

を受けていること（厚生労働省 2013などを参照のこと），第2子出生サンプルが約4,000ケースに

減り，地域別分析等の結果の解釈が第1子以上に難しくなるなどの理由から，本稿では主として第

1子出生時の分析結果についてのみ言及する．

（注2）本章で用いる人口集中地区の区分は調査時における居住地情報をもとにしており，必ずし

も第1子出生時の状態を表すものではない．ただし，第1子出生時の都道府県と現在地が同じであ

る夫婦は5,500中4,800ケースで全体の87.3％にあたるため，分析結果の考察には留意が必要と思われ

るものの，結論に大きく影響するものではないと考える．ちなみに，それ以外の都道府県が異なる

700の夫婦では72.3％が調査時点で人口集中地区に住んでおり，全体の平均63.6％を上回っている．

これは，第1子出生から調査時点までの間に生じる夫婦の転出入によって，人口分布が僅かながら

人口集中地区に傾斜している可能性を示唆するものである．
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参考図 都道府県別にみた人口集中地区に居住する夫婦割合
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ChildrearingandChildcareSupportinJapan

TsukasaSASAI

Inthispaper,Japan'scurrentissuesconcerningchildcaresupportarediscussed,throughthesta-

tisticalanalysesondetailedconditionsofchildrearingandusageofchildcaresupportsamongcou-

pleswithbabiesandlittlechildren.

ThedatausedforthoseanalysesisthefourteenthJapaneseNationalFertilitysurveyconducted

in2010,thatdesignedquestionnairesforinvestigatingchildrearingandusageofchildcaresupports,

meanwhilemainlyformonitoringtrendsofchildbearingamongcouples.

IncurrentJapan,dailyorintensivehelpbymothersofcoupleswithbabiesisquitenorm,inthe

meantime,theuseofmaternityleavesandchildcarecenterareusedexclusivelybycouplesamong

workingmotherattheratherminoritysectors.

Thispaperemphasizethatuniversalsupportsystemthatqualifiedtobeusedbyeveryparentre-

gardingworkingconditionsaresupposedtobefulfilledintermsofexpansionofbeneficiaryand

understandingonchildcaresupport.
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特集：日本の結婚と出生―第14回出生動向基本調査の結果から―（その２）

出生動向基本調査と国民生活基礎調査とのデータ

マッチングを用いた子ども数の分析

石 井 太

Ⅰ はじめに

国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」は，わが国の結婚や夫婦の出生力

に関する実状と背景を定時的に調査・計量することを目的としており，特に，夫婦調査で

は夫婦の完結出生児数などこれまでに生んだ子どもの数や，子ども数に関する意識を表す

理想子ども数・予定子ども数など，子ども数に関する様々な指標を調査している．また，

年齢や結婚持続期間などの人口学的特性の他，結婚・出産行動に関連すると考えられる社

会・経済的属性として，学歴や就業状態なども調査しており，子ども数の詳細な分析が可

能になっている．

しかしながら，これまで，出生動向基本調査においては，第13回調査において妻の妊娠
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本研究は，出生動向基本調査の夫婦調査の客体と国民生活基礎調査の対応する客体をデータマッ

チングし，出生動向基本調査における現存子ども数，予定子ども数，理想子ども数と，国民生活基

礎調査の健康票における自覚症状（症状名），通院状況（傷病名），日常生活への影響（内容），悩

みやストレスとその原因，健康意識，喫煙状況との関連について分析を行ったものである．

本研究の分析結果からは，健康に関する諸変数と子ども数の間には様々な関係が見られ，また，

現存・予定・理想子ども数の全てに同じ方向の関係性を持つものがある一方で，それぞれ異なる方

向の関係性を持つものもあることが明らかとなった．妊娠に関係する項目として，月経不順・月経

痛の自覚症状がある者，不妊症や妊娠・産褥の傷病で通院している者，また，妊娠・出産に関して

悩みやストレスを抱えている者は現存子ども数は低いものの，理想子ども数はそうでない者と変わ

らず出生意欲が高い．特に，妊娠・産褥の通院者や妊娠・出産に関して悩みやストレスを抱えてい

る者については予定子ども数も高いことが示され，高い追加出生の意欲を持っていることが明らか

となった．一方で，自分の病気や介護，仕事について悩みやストレスを抱えている者，また，毎日

喫煙をしている者は，現存子ども数が低いだけでなく，予定子ども数や理想子ども数などの出生意

欲自体が低くなっている．現存子ども数が低い者に対して何らかの政策的対応を行う場合，このよ

うな出生意欲の違いに応じた対応が必要となろう．

また，現存子ども数が高いグループについては，育児や子どもの教育，自由にできる時間がない

など，子育てに関連する様々な悩みやストレスを抱えている実態が示された．また，多産婦に起こ

りやすいとされる尿失禁の自覚症状との関連が強いことも明らかとなった．このような子ども数が

多いグループが持つ様々な悩みや問題を解決していくことも，子育てのしやすい環境整備にとって

必要な課題であると考えられる．



中の健康状態を調査項目に入れるなど，妊娠・出産に直接的に関わる健康状態について調

査したことはあるものの，自覚症状や通院している場合の傷病名など，より広い観点から

健康に関する項目を調査したことはなく，それらと子ども数との関係についても分析され

たことはなかった．

一方，厚生労働省「国民生活基礎調査」の大規模調査では，健康票において健康に関す

る項目が調査されている．出生動向基本調査は，国民生活基礎調査を親標本として標本抽

出された後続調査の一つであり，出生動向基本調査の調査地区は全て国民生活基礎調査の

調査地区に含まれている．そこで，両調査の調査客体をデータマッチングすることにより，

出生動向基本調査の子ども数と国民生活基礎調査の健康に関する変数の関連分析が可能と

なる．

本研究は，出生動向基本調査の夫婦調査の客体と国民生活基礎調査の対応する客体をデー

タマッチングし，出生動向基本調査における現存子ども数，予定子ども数，理想子ども数

と，国民生活基礎調査の健康票における自覚症状（症状名），通院状況（傷病名），日常生

活への影響（内容），悩みやストレスとその原因，健康意識，喫煙状況との関連について

の分析を行ったものである．

Ⅱ ミクロデータマッチングに関する先行研究

本研究では出生動向基本調査と国民生活基礎調査という二種類のミクロデータのマッチ

ングを用いて子ども数の分析を行う．松田（1999）はこのような複数の調査による個票デー

タのマッチング，あるいはリンケージの現状と問題点についてまとめている．これによれ

ば，統計データのデータ・リンケージとは，広義には集計量相互の結びつけまでを含める

ことがあるが，通常はより狭く，統計調査の個票データ，すなわち，ミクロデータを結び

つけるミクロデータリンケージ（MDM）の技法を意味するものとして使用されることが

多いとされる．さらにその結合方法として，完全に統一の調査対象のデータ結合である完

全照合（exactmatching）と，異なった調査対象のデータであるけれども，あたかも同

一の調査対象から得られる情報であると仮定してデータを結合する統計的照合（statisti-

calmatching）の二つがあるとしている．

これらのうち，完全照合を行うことができるのは，同一母集団を対象とした二つの全数

調査や，ある母集団を対象とした全数調査とその一部に対して実施された標本調査などで

ある．美添・荒木（2000）は総務省の「家計調査」の一部の世帯において「貯蓄動向調査」

が調査されていることから，両調査の完全照合を行うことにより収入，貯蓄，消費支出の

相関関係に関する分析を行っている．また，本研究で使用する厚生労働省の「国民生活基

礎調査」は，様々な後続調査の客体を抽出するための親標本となっていることから，後続

調査との間での完全照合によるデータマッチングが可能となる調査の例である．

図1は平成22年国民生活基礎調査の体系を示したものである．国民生活基礎調査では，

平成17年国勢調査による調査地区のうち，後置番号が1と8の地区から5,510地区を標本
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抽出し，この地区に含まれる全世帯に対して世帯票・健康票の調査が実施される．この標

本は図の下側に示された様々な後続調査の親標本となっており，後続調査（出生動向基本

調査を含む）はここからさらに標本抽出を行うことにより実施される．すなわち，後続調

査は，国民生活基礎調査を第一相標本とする二相抽出法（two-pahsesamplingまたは

doublesampling）により標本抽出されているということができる（Cochran1977）．後

続調査である第二相標本では同一の対象が抽出されていることから，第一相標本との完全

照合によるデータマッチングが可能になることとなる．

国民生活基礎調査を用いたミクロデータマッチングの先行研究としては，川戸［等］

（2003）が挙げられる．これは，国民栄養調査が国民生活基礎調査の後続調査であること

を利用してデータマッチングを行い，国民生活基礎調査の自覚症状と国民栄養調査の生活

習慣の関連性に関する分析を行ったものである．

本研究においては，平成22年に調査された出生動向基本調査と国民生活基礎調査の健康

票をデータマッチングして分析を行うが，実は健康票とのマッチングは全ての出生動向基
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図１ 平成22年国民生活基礎調査の体系



本調査について行えるわけではない．健康票は国民生活基礎調査の大規模年のみ実施され

ることから，3年に1度しか調査が行われない一方，出生動向基本調査は5年周期を基本

としていることから，両者が同時に実施されるのは原則的には15年に1回となる．さらに，

第13回出生動向基本調査は将来推計人口へのデータ提供のタイミングを修正するため第12

回調査の3年後に行われていることからここだけ周期にずれがあり，国民生活基礎調査が

現在の形で開始された昭和61年以降，平成22年調査より前に二つの調査が同時に実施され

たのは平成4年のみとなっている．しかしながら，平成4年の第10回出生動向基本調査に

おいてはこのような健康票とのデータマッチングによる分析は行われていないことから，

本研究はこれまでには行われていない新たな分析結果を提示するものということができる．

Ⅲ データと方法

1. 分析対象データ

本研究の分析に使用するデータは，第14回出生動向基本調査（夫婦票）と平成22年国民

生活基礎調査（世帯票・健康票）である．マッチングにあたっては，国民生活基礎調査の

都道府県，地区，単位区番号と，夫婦の出生年月をメインとなるキーとし，これに子ども

の出生年月と夫婦の学歴を補助的に用いてデータマッチングを行った．マッチングの際，

注意が必要となるのは，両調査のデータの構造の違いである．国民生活基礎調査は世帯調

査であることから，世帯単位でのデータ管理がされており，世帯共通の情報を持つ世帯部

の後に各世帯員の情報が付加されるデータ構造となっている．一方，出生動向基本調査は

50歳未満の有配偶女性を対象とする調査であり，個人単位でのデータ管理がされている．

このため，一世帯内に2人以上の有配偶女性が存在する場合には，国民生活基礎調査の1

レコードに対して2レコード以上の出生動向基本調査の対象がマッチする可能性がある．

したがって，本研究では世帯単位のキーではなく，個人単位である出生年月をメインキー

として採用している．

また，出生動向基本調査は国民生活基礎調査の後続調査であるものの，両調査の調査期

日のずれや回答状況の違いによる客体の相違により，全てのデータを関連づけることはで

きない．また，マッチングに用いたキー項目についても，両調査の審査やデータクリーニ

ング手法の差異等があることから，同一客体について異なったデータとなっている可能性

もある．そこで，本研究のデータマッチングにおいては，妻の出生年月の一致を必須条件

とし，次に夫の出生年月を見ることとした．ただし，国民生活基礎調査では夫が世帯内に

いない場合には調査対象から外れるのに対して，出生動向基本調査では夫に関する項目を

調査しており，出生動向基本調査に夫の出生年月が存在していたとしても，国民生活基礎

調査に夫の出生年月がない場合もある．そこで，夫婦両方の出生年月がマッチしたものと，

妻の出生年月がマッチしかつ国民生活基礎調査に夫の出生年月がないものは同一客体と判

定することとした．また，妻の出生年月がマッチするが夫の出生年月がマッチしないもの

については，さらに夫婦の学歴，また子どもがいる場合には子どもの出生年月を比較し，
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それらの情報が多く一致し，同一客体と判定できるものに対してはマッチさせることとし

た．この結果として，出生動向基本調査の全客体7,847件のうち92.4％にあたる7,249件が

マッチした．また，このうち，本研究において分析対象とする初婚どうし夫婦については，

全体6,705件のうち93.1％に相当する6,243件がマッチした．

なお，国民生活基礎調査と国民栄養調査とのマッチングを行った川戸［等］（2003）に

おいても，国民栄養調査の世帯員14,240人のうち93.2％にあたる13,270人がマッチしたと

されており，本分析のマッチングの状況は先行研究と概ね同程度であると評価することが

できよう．

以上のような手順によりデータマッチングを行い，国民生活基礎調査の健康票の自覚症

状（症状名），通院状況（傷病名），日常生活への影響（内容），悩みやストレスとその原

因，健康意識，喫煙状況に関するデータを出生動向基本調査に付加してデータ分析を行っ

た．

2. 分析方法

次に，国民生活基礎調査とマッチングを行ったデータセットを用い，出生動向基本調査

の夫婦の現存子ども数，予定子ども数，理想子ども数と，国民生活基礎調査の自覚症状

（症状名），通院状況（傷病名），日常生活への影響（内容），悩みやストレスとその原因，

健康意識，喫煙状況との関連を分析した．まず，最初に記述統計量として，これら健康に

関する諸変数の状態別に，夫婦の現存子ども数，予定子ども数，理想子ども数の平均値の

違いについてドットプロットを用いて比較を行った．しかしながら，この比較においては，

結婚持続期間など，子ども数に影響を与えると考えられる基本的な属性に関する統制が行

われていない．そこで，夫婦の現存子ども数，予定子ども数，理想子ども数を被説明変数，

夫婦の結婚持続期間，妻の結婚年齢，妻の就業状態，妻の学歴を基本的な説明変数とした

上で，健康に関する諸変数を自覚症状，通院状況等のカテゴリー毎に説明変数として加え

たポアソン回帰を行い，健康に関する項目と子ども数との関連を分析した．

ポアソン回帰は，子ども数などの非負整数を被説明変数とする計数データの分析におい

て用いられる代表的な手法の一つであるが，ポアソン分布において平均値と分散が等しい

という制約があることが問題点として指摘されている．一般的には，個体差などによって

分散が平均よりも大きくなる過大分散（overdispersion）の状況が起きることから，これ

を解決するために，負の二項分布を用いたり，階層構造を用いたモデリングなどが行われ

る．しかしながら，WinkelmannandZimmermann（1994）は，夫婦の子ども数におい

ては逆に過小分散（underdispersion）の状況が起きるという指摘をしている．図2は，

出生動向基本調査における結婚持続期間15～19年の夫婦の現存子ども数との分布（実線），

それと同一の平均値を持つポアソン分布（点線）を比較したものであるが，実績値の方が

分散が小さいことがわかる．

このような問題に対して，Famoye（1993）は一般化ポアソン回帰を用いる方法を，

SellersandShmueli（2010）はConway-Maxwell-Poisson（CMP）回帰を用いる方法を
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提案しているが，本研究では，McCullaghandNelder（1989）による疑似尤度を用いた

ポアソン回帰により分析を行った．これは，通常のポアソン回帰が，Yiを被説明変数，xi

を共変量ベクトル，・を係数ベクトルとして，

E・Yi・・ Var・Yi・・・i・exp・x
・
i・・, Yi・ Poisson・・i・

と定式化されるのに対し，過小・過大分散を表すパラメータ・を用い，Var・Yi・・・・iと

して，期待値と分散が同一であるという制約を緩めて推定を行う方法である．

疑似尤度を用いたポアソン回帰では，推定される係数は通常のポアソン回帰と同じ結果

となるが，係数の分散行列の推定値が異なることから，p値などが異なる結果となる．

Ⅳ 結果と考察

1. 記述統計量

図3～8に，自覚症状（症状名），通院状況（傷病名），日常生活への影響（内容），悩

みやストレスとその原因，健康意識，喫煙状況の状態別の夫婦の現存子ども数，予定子ど

も数，理想子ども数の平均値をプロットしたものをグラフで示した．ここでは，健康票と

のマッチングが行われた初婚どうし夫婦6,243件を集計対象としているが，平均値の算出

に当たっては子ども数の不詳は除いている．なお，それぞれの症状や傷病などについて，

該当する客体数が5以下である項目については，統計的な安定性を欠くことから表章から

除外することとした．
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図２ 現存子ども数分布（結婚持続期間15～19年）
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図３ 子ども数（自覚症状の症状名別）

図４ 子ども数（通院の傷病名別）
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図５ 子ども数（日常生活への影響の事柄別）

図６ 子ども数（悩みやストレスの原因別）
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図７ 子ども数（健康意識別）

図８ 子ども数（喫煙状況別）



各図においては，「◯」が現存子ども数，「△」が予定子ども数，「×」が理想子ども数

の平均値を表している．また，一番上に総数の平均値を示すとともに，それに対応するレ

ベルを縦の破線で示している．したがって，それぞれの項目における平均値がこの破線よ

り左側にあれば全体平均より低く，右側であれば高いことになる．なお，ここで示した平

均値は，子ども数に関係すると考えられる基本的な属性が統制されていないことや，対象

となる客体数に違いがあることから，そのまま解釈することが難しいため，特に平均値の

高い項目や低い項目を観察するにとどめた．

図3は自覚症状の有無，および，自覚症状の症状名別に子ども数の平均値を示したもの

である．自覚症状がある場合とない場合を比較すると，現存子ども数と予定子ども数は自

覚症状がある場合がやや高いが，理想子ども数では大きな違いは見られない．現存子ども

数を自覚症状の項目別に見ると，平均値が1.5を下回る低い値であるのは「ゼイゼイする」，

「尿が出にくい・排尿時痛い」，「月経不順・月経痛」「その他」となっている．一方，「尿

失禁（尿がもれる）」，「歯が痛い」では1.9を上回る高い値を示している．予定子ども数に

ついては「尿が出にくい・排尿時痛い」，「痔による痛み・出血など」が1.8を下回る低い

値となっているが，「尿が出にくい・排尿時痛い」では現存子ども数自体が低いのに対し

て，「痔による痛み・出血など」では追加予定が比較的低いという違いがある．また，理

想子ども数は「尿が出にくい・排尿時痛い」，「かゆみ（湿疹・水虫など）」，「熱がある」，

「痔による痛み・出血など」が2.3を下回る低い値であり，逆に「歯が痛い」，「手足の動き

が悪い」が2.6を超える高い値を示している．

図4は通院の有無，および，通院の傷病名別の子ども数を示したものである．通院があ

る場合とない場合を比較すると，自覚症状と同様に，現存子ども数と予定子ども数は通院

している場合がやや高いが，理想子ども数では大きな違いは見られなくなっている．現存

子ども数を通院の傷病の項目別に見ると，特に低い値を示しているのが，妊娠に関連する

「不妊症」と「妊娠・産褥（切迫流産，前置胎盤等）」である．この他，皮膚に関連する

「アトピー性皮膚炎」「その他の皮膚の病気」，また，「喘息」，「うつ病やその他こころの病

気」「その他」が1.5を下回る低い値となっている．一方で2.0を上回る高い値を示したの

は「閉経期又は閉経後障害（更年期障害等）」と「傷病名不詳」である．次に，予定子ど

も数を見ると，「うつ病やその他こころの病気」，「肥満症」，「関節リウマチ」，「高脂血症

（高コレステロール血症等）」，「糖尿病」が1.8を下回る値となった一方，「妊娠・産褥（切

迫流産，前置胎盤等）」，「閉経期又は閉経後障害（更年期障害等）」，「傷病名不詳」が2.3

を上回る値を示した．理想子ども数については，「肥満症」，「骨折」，「糖尿病」，「うつ病

やその他こころの病気」が2.1を下回る低い値であり，「その他の呼吸器系の病気」「急性

鼻咽頭炎（かぜ）」「傷病名不詳」が2.6を超える高い値を示した．

図5は日常生活への影響の有無およびその事柄別の子ども数を見たものであるが，全体

平均からの乖離の傾向は現存子ども数と予定子ども数で概ね同様であり，「外出（時間や

作業量などが制限される）」，「運動（スポーツを含む）」，「その他」で値が低くなっている．

一方，理想子ども数では全体平均との乖離はあまり大きいものとはなっていない．
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図6は悩みやストレスの有無およびその原因別の子ども数を示したものである．現存子

ども数については，「妊娠・出産」，「結婚」，「恋愛・性に関すること」が1.2未満の非常に

低い値となっている．また，「自分の学業・受験・進学」，「子どもの教育」が2.0を超える

高い値となっている．予定子ども数については，「結婚」，「自分の病気や介護」，「わから

ない」が1.9未満となっている一方，「自分の学業・受験・進学」，「自由にできる時間がな

い」，「育児」が2.2を超える高い値である．理想子ども数については，「わからない」の他

は2.3を超える値となっているが，特に「自分の学業・受験・進学」が高い値を示してい

る．

図7は健康意識別の子ども数を示したものである．全体的に見て，健康意識の状態別に

子ども数についての強い傾向は見られない．健康意識がよくない場合の理想子ども数がや

や高いが，この項目については客体数が他に比べて低いことに注意する必要がある．

図8は妻・夫それぞれの喫煙状態別の子ども数を示したものである．これを見ると，夫

の喫煙状態別には子ども数はあまり大きく変化をしないが，妻の喫煙状態が特に現存子ど

も数に影響を及ぼしていることが観察される．妻の喫煙状態が「時々吸う」「以前吸って

いた」については現存子ども数は全体平均よりもかなり低い値となっている．一方，「毎

日吸う」は全体平均から大きな乖離が見られないが，これは基本的な属性が統制されてい

ないことが原因として考えられる．

2. ポアソン回帰分析結果

ここまで記述統計から，健康に関する諸変数と子ども数との関連を見てきたが，結婚持

続期間や妻の結婚年齢など，子ども数に影響を及ぼす基本的な属性が統制されていないこ

とから，平均値の解釈が難しいと考えられるものがあった．そこで，次に，そのような属

性を統制したポアソン回帰分析の結果に基づく健康に関する諸変数と子ども数の関係を見

ることとする．
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表１ 子ども数を被説明変数としたポアソン回帰分析結果（基本的属性のみ）

Signif.codes:0‘***’0.001‘**’0.01‘*’0.05‘.’0.1‘ ’1

注：リファレンスカテゴリーは，結婚持続期間（15～19年），妻の結婚年齢（20～24歳），妻の就業（正規・無職・無職），妻の学歴（高校），以下表2～

7も同じ．
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Signif.codes:0‘***’0.001‘**’0.01‘*’0.05‘.’0.1‘ ’1

注：表1の注参照．

表２ 子ども数を被説明変数としたポアソン回帰分析結果（基本的属性＋自覚症状）
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表３ 子ども数を被説明変数としたポアソン回帰分析結果（基本的属性＋通院の傷病）

Signif.codes:0‘***’0.001‘**’0.01‘*’0.05‘.’0.1‘ ’1

注：表1の注参照．
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Signif.codes:0‘***’0.001‘**’0.01‘*’0.05‘.’0.1‘ ’1

注：表1の注参照．

表５ 子ども数を被説明変数としたポアソン回帰分析結果（基本的属性＋悩みやストレスの原因）

Signif.codes:0‘***’0.001‘**’0.01‘*’0.05‘.’0.1‘ ’1

注：表1の注参照．

表４ 子ども数を被説明変数としたポアソン回帰分析結果（基本的属性＋日常生活への影響）



本研究においては，結婚持続期間（5年階級，25年以上一括），妻の結婚年齢（5歳階

級，19歳以下と35歳以上一括），妻の就業状態（5区分），妻の学歴（中学校，高校，専修

学校，短大・高専，大学以上）を，統制に用いる基本的な属性とした．ここで，妻の就業

状態については，学卒直後，結婚直後，現在の3時点に着目し，「正規・正規・正規」，
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Signif.codes:0‘***’0.001‘**’0.01‘*’0.05‘.’0.1‘ ’1

注：表1の注参照．

表７ 子ども数を被説明変数としたポアソン回帰分析結果（基本的属性＋喫煙状況）

Signif.codes:0‘***’0.001‘**’0.01‘*’0.05‘.’0.1‘ ’1

注：表1の注参照．

表６ 子ども数を被説明変数としたポアソン回帰分析結果（基本的属性＋健康意識）



「正規・正規・非正規」，「正規・正規・無職」，「正規・非正規・無職」，「正規・無職・無

職」，「その他」の5区分とした．これらの変数はダミー変数として扱い，リファレンスカ

テゴリーは，結婚持続期間は15～19年，妻の結婚年齢は20～24歳，妻の就業は「正規・無

職・無職」，妻の学歴は「高校」としている．

なお，これ以降の全てのポアソン回帰分析においては，子ども数（現存，予定，理想）

及び統制に用いる基本的な属性に不詳がない5,884件を分析の対象としている．

まず，表1は基本的な属性のみを説明変数として投入した場合の回帰分析結果である．

結婚持続期間別に見ると，現存子ども数は25年以上を除き，期間が長い方が係数が大きく，

現存子ども数が大きくなる傾向を示すが，予定子ども数については，結婚持続期間15～19

年に比べて，それより短い期間の方が係数が大きい．一方，理想子ども数については20～

24年を除き，15～19年と比べて有意に差が出たものはなかった．また，妻の結婚年齢につ

いては，現存，予定，理想ともに結婚年齢が高い方が係数が小さく，子ども数が少なくな

ることがわかる．妻の就業については，現存子ども数が「正規・正規・正規」である場合，

係数がマイナスでp値が1％未満となることが示されたが，予定子ども数と理想子ども

数では有意な差は見られなかった．また，妻の学歴が大学以上の場合には，現存子ども数

の係数はマイナスでp値が0.1％未満となったが，それ以外はp値が5％未満となる項目

はなかった．また，予定子ども数，理想子ども数については，専修学校が係数がプラスで

p値がそれぞれ5％，1％未満となった．

次に，健康に関する諸変数を加えた場合の分析結果について述べる．表2は基本的な属

性に加えて自覚症状を説明変数に加えて子ども数との関係を見たものである．現存子ども

数の回帰分析結果のうち自覚症状に関する項目を見ると，「月経不順・月経痛」の係数が

マイナスでp値が0.1％未満と強い関係にあり，一方，「尿失禁（尿がもれる）」，「歯が痛

い」は係数がプラスでp値が1％未満となっている．また，p値が5％未満の項目として

は，「いらいらしやすい」が係数がプラス，「尿が出にくい・排尿時痛い」がマイナスとなっ

ている．これらは記述統計で現存子ども数の平均値が特に高い，あるいは低いことが観察

された項目と概ね対応している．予定子ども数では「月経不順・月経痛」の係数がマイナ

スでp値が1％未満，「尿失禁（尿がもれる）」，「歯が痛い」が係数がプラス，「熱がある」

がマイナスでp値が5％未満となった．また，理想子ども数については，「歯が痛い」が

係数がプラスでp値が0.1％未満，「かゆみ（湿疹・水虫など）」がマイナスでp値が1％

未満，「熱がある」，「尿が出にくい・排尿時痛い」がマイナス，「体がだるい」がプラスで

p値が5％未満となった．

これらの解釈にあたって注意が必要なのは，健康については調査時点の状態であるのに

対し，現存子ども数はこれまでの累積，予定子ども数はこれまでの累積と今後の追加予定

の組合せ，理想子ども数は調査時に理想と考える子どもの数であることである．したがっ

て，特に現存子ども数については，健康から子ども数への影響がある場合とその逆の場合

の両方の可能性について考慮する必要がある．ここで，現存子ども数と強い関連性が見ら

れた「月経不順・月経痛」については，どちらかといえば健康状態が現存子ども数に影響
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を与えている可能性が考えられる．一方，「尿失禁（尿がもれる）」について，菱田

（2009）によれば，尿失禁の原因の一つである腹圧性尿失禁について，「せき，笑い，くしゃ

み，跳躍などのとき急に腹圧が加わった場合に起こるもので，多産婦，高齢者では括約筋

の閉鎖機能不全のため起こりやすい」とされており，現存子ども数の高さが健康状態へ影

響している可能性が考えられる．

また，この結果においては，「月経不順・月経痛」が現存子ども数と理想子ども数に与

えている影響の違いも注目される．現存子ども数の回帰式における「月経不順・月経痛」

の率比で0.848１），p値も0.0001と有意な影響があることが示されているのに対し，理想子

ども数の回帰式の率比は0.965，p値も0.13480であり，「月経不順・月経痛」の症状がない

場合との有意な差は見られない．したがって，「月経不順・月経痛」の症状がある場合，

現存子ども数は少ないものの，理想子ども数から見た場合，当該症状がない場合と出生意

欲にあまり違いはないということがわかる．

表3は，基本的な属性に加え通院している傷病名を説明変数に加えて子ども数との関係

を見た結果である．現存子ども数については，「不妊症」，「その他」がマイナスの係数でp

値が0.1％未満，「うつ病やその他こころの病気」，「妊娠・産褥（切迫流産，前置胎盤等）」

も同じくマイナスの係数でp値が1％未満となっている．予定子ども数については「う

つ病やその他こころの病気」，「その他」がマイナスの係数でp値が0.1％未満，「妊娠・産

褥（切迫流産，前置胎盤等）」がプラスの係数でp値が1％未満，「閉経期又は閉経後障

害（更年期障害等）」がプラスの係数でp値が5％未満となっている．一方，理想子ども

数については，「その他」がマイナスの係数でp値が1％未満となっている他は，p値が5

％未満となっている項目はなく，通院の傷病によって有意な差は見られないという結果と

なっている．「不妊症」の現存子ども数については記述統計量における平均値でもきわめ

て低い値となっていたが，基本的な属性を統制しても率比で0.219とやはり非常に影響が

大きい．しかしながら，予定子ども数では率比は0.939でp値も大きく，追加予定の出生

意欲が非常に高い．また，理想子ども数についても「不妊症」の通院がない場合と有意な

差は認められない．また，「妊娠・産褥（切迫流産，前置胎盤等）」については現存子ども

数の係数がマイナスで有意（p値が1％未満）であるのに対して，予定子ども数では係

数がプラスで有意（p値が1％未満）になっており，やはり追加予定の出生意欲の高さ

が伺える．この両者は，現存子ども数が低いものの出生意欲が極めて高い層であるという

ことができよう．

表4は，基本的な属性に加え日常生活への影響の事柄を説明変数に加えて子ども数との

関係を見た結果である．現存子ども数については，「外出（時間や作業量などが制限され

る）」，「運動（スポーツを含む）」，「その他」がマイナスの係数でp値が5％未満となっ

たが，それ以外の項目及び予定子ども数・理想子ども数については全てp値が5％を超

える水準となっており，有意に子ども数と関係がある項目はなかった．
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1）率比は，係数-0.16463を用いて，exp（－0.16463）＝0.898として計算される．以下も同様である．



表5は，基本的な属性に加え悩みやストレスの原因を説明変数に加えて子ども数との関

係を見た結果である．現存子ども数については，「生きがいに関すること」，「自分の病気

や介護」，「妊娠・出産」，「自分の仕事」，「その他」がマイナス，「自由にできる時間がな

い」，「育児」，「子どもの教育」がプラスの係数でp値が0.1％未満となっている．また，

「住まいや生活環境（公害，安全及び交通事情を含む）」がマイナス，「自分の学業・受験・

進学」がプラスの係数でp値が5％未満となっている．予定子ども数については，「自分

の病気や介護」，「自分の仕事」がマイナス，「自由にできる時間がない」，「育児」，「子ど

もの教育」がプラスの係数でp値が0.1％未満であり，「妊娠・出産」，「自分の学業・受験・

進学」がプラスの係数でp値が1％未満，「生きがいに関すること」，「わからない」がマ

イナスでp値が5％未満であった．また，理想子ども数については，「子どもの教育」が

プラスの係数でp値が0.1％未満，「自分の仕事」，「わからない」がマイナス，「自由にで

きる時間がない」，「自分の学業・受験・進学」がプラスの係数でp値が1％未満，「自分

の病気や介護」がマイナスでp値が5％未満であった．現存子ども数に関して強くプラ

スの効果を示す項目は，「自由にできる時間がない」，「育児」，「子どもの教育」であり，

これらは，子ども数が多いことに起因する悩みやストレスが現われていると見ることがで

きる．一方，現存子ども数に関して強くマイナスの効果を示す項目は，「生きがいに関す

ること」，「自分の病気や介護」，「妊娠・出産」，「自分の仕事」などとなっており，これら

は自らの健康や生活上の悩みが原因となって子ども数が低くなった可能性が高いのではな

いかと考えられる．そして，特にこれら三つの項目については，予定子ども数・理想子ど

も数との関係も重要である．「妊娠・出産」の項目については，率比で見ると，現存子ど

も数が0.610であるのに対して予定子ども数は1.0785であり，追加予定の出生意欲が高い．

また，理想子ども数についても，悩みがない場合と比較して出生意欲に有意な差は見られ

ない．ところが，「自分の病気や介護」や「自分の仕事」については，予定子ども数・理

想子ども数についてもマイナスの効果が現れている．したがって，この二つのグループは

妊娠・出産に悩みを持っているグループとは異なり，出生意欲を上げることも含めた対応

を行わなければ出生水準を高めることは難しいということができよう．

表6は，基本的な属性に加え健康意識を説明変数に加えて子ども数との関係を見た結果

である．現存子ども数については健康意識がよい場合p値が0.1％未満でプラスの影響，

あまりよくない場合にp値が5％未満でマイナスの影響が見られ，予定子ども数につい

て健康意識がよい場合p値が1％未満でプラスの影響が見られたが，それ以外について

は有意な差は見られなかった．

最後に，喫煙状況を基本的な属性に加えて分析を行った結果を示したものが表7である．

ここでは，妻と夫の両方の喫煙状況を対象として分析を行ったが，夫の喫煙状態について

は，子ども数と有意な関係は現れなかった．一方，妻が毎日喫煙している場合，現存子ど

も数・予定子ども数・理想子ども数の全てについてp値が0.1％未満でマイナスの影響が

見られた．また，現存子ども数については「時々吸う日がある」，予定子ども数について

は「以前は吸っていた」について，p値が5％未満でマイナスの影響が示された．喫煙に
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ついては，記述統計では基本的な属性が統制されていないことから，その及ぼす影響がわ

かりにくかったが，ポアソン回帰分析により，妻が毎日喫煙をすることと子ども数との関

係がより明確となったといえよう．

Ⅴ おわりに

本研究においては，出生動向基本調査と国民生活基礎調査データマッチングを行い，出

生動向基本調査における現存子ども数・予定子ども数・理想子ども数と，国民生活基礎調

査の健康票で調査されている様々な健康に関連する変数との関係について，記述統計量に

よる比較とポアソン回帰を用いて分析を行った．

本研究の分析結果からは，健康に関する諸変数と子ども数の間には様々な関係が見られ，

また，現存・予定・理想子ども数の全てに同じ方向の関係性を持つものがある一方で，そ

れぞれ異なる方向の関係性を持つものもあることが明らかとなった．妊娠に関係する項目

として，月経不順・月経痛の自覚症状がある者，不妊症や妊娠・産褥の傷病で通院してい

る者，また，妊娠・出産に関して悩みやストレスを抱えている者は現存子ども数は低いも

のの，理想子ども数はそうでない者と変わらず出生意欲が高い．特に，妊娠・産褥の通院

者や妊娠・出産に関して悩みやストレスを抱えている者については予定子ども数も高いこ

とが示され，高い追加出生の意欲を持っていることが明らかとなった．一方で，自分の病

気や介護，仕事について悩みやストレスを抱えている者，また，毎日喫煙をしている者は，

現存子ども数が低いだけでなく，予定子ども数や理想子ども数などの出生意欲自体が低く

なっている．現存子ども数が低い者に対して何らかの政策的対応を行う場合，このような

出生意欲の違いに応じた対応が必要となろう．

また，現存子ども数が高いグループについては，育児や子どもの教育，自由にできる時

間がないなど，子育てに関連する様々な悩みやストレスを抱えている実態が示された．ま

た，多産婦に起こりやすいとされる尿失禁の自覚症状との関連が強いことも明らかとなっ

た．このような子ども数が多いグループが持つ様々な悩みや問題を解決していくことも，

子育てのしやすい環境整備にとって必要な課題であると考えられる．

最後に，本研究では，出生動向基本調査の夫婦調査を用い，結婚をしている妻に関して

分析を行ったが，独身者が持つ出生意欲等と健康状態の関係についても，出生動向基本調

査の独身者調査と国民生活基礎調査のデータマッチングにより明らかにすることが可能で

ある．また，計数データを被説明変数とする回帰分析について，本研究では疑似尤度を用

いたポアソン回帰分析により過小分散への対応を行ったが，近年，これ以外の方法論も提

案されてきており，モデリングの方法論についても改善の余地は残されているといえる．

このような問題については今後の課題としたい．

本研究は，国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査プロジェクト」の研究成

果であり，本稿で使用した「国民生活基礎調査」，「出生動向基本調査」に関する分析結果

には，統計法第32条の規定に基づき，調査票情報を二次利用したものが含まれている．
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StudyoftheNumberofChildrenintheNationalFertilitySurveybyData
MatchingwiththeComprehensiveSurveyofLivingConditions

FutoshiISHII

Inthisstudy,wematchedthedataintheNationalFertilitySurvey(NFS)withthecorresponding

dataintheComprehensiveSurveyofLivingConditions(CSLC),andanalyzedtherelationshipbe-

tweenthenumberofalready-born,thenumberofintendedandtheidealnumberofchildreninthe

NFSandthehealthrelateditemsintheCSLC(subjectivesymptoms,namesofdiseasesofoutpa-

tients,effectsondailylife,troublesandstressesandcausesthereof,subjectivehealth,andsmoking

status).

Wefoundthattherearevariousdirectionsofrelationshipamongthem.Somehealthrelateditems

showthesamedirectionsforthealreadyborn,theintendedandtheidealnumberofchildren,and

othersshowdifferentdirections.Peoplewhohavethesubjectivesymptomsofirregularmenstrua-

tion,thosewhoreceiveoutpatienttreatmentsforsterility,pregnancyorpuerperiumandthosewho

havetroublesandstresseswithregardtopregnancyorchildbirthhavehighchildbearingintentions

withalmostthesamelevelofidealchildrencomparedwithothers,althoughtheirnumbersofchil-

dreneverbornaresmaller.Ontheotherhand,peoplewhohavetroublesandstresseswithregard

totheirdiseases,nursingcareorjobsandthosewhosmokeeverydayhavelowlevelsofintended

andidealnumbersofchildren,aswellaschildreneverborn.Therefore,thetypesofpolicywould

needtochangeinaccordancewiththelevelofchildbearingintention.

Wefoundthatthepeoplewithahighlevelofchildreneverbornhavetroublesandstresseswith

regardtochildrearing,educationorhavinglittletimeforthemselves,andhavesubjectivesymp-

tomsofurinaryincontinence.Solvingproblemsforthemisalsoconsideredimportantforbuilding

asocietyinwhichitiseasierforpeopletoreartheirchildren.
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大都市圏における転出入と大学への進学移動

清 水 昌 人

1. 研究の目的

日本の大都市圏では，2000年代半ばをピークに転入超過が大きく増加した．大規模な転

入超過は，戦後では高度成長期とバブル経済期に続く3度目となる．これは，いわゆる

「人口移動転換」migrationturnaroundが，戦後数十年の間，日本で断続的に起きてい

ることを示しており，人口移動研究にとっては非常に興味深い．

日本の「人口移動転換」は，石川の一連の研究（石川 1994，石川編 2001）が示す通り，

時期ごとに移動の特徴や社会経済的な背景が異なっている．既存研究では，今回の転入超

過や，関係する社会経済状況について，次の点が指摘されている．まず，転入超過には転

出の減少が大きく寄与している（川相 2008）．また，経済状況については，好・不況と移

動との関係は明確でないという見解もあるが（中川 2005），例えば東京圏における高次の

都市機能集積などが雇用増大を牽引し，転入超過に大きく影響したとの見方もある（川相

2011）．さらに，社会一般の状況として，人口移動の主力となる若年人口が減少局面にあ

る一方，大学進学率が急増している点も特徴といえる（磯田 2009参照）．

このうち，大学進学については，進学に伴う移動や，進学移動と移動一般に関する既存

研究は少なくない（e.g.三上 1979，川田 1993，阿部 1999，谷 2000，山口他 2000，中

川 2005，磯田 2009）．一般に，高学歴者は高度な産業構造を持つ大都市に集中する傾向
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本研究では，大都市圏での転入・転出総数と大学への進学移動について，前者に住民基本台帳人

口移動報告，後者に学校基本調査の値を用い，両者の関係を検討した．出身高校の所在地別大学入

学者数を大学進学移動数とすると，非大都市圏から大都市圏への大学進学転入数は，1980年代半ば

から1990年代半ばまで増加，その後は男性でやや減少し，女性ではほぼ横ばいで推移していた．大

学への進学転入とその後の転出総数とを比べると，男性では両者の間に明瞭な関係はみられなかっ

た．しかし，女性では進学転入数と10年後の転出総数との間に強い負の相関があった．1974年以降

を対象としたグラフを観察すると，2000年代における女性の転出総数の減少は，先行する転入総数

の推移では説明できない部分がある一方，10年前の進学転入の推移とは逆相関でよく対応していた．

一般に教育歴の高い転入者は大都市圏にとどまる可能性が高く，進学転入の増加はその後の転出総

数を相対的に引き下げると想定できる．2000年代の女性の転出総数の減少は，1990年代の進学転入

の増加に影響を受けた可能性があると推測される．



がある．そのため，近年の大学進学者の増加は大都市圏への高学歴者の転入増につながる

と考えられる．一方，大都市に流入した彼らが大都市で就職，残留する傾向が強ければ，

彼らの転出は転入に比べると相対的に少なくなり，いわゆる「主流」・「逆流」の関係に

も影響を与えることになる．大学進学移動は，これまで「人口移動転換」研究の枠組みの

中で扱われることは少なかった．しかし大学進学率が急増した近年では，「人口移動転換」

に影響を与えている可能性は高い．近年の移動総数と大学進学に伴う移動について統計資

料を整理し，両者の関係を分析していく必要があるだろう．

本研究では，統計資料により大都市圏における転出入と大学への進学移動の推移を把握

し，両者の関係を検討することを目的とする．とくに，2000年代の転入超過で転出減少の

寄与が大きいとされる点に注目し，この現象と大学への進学移動との関わりを観察する．

次節では使用するデータに触れる．3節では大都市圏の転出入総数，4節では大学進学移

動の推移を確認する．5節では2000年代の転出減と大学進学移動の変化について，主にグ

ラフを用いて両者の関係を観察する．

2. データ

本稿では2種類の移動データを用いる．人口移動数には「住民基本台帳人口移動報告」

各年版の値を使った．以下，「転入総数」「転出総数」とは基本的にこの値を指す．大学進

学に伴う移動者は，「学校基本調査」の大学に関する「出身高校の所在地県別入学者数」

の表（入学年以前に高校を卒業した人等も含む）に基づいている．既存研究（e.g.阿部

1999）にならい，高校と大学の所在都道府県が違う人を移動者と捉え，彼らの移動を「進

学転入」「進学転出」「進学移動」と表記する．いずれの統計を使う場合でも，「転入」「転

出」は大都市圏への転入，大都市圏からの転出を意味する．大都市圏の範囲は「住民基本

台帳人口移動報告」と同じ埼玉，千葉，東京，神奈川，岐阜，愛知，三重，京都，大阪，

兵庫，奈良の1都2府8県で，それ以外の36県を非大都市圏とした．

両統計についての注意点をあげると，「住民基本台帳人口移動報告」で扱うのは，転入

届を出した日本人の移動のみである．一方，「学校基本調査」の統計は，実際には居住地

のデータではないため，高校と大学の所在都道府県が違っても移動していない人もいる．

また，大学への進学移動時に住民票を移さない人がいるので，進学移動者がすべて転入・

転出総数に含まれるわけではない．こうした問題点はあるが，両者のような各年の時系列

データは他にない．また，本論の目的は，厳密な統計解析ではなく，大都市圏・非大都市

圏の二大地域区分で，長期的な推移（トレンド）を比較・観察することにある．主に長距

離移動を扱うので，住民票を移す人の割合も比較的高いだろうことを踏まえれば，両統計

を用いて，本論の目的に沿った検討を行うことは十分可能と思われる１）．
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1）谷（2000，pp.1-2）も住民基本台帳人口移動報告と学校基本調査のデータの比較を行っているが，データの

性質の違いを認識しつつ，長距離移動の分析であること（「大部分は就職や進学に際して居住地の移動も伴っ

ていると考えられる」），他に利用可能なデータがないことから，「データの相互比較も便宜上許されるだろう」

と述べている．



本稿では主な人口移動の指標として，移動率ではなく実数を用いている．一般に，移動

数は母集団の規模に規定されるので，移動研究では移動率を用いることが多い．ただし，

進学移動の場合，過年度卒業者を含むことから，分母人口の選定が難しい．このため，本

稿では基本的に移動の実数をもとに検討を行う．

なお，本稿では基礎データとして，高校卒業者数と大学（学部）進学率も示しているが

（図2，図3），この部分は，都道府県別の「大学（学部）」への進学者数が得られるデー

タとして，「学校基本調査」における「高等学校」および「中等教育学校後期課程」の統

計（全日制・定時制）に基づいている．この統計は当該年3月時点の値で，進学者はその

時点で卒業後の進路先が大学（学部）とされる人である．いわゆる現役の卒業者，大学

（学部）進学者の統計であり，大学進学移動の値とはデータの出所が違う．ただ，上述の

とおり，過年度卒業者を含むデータでは，分母人口の選定などの点でデータ上の問題があ

る．そのため，進学率としては現役の値を示している．

大学進学移動の統計は1974年から男女別に公表されている．本稿では男女別に検討を進

めるので，分析対象は1974～2011年としている．2011年の統計は東日本大震災の影響を受

けている点に留意する必要がある．

3. 大都市圏における転出入

図1に大都市圏の転出入と転入超過数の推移を示した．男性の転入総数は，1974年には

年50万人を超えていたが，その後は減少した．1980年代には40万人台で微増・微減してお

り，1990年代前半に30万人台半ばへと大きく減少した．それ以降は2000年代後半までおお

むね減少し，2008年頃からは減少幅が大きくなった．2010年には30万人を下回った．他方，

転出総数は1974年の50万人台から1980年代半ばの37～38万人まで一気に減少した．1990年

代前半には40万人台に回復したが，その後はほぼ一貫して減少し，2004年には30万人を下

回った．

女性では，転入総数は1980年代にやや減少傾向が鈍ったものの，1974年の45万人から

1990年代半ばの26～27万人までほぼ一貫して減少している．その後は横ばいで推移したが，

2009，2010年にやや大きく減少した．転出総数は1974年の40万人から1980年代後半の26～

27万人まで減少，1990年代初めまで微増したあとは，ほぼ一貫して減少している．2007年

からは20万人を下回っている．男女を比べると，推移の傾向は似ているが，女性のグラフ

はより直線的で，年ごとの細かい変化が少ない．

転入超過は1970年代後半に男性でマイナス，女性でプラスだったが，それ以降は男女と

もバブル経済期，2000年代に値が増加している．ピーク時の転入超過数は男性で9万人，

女性で7～8万人だった．
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4. 大学への進学と進学移動

大学への進学移動者数は，高校卒業者数や大学進学率と関わっているので，本節ではこ

れらも含め，進学に関するデータを概観する．2節でも触れたように，本節（1）（2）では，

「高校」は高等学校および中等教育学校後期課程（全日制・定時制）を，「大学」は大学

（学部）を指す．（1）（2）で扱うのは当該年の卒業者と現役進学率であり，（3）の過年度卒業

者を含む大学への進学移動者とはデータの出所が異なる．

� 高校卒業者数

図 2に高校卒業者数の推移を高校の所在地別

（大都市圏・非大都市圏）に示した．男女差はほ

とんどないので，ここでは男女総数を示している．

大都市圏では1974年の53万人から1990年代初めま

でほぼ一貫して増加し，ピーク時には88万人に達

した．非大都市圏では，1980年代前半まで約80万

人で推移したあと，1990年代初めのピーク（93万

人）にかけて急に増加した．ただし，この団塊ジュ

ニア世代によるピーク以降は，卒業者数は両地域

で急速に減少し，2011年現在では50万人台となっ

ている．両地域ではピーク時にかけて卒業者数の

差が縮まったが，ピーク時以降は再び非大都市圏

のほうが多い状態が続いている．なお，どちらの
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図１ 大都市圏における転出入

資料：住民基本台帳人口移動報告（各年版）

大都市圏の範囲については本文参照．

図２ 高校卒業者数の推移

資料：学校基本調査

高校卒業者，大都市圏の範囲については本文参照．



地域でも「ひのえうま」の年にかかる出生コーホートでは一時的に卒業者数が減少してい

る．

� 大学現役進学者数と現役進学率

次に，高校の所在地別別に大学への現役進学者数と現役進学率を示した（図3）．1970

年代の現役進学者数はおおむね，男性の場合は大都市圏で10万人弱，非大都市圏で11万人

前後だった．女性では前者で4万強，後者で4万弱だった．進学者が増加し始める時期は，

男性では1990年前後，女性では1980年代半ばからで，これは大都市圏・非大都市圏ともほ

ぼ同じだった．その後は，男女とも大都市圏ではほぼ増加傾向が続いたが，非大都市圏で

は2000年代に伸びが鈍っている．また，大都市圏と非大都市圏の現役進学者数を比べると，

男性は時期により一定でないが，女性では常に大都市圏のほうが多い．2011年の現役進学

者数は，男性では大都市圏14万人，非大都市圏13万人，女性では大都市圏13万人，非大都

市圏11万人だった．

高校の所在地別に大学進学者数が高校卒業者数に占める割合（現役進学率）をみると，

1974年では，男性は大都市圏で35％，非大都市圏で27％，女性は大都市圏で15％，非大都

市圏で9％だった．その後1970年代後半から1990年ごろまでは，男性が両地域とも20％前

半へ低下，女性は大都市圏で1970年代に低下がみられた以外は，両地域ともほぼ横ばいで

推移した．しかし，その後は男女・両地域とも値が急激に上昇した．2011年の現役大学進

学率は，男性では大都市圏で57％，非大都市圏で45％，女性では大都市圏で52％，非大都

市圏では38％だった．男女・地域別には，大部分の期間で女性より男性の値が，非大都市

圏より大都市圏の値が高い．ただし，2000年代半ばからは大都市圏の女性の進学率が非大

都市圏の男性の値を上回っている．
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図３ 高校卒業者の大学（学部）への進学者数と進学率（高校の所在地別）

資料：学校基本調査

「大都市圏」「非大都市圏」は高校の所在地．進学率は高校卒業者に占める大学（学部）進学者の割合．

高校卒業者数，大学（学部）進学者数，大都市圏の範囲については本文参照．



� 進学移動

大都市圏・非大都市圏間の進学移動数を図4に示した．方向別には大都市圏への転入が

転出を，男女別には男性が女性の数を上回っているが，図の4つのグラフは各々別の推移

を示している．男性の転入をみると，1974年には9.6万人だったが，1970年代後半からは

大きく減少し，1980年代半ばに6.5万人前後となった．その後は1990年代中頃まで微増し7

万人台を回復したが，それ以降は減少傾向にある．転出では1974年の0.9万人から1991年

の2.4万人まで増加したが，その後は減少しつつある．女性の転入では，1978年までは2.4

～2.5万人だったが，その後やや減少し1980年代半ばまで2万人程度で推移した．1980年

代後半以降は2000年代初めの4.6万人まで大きく増加し，その後はほぼ横ばいで推移して

いる．女性の転出は非常に少ないが，2000年代初頭の0.8万人まで増加したあとはほぼ横

ばいとなっている．全体をみると，少なくとも対象期間において，男性の転入が大きく増

加せず，転出も1990年中頃以降減っている点が注目される．この点は現役進学者数全体の

増加傾向と大きく異なっている．

既存研究では，動きの大きかった1990年代までについて，以下の点が指摘されている．

すなわち，1980年代半ばまでは，国の政策により大学新設・定員増加に制約があったが，

1980年代後半以降は団塊ジュニアによる高校卒業者の増加を踏まえて方針が変更され，大

都市圏・地方圏ともに大学定員が増加した（谷 2000）．そのため，地方圏での入学者数と

ともに，大都市圏への短大・大学進学者数も増えた（同上 2000）．しかしその一方で，

1990年代前半以降は，全国的に自県内の大学に進学する割合が上昇に転じた（山口，松山

2001）．グラフに示された進学転入者の減少，増加，停滞は，こうした状況を反映したも

のと思われる．なお，女性については，短大から大学への改組や進学者の志向の変化も重

要な要因と思われる．学校基本調査（各年度版）によれば，1980年代後半以降，短大（本

科）への入学者数は1993年度までは増加したが，その後は大きく減少した．少なくとも

1990年代半ば以降，進学先を短大から大学へとかえた人たちが，女性の大学進学率や大学

進学移動者数にかなりの影響を与えたと考えられる．

次に，人口移動数100に対する進学移動数の比率をみると（図5），男性の転入では1970

年代半ばに値が一旦上昇し20を超えたが，1970年代後半から大きく低下し1980年代半ばに

15を下回った．その後1990年代初めには再び上昇し，1990年代後半からは大体20弱でほぼ

横ばいとなったが，2000年代後半にまた上昇した．転出では，1990年代初めまで上昇した

あと横ばいとなっている．2011年には転入21，転出6だった．女性の転入では，1970年代

後半に値がやや上下したが，1980年代半ばまでは6前後でほぼ横ばいだった．その後は急

激に上昇し1990年代半ばに15を超えたが，1990年代後半からは上昇が緩やかになった．た

だし，男性と同様，2000年代後半にはやや大きく上昇した．転出では，2000年代初めまで

上昇したあと横ばいとなっている．2011年には転入19，転出4だった．全体として，近年

の転入では大学への進学移動が移動全体にかなりの割合を占めているが，転出では移動全

体への影響は限定的と思われる．
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� 進学移動と人口移動総数の比較

これまでの資料から転入・転出総数の変化と，進学移動の変化を比較すると，以下の点

が指摘できる．女性の進学移動が増加し始めた1980年代半ばから1990年代半ばと，1990年

代半ば以降に分けてみると，最初の時期には，転入総数は，男性で1980年代半ばから後半

に一旦増加するが，その後は減少した．また女性では1980年代半ばから1990年代半ばまで

減少している．しかし同時期の進学転入は男性では上下はあるが大体微増，女性でも増加

していた．このことから，少なくとも1980年代終わりから1990年代半ばまでの転入総数の

減少は，おおむね男女とも進学転入以外の移動の減少によると想定できる２）．

次に，1990年代半ばから2007年ごろまでは，転入総数は男性でやや減少，女性で横ばい

だったが，進学転入では男性でやや減少，女性ではおおむね横ばいであった．男女で若干

違いがあるが，転入総数に占める転入移動の比率も大きくは変化していない．進学転入が

転入総数の推移に与える影響に大きな変化はなかったといえる．ただし，2008～2010年に

は，転入総数が大きく減少した一方，進学転入は減少幅が小さかったため，進学転入の比

率が急に上昇した．1990年代前半同様，進学転入以外の転入が大きく減少したと考えられ

る．

転出に関しては，前述のとおり，移動全体に占める進学移動の比率が非常に小さい．そ

のため，時期によって，転出総数と進学転出の増加傾向やその規模に似た部分があるとは

いえ（例えば男性の1980年代後半から1990年代初めにかけて），ここでの資料では進学転

―80―

図４ 大都市圏における大学進学移動

資料：学校基本調査

大学進学移動者，大都市圏の範囲については本文参照．

図５ 大都市圏における移動総数に対する
大学進学移動の比率

資料：住民基本台帳人口移動報告（各年版），学校基本調査

転入・転出総数を100としたときの進学転入・転出の比率．

進学転入・転出，大都市圏の範囲については本文参照．

2）谷（2000,p.13）は「学校基本調査」から得られる就職移動，大学・短大への進学移動のデータと「住民基

本台帳人口移動報告」の移動総数との関係を検討し，1980年代半ばから1990年代半ばの「大都市圏への移動量

の減少要因は，就職・進学移動以外に求める必要がある」と述べている．また阿部（1999,p.23）は「いわゆ

るバブル崩壊後の経済不況期においては，転勤移動が縮小傾向にあり，国内人口移動における進学移動の比重

は一層高まったと考えられる」としている．



出の影響ははっきりしない．

5. 大学進学による転入と転出総数の関係

� 分析方法

本節では主に2000年代における大都市圏の転出総数と，進学転入の関係について考察す

る．一般に，非大都市圏から大都市圏に移動してきた人の多くは，何年後かには地元や非

大都市圏の他の地域に転出していく．そのため，大都市圏への転入の変化は，数年後の転

出の変化とよく対応する（阿部 1994）．この点は進学転入についても基本的に同じと考え

られる．つまり，進学転入者が増加（減少）すれば，数年後の彼らの転出も増加（減少）

するだろう．ただ，進学転入者のその後の移動データは各年・全数ベースでは存在しない．

このため，進学転入の変化が，その後の転出に与える影響，さらにその転出が転出総数に

与える影響は，直接的には検討できない．しかし上述のとおり，近年の人口移動に占める

進学移動の比率は高く，人口移動全体における重要性も増している．そこで間接的な検討

ではあるが，試論として，進学転入と数年後の転出総数との関係を観察する．

まず，進学転入と転出総数の関係をみるにあたり，想定される両者の関係について整理

しておく．ここでは次のことを想定した．高い教育歴を持つ転入者は，就業機会が豊富で

所得も高い大都市圏で職を得やすいので，他の人にくらべ，大都市圏にとどまる傾向が相

対的に強い．つまり進学転入者は，他の転入者にくらべ，数年後に転出していく確率が低

い．転出確率が低い人が転入総数のなかで増えると，数年後の転出総数の数も以前に比べ

減少する．結果として，転入総数が同じなら，進学転入者が増えれば，数年後の転出総数

は減少するだろう．一方，転入総数が増加ないし減少した場合，進学転入者が増えれば，

進学転入者の少ない時期と比べ，やはり数年後の転出総数は変わると考えられるが，その

変化は相対的なものになる．つまり，進学転入者が少ない時期に比べれば，「相対的に」

後の転出総数が少なくなるが，必ずしも転出総数の絶対数が減少するとは限らない．同じ

ことは，進学転入が減った場合にもいえる．ここでは，後の転出総数は「相対的に」多く

なると考えられる．結論としては，進学転入者の増加は，数年後の転出総数に関係するが，

その関係は転出総数の相対的な変化という形をとるといえる．

実際の分析では，この「相対的な増加・減少」をどのように評価するかが課題となる．

すでに述べたとおり，評価の難しさは，転入総数，より限定すれば，進学転入以外の転入

の変化に起因している．ゆえに，例えばこの「その他の転入」を統計的に制御するため，

進学転入とその他の転入を説明変数とし，数年後の転出総数の変化を回帰分析で観察する

方法が考えられる．しかし，この方法には問題が多い．異なる統計の値を差し引きする問

題はとりあえず置くとしても，その他の転入には就職，転職，転勤，大学以外への進学，

家族への随伴など，極めて多様な移動が含まれる．大都市圏での残留傾向も各々異なるは

ずで，それを一つの変数としてまとめると，意味するものが不明瞭になる．また，その他

の移動の中には，例えば高卒後の就職移動や専門学校への進学など，大学進学転入が増加

すると減少するような，相補的な関係にある移動も少なくない．このような場合，両者を
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同時に説明変数に使うことには問題があるだろう．

回帰分析では，系列相関の問題も関係する．阿部（1994）では大都市圏への転入と転出

の関係を通常の単回帰分析で検討しているが，残差が周期的に変動しており，系列相関の

存在が強く示唆される３）．残差に系列相関がある場合の分析方法には，プレイス－ウィン

ステン回帰などがある．しかし，日本の人口移動研究では，転入・転出自体の自己相関も

含め，系列相関の問題は十分に検討されていない．進学転入，その他の転入，および転出

総数の関係の複雑さも考慮すると，単純に回帰分析を行うことは望ましくないと思われる．

本稿では上記の問題を踏まえ，回帰分析は行なわず，基本的にグラフによる観察を行っ

た．具体的には，転入総数と転出総数，進学転入と転出総数の2つの時間差関係を比較し，

進学転入と転出総数との相対的な関係を観察した．まず，転入総数と転出総数との時間差

を調べ，相関の高い時間差に基づいて両者のグラフを描く．その後グラフ上で，転出総数

の変化が先行する転入総数の変化でどの程度説明されるかを確認する．次に，転入総数の

変化で説明できない部分があれば，進学転入と転出総数の時間差関係を同様に調べ，それ

が先行する進学転入の推移とどのような関係にあるかを，やはりグラフ上で検討する．

以上の方法は，転出総数の「相対的な変化」を，転入総数との時間差関係で説明できな

い部分として捉えることを意味している．この方法は，転入総数のなかに進学転入が含ま

れ，かつその割合が変化していることから十分なものではないが，転入総数の変化を把握

しながら，2000年代の転出総数の減少と数年前の進学転入の関係を観察することはできる．

ただ，こうした観察は，上記の手法上の問題があり，また他の社会経済的な影響も考慮し

ていないため，両者の関係性の考察については推測の域にとどまらざるをえない．

実際の分析では，次の手続きをとった．まず年差をとりながら転入総数と転出総数の相

関係数を計算する（転入総数の初年，転出総数の最終年を固定，0～14年差まで）．次に，

相関係数が最も高い年差に合わせて両者のグラフを描く．さらに，進学転入と転出総数に

ついても同様のことを行う．計算，グラフ作成等はすべて男女別に行う．分析対象期間は，

1980年代半ばまでの進学移動が，政策等の影響により1980年代後半以降と傾向が異なるこ

とを考慮し，進学転入の年を1974年以降（以後「全年次」とする），1986年以降の2つの

期間とした．ただし，後者は期間の限定と時間差の幅のため，観察数が少ない点に留意が

必要となる．

� 相関係数とグラフの検討

年差ごとの相関係数を表1に示した．表によれば，転入総数，進学転入とも男女で傾向

が異なる．扱う指標にもよるが，阿部（1994）では転入から転出までの年差が約4～8年

の場合にかけて正の相関が高くなり，その後低下していた．今回の分析では，全年次対象

の場合，男性の転入総数で最大の相関が6年差でみられる．他方，進学転入では，平均し

て4年程度は大学に在学すると考えれば，4年後以降の値が問題になるが，男性では0年
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3）例えば清水（2010）も阿部（1994）と同様の手法を使っているが，系列相関を考慮すると，決定係数や傾き

の有意性などには注意が必要となる．



差を最大に相関が下がり，9年差を底に反転している．相関はすべて正だった．女性では，

転入総数では年差なしで相関が最も高く，次に高い5年差までの係数にほとんど差がない．

しかし，進学転入では10年差をピークとした逆相関がみられ，ピークに向け時間とともに

逆相関が強まる傾向もみられる．転入総数と相関の符号が違うが，上述のとおり，転入総

数が一定なら，進学転入の増加により数年後の転出総数は減少すると考えられるので，逆

相関は不自然ではない．

1986年以降のデータでは，男・女の転入総数および女性の進学転入では，（絶対値の）

最大値（順に8年，13年，10年）に向けてほぼ一貫して相関が強まっていた．女性の進学

転入では逆相関だった．男性の進学転入では，相関が最大の年差は13年で，他のケースと

似ているが，係数の推移の傾向は他と異なる．ただ，大学在学期間の4年以降の相関はほ

とんど負なので，女性の進学転入と全く異なるとまではいえない．

次に相関係数の絶対値が最大の年差を使い，図6に転出総数と，年差の分だけ右にずら

した転入総数，進学転入数（図では「転入」「進学」）を示した．転入と進学では規模が違

うため，進学と転入の目盛間隔は変えてある．年差については，表1から分かるとおり，

相関が最も強い年差の前後でほとんど値が変わらない場合も多い．ここでは特定の年差で

グラフを描いているが，図を検討する際には，場合により，転入グラフの位置は水平方向

に一定の幅を持つと考えた方がよいだろう．全期間対象の場合，男性では1990年代まで転

入総数（＋6年）の推移が転出総数の傾向とよく合致している．しかし2000年代には転入
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表１ 大都市圏における転入総数および進学転入と転出総数の相関係数

全年次 1986年以降

年差
n

男 女
n

男 女

転入 進学 転入 進学 転入 進学 転入 進学

0 38 0.864 0.810 0.924 -0.788 26 0.770 0.660 0.643 -0.717

1 37 0.875 0.760 0.917 -0.790 25 0.805 0.537 0.660 -0.773

2 36 0.896 0.706 0.917 -0.794 24 0.854 0.388 0.703 -0.830

3 35 0.918 0.646 0.917 -0.804 23 0.897 0.222 0.750 -0.881

4 34 0.934 0.580 0.915 -0.824 22 0.926 0.067 0.801 -0.925

5 33 0.952 0.517 0.918 -0.845 21 0.946 -0.042 0.842 -0.953

6 32 0.955 0.443 0.911 -0.877 20 0.961 -0.199 0.879 -0.977

7 31 0.950 0.387 0.898 -0.910 19 0.961 -0.366 0.890 -0.989

8 30 0.928 0.339 0.881 -0.939 18 0.964 -0.561 0.906 -0.990

9 29 0.878 0.313 0.853 -0.964 17 0.949 -0.728 0.913 -0.990

10 28 0.837 0.339 0.833 -0.970 16 0.948 -0.787 0.932 -0.993

11 27 0.804 0.396 0.826 -0.957 15 0.961 -0.788 0.966 -0.989

12 26 0.751 0.474 0.814 -0.928 14 0.946 -0.786 0.971 -0.979

13 25 0.705 0.566 0.830 -0.882 13 0.940 -0.796 0.983 -0.966

14 24 0.676 0.667 0.854 -0.823 12 0.925 -0.790 0.964 -0.945

資料：住民基本台帳人口移動報告（各年版），学校基本調査
大都市圏の範囲については本文参照．年差は転入から転出までの年．nは観測数．下線のある
値が絶対値の最大．相関係数の有意水準は「進学・男」の値以外はすべての年差で
p<0.01．「進学・男」では通常表示：p<0.01，斜体黒字：p<0.05，斜体灰色字：p<0.1，斜体な
し灰色字：それ以外．



総数は緩やかに減少しているが，転出総数の減少は大きく，両者の乖離が大きくなる．転

出総数が「相対的に」減少していると思われる．進学移動では，相関係数が最も高い0年

と，4年差以降で最も高い14年差のグラフを載せたが，明瞭な関係はみられない．0年差

のグラフは推移の傾向が転出と似ているが，時間差がないので想定通りの解釈はできない．

14年差では2000年代に増加傾向がみられ，2000年代の転出総数の減少と逆相関的に対応す

るようにもみえる．しかし，それ以前は転出総数とほぼ同様に減少し，かつ転出総数の

「相対的な」変化は明確でないため，全体としてやはり解釈が難しい．

女性の場合，転入総数で相関の最も高い0年と次に高い5年差のグラフを載せたが，い

ずれも2000年代の転出減少の傾向とはあまり合致しない．ただ，どちらのグラフも2000年
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図６ 大都市圏における転出総数と転入総数，進学転入の時間差

資料：住民基本台帳人口移動報告（各年版），学校基本調査

転入・転出総数は左目盛，進学は右目盛．進学（＝進学転入），大都市圏の範囲については本文参照．図中の表示

は例えば「＋6年」は元のグラフを右に6年ずらしたことを示す．

� 全年次

� 1986年以降



代の大部分では横ばいで，転出総数との乖離は大きい．転出総数は「相対的に」減少して

いると思われる．他方，進学転入では，10年差のグラフが増加傾向を示す．変化の方向は

反対だが，逆相関であることを踏まえると，1980年代以降の転出の推移とよく対応してい

る．進学のグラフの目盛幅は転入と大きく異なるので，対応のよさに視覚的な効果が影響

している点には注意すべきだが，グラフの形状は増加・減少の部分とも細かいところまで

かなり対応しており，注目に値する．

1986年以降のデータでは，男性の場合，転入の年差は全年次とあまり変わらず，グラフ

上も大きな変化はない．進学のグラフでは明確な対応はみられないようである．女性では

転入総数が13年差で，転出総数の傾向とかなり対応しており，転入総数の推移で説明でき

る部分が多い．これは対象時期が絞られたため，進学転入の比率の散らばりが比較的限定

されたことと関係している可能性もある．つまり全年次の場合と比べ，対象期間内におけ

る転入者の教育歴の構成がより均一になったため，転入者の大都市残留傾向のばらつきが

減り，転入総数と転出総数の対応がよくなったとも考えられる．このことは，転入総数と

転出総数の時間差関係が進学転入の動きに影響されたことを意味するかもしれない．進学

転入については，年差は全年次の場合と同じで，増加傾向を示し，グラフの対応度も高い．

� 考察

以上の検討から，男女別の転入総数および進学転入数と転出総数の関係について，幾つ

かの点が指摘できる．第一に，進学転入数と数年後の転出総数の関係は男女で異なる．上

述の通り，女性では全年次・1986年以降とも，両者は強い負の相関を示す．また全年次対

象のグラフでは，2000年代における転出総数の「相対的な」減少と，1990年代の進学転入

の増加傾向は，逆相関であることを踏まえると，よく対応している．女性の場合，5節（1）

の想定のように，大学への進学移動者は大都市圏で残留する傾向が強く，進学転入者の増

加が数年後の転出総数の減少に影響した可能性がある，と推測できるだろう．他方，男性

では進学転入数と転出総数の間に明確な関係があるとはいえない．男性の場合，当初の想

定はあてはまらず，少なくとも今回の分析では，2000年代の転出減少と先行する進学転入

の対応関係はみられない．これが，進学転入者の残留傾向に関する想定が男性に当てはま

らないためか，手法上の問題か，あるいは他の要因が転出総数をより強く規定しているた

めかは分からない．ただ，少なくとも，2000年代の転出減少の要因に男女差があることは

確かだと思われる．

第二に，転入・転出の関係は，観察時期により異なる．顕著な例として，女性の転入総

数と転出総数の関係が挙げられる．相関係数の最大値でみると，全年次の観察では，時間

差関係がほとんどない．他方，1986年以降に限定すれば，かなりよい対応関係がみられる．

つまり男女差，対象時期の差を考慮すると，主流と逆流の時間差関係は，常に成立するわ

けではない．この点を敷衍すると，女性における進学転入と転出総数の関係も今後変化し

ていく可能性はある．ただ，女性の進学転入では全年次，1986年以降とも転出総数との間

に安定した逆相関がみられるので，この関係が今後もみられるのか注目される．
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6. 結語

本研究では，大都市圏における転出入と大学への進学移動の関係について，統計資料を

使い検討を行った．とくに2000年代の大都市圏からの転出総数に関して，進学転入との関

係を時間差の点から観察した．

主に以下の点が明らかになった．学校基本調査によれば，非大都市圏における大学への

現役進学率は1990年代以降，上昇傾向にあるが，進学者自体は少子化の影響で2000年代に

はおおむね男性で横ばい，女性で微増である．非大都市圏から大都市圏への大学進学者は，

1980年代半ばから1990年代半ばまでは増加したが，その後は男性でやや減少，女性ではお

おむね横ばいで推移している．こうした動きと，大都市圏からの転出総数との関係を，転

出入の時間差に基づいて検討したところ，男性では進学転入とその後の転出総数との間に

明瞭な関係はみられなかった．しかし，女性では進学転入数と10年後の転出総数との間に

強い負の相関があった．またグラフ上では，1974年以降を対象とした場合，2000年代にお

ける女性の転出総数の減少は，先行する転入総数の推移で説明しきれない部分がある一方，

10年前の進学転入の推移とは，逆相関であることを踏まえると，非常によく対応していた．

一般に教育歴の高い転入者は大都市圏にとどまる可能性が高く，進学転入の増加は，その

後の転出数を引き下げると想定することが可能である．2000年代の女性の転出総数の推移

は，1990年代の進学転入の増加に影響された可能性があると推測される．

本研究では，時間差を伴う進学転入と転出総数の関係の一端を記述した．しかし，今回

の分析方法には不十分な点がある．分析方法のさらなる検討が必要だろう．また，一般に

移動は様々な人口学的・社会経済的要因に規定されている．本論の鍵となった大都市圏で

の残留傾向も，景気や求人倍率，地価などの影響を受けると考えられる．2000年代の大都

市圏からの転出減少は，2000年代半ばまで比較的好調だった経済の影響によるもので，進

学転入との関連は薄いとの見方もあるだろう．進学移動が転出総数の減少にどのように影

響したかを知るには，社会経済要因も含めた分析が必要となる．こうした分析のなかで，

男女差の原因も解明されていくと思われる．

（2013年3月6日査読終了）

本研究は，2012年度日本人口学会第64回大会（於：東京大学）で発表した内容に加筆・

修正を加えたものです．貴重な御意見をいただいた匿名査読者の方に御礼申し上げます．
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人口問題研究（J.ofPopulationProblems）69－2（2013.6）pp.125～132

実地調査のあゆみⅡ

国立社会保障・人口問題研究所における実地調査一覧（1997年以降）

国立社会保障・人口問題研究所は，1996年12月1日に，厚生省人口問題研究所と特殊法

人社会保障研究所との統合によって設立された．

当研究所が研究の基礎資料を得るために毎年実施している調査について，実地調査のあ

ゆみⅡとして1997年以降の一覧表を作成した．1996年以前（旧人口問題研究所時代）につ

いては，実地調査のあゆみⅠとして前号（69巻1号）に掲載している．

調査は，「出生動向基本調査」，「人口移動調査」，「生活と支え合いに関する調査」，「全

国家庭動向調査」，「世帯動態調査」の5つの調査で構成され，5年ローテションで実施さ

れている．

このうち，『生活と支え合いに関する調査』結果は2007年に『社会保障実態調査』とし

て実施された調査の2回目となる．このほかに2000年に『第1回社会保障生活調査―世帯

内単身者に関する実態調査』が実施されている．

また，『出生動向基本調査』はそれまで西暦の末尾が“2”と“7”の年に行われていた

が，結果の検証への国勢調査の利用や結果活用の有効なタイミングなどを勘案し，第13回

（2005年）より調査時を国勢調査年次に変更している．その結果，第12回（2002年）と第13

回（2005年）の間で調査間隔が3年となった．

調査結果とその分析については，速報（概要版），報告書（『調査研究報告資料』），およ

び詳細分析が機関誌（『人口問題研究』，『季刊社会保障研究』）掲載論文として刊行される．

1997年以降は毎年，「政府統計の総合窓口」e-Statでも公表され集計表がエクセルでダウ

ンロードできる．なお，それ以前についても掲載されているものもある．

以下一覧の文献では報告書（『調査研究報告資料』）と『人口問題研究』および『季刊社

会保障研究』の特集号及び関連論文を掲載した．研究所刊行物以外に掲載されている論文

もあるが，ここでは研究所刊行物のみ挙げてある．調査一覧は調査の年次順に古いものか

ら記載した．各文献の【 】内は執筆者であるが，報告書については「はしがき」の記載

からとった．

また，文献はすべて研究所ホームページで閲覧することができる．それぞれのアドレス

は次のとおりである．（ ）内にトップページでの表示名を記載した．

『国立社会保障・人口問題研究所年報』（研究事業年報）

http://www.ipss.go.jp/site-ad/index_Japanese/BusinessAnnualReport.html

『調査研究報告資料』および概要版（実地調査）

http://www.ipss.go.jp/site-ad/index_Japanese/cyousa.html

『人口問題研究』，『季刊社会保障研究』（刊行物）

http://www.ipss.go.jp/site-ad/index_Japanese/syuppan.html
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タイトル・著者名・刊行年の検索（図書室＜キーワード検索）

http://www.ipss.go.jp/syoushika/bunken/bj_kwd.aspx

（検索対象は『調査研究報告資料』及び『人口問題研究』と『季刊社会保障研究』

の掲載論文）

e-Stat http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do

調査データの利用については，統計法に公的統計の利用として規定されており，当研究

所においても可能な限りデータを提供している．

旧統計法（昭和二十二年法律第十八号）では“承認統計”として，第15条に基づき所内

規程を策定しデータの提供を行ってきたが，新統計法（平成19年法律第53号）では“一般

統計”として，第33条に基づき，調査データの提供を行っている．第33条による利用とは

行政機関との共同研究など高度な公益性を有する研究などに限り，調査本来の目的とは異

なる二次的な利用ができるものである．当所の調査の利用方法，資格等は，厚生労働省の

調査の一環として『調査票情報の提供に関する利用申し出手引き』（平成23年6月）にあ

るが，当研究所内に事前相談窓口（data_nijiriyou@ipss.go.jp）を設けて対応している．

（坂東里江子・白石紀子）

社会保障・人口問題基本調査（実地調査）一覧（1997年～2012年）

■1997（平9.6）第11回出生動向基本調査 （全国標本調査）

他の公的機関では把握することのできない結婚ならびに夫婦の出生力に関する実態と背景を調査

し，関連諸施策ならびに将来人口推計に必要な基礎資料を得ることを目的としている．調査対象

は調査区内に居住する世帯の50歳未満の有配偶女子と18歳以上50歳未満の独身者．調査区は1997

年国民生活基礎調査の調査区より500調査区を無作為抽出．調査票は夫婦票と独身者票．第1回

調査は1940年に実施された．

文献：『第11回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）―第Ⅰ報告書―日本人の結婚

と出産』（調査研究報告資料 13）,1998.10,211pp.【高橋重郷，金子隆一，佐藤龍三郎，池ノ

上正子，三田房美，佐々井司，岩澤美帆，新谷由里子，中野英子，渡邉吉利】

『第11回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）―第Ⅱ報告書―独身青年層の結

婚観と子ども観』（調査研究報告資料 14）,1999.1,279pp.【高橋重郷,金子隆一，佐藤龍三郎，

池ノ上正子，三田房美，佐々井司，岩澤美帆，新谷由里子，中野英子，渡邉吉利，岩間暁子】

「特集 日本人の結婚と出産（その1）」『人口問題研究』54-4,1998.12,pp.1-62（内容：

「出生動向基本調査の分析―特集に当たって―」pp.1-2【高橋重郷�．「近年の夫婦出生力変動

とその規定要因」pp.3-18【佐々井司�．「わが国の夫婦における妊娠・出生の調節―妊娠歴の

分析―」pp.19-45【佐藤龍三郎，岩澤美帆�．「結婚・出産期の女性の就業とその既定要因―

1980年代以降の出生行動の変化との関連より―」pp.46-62【新谷由里子�．）

「特集 日本人の結婚と出産（その2）」『人口問題研究』55-2,1999.6,pp.1-58（内容：

「少子化の要因：就業環境か価値観の変化か―既婚者の就業形態選択と出産時期の選択―」

pp.1-18【永瀬伸子�．「1990年代における女子のパートナーシップ変容―‘婚約同居型’から
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‘非婚非同居型’へ―」pp.19-38【岩澤美帆�．「晩婚化と未婚者のライフスタイル」pp.39-58

【岩間暁子�．）

「特集 日本人の結婚と出産（その3）」『人口問題研究』55-4,1999.12,pp.1-37（内容：

「20代，30代未婚者の親との同別居構造分析―第11回出生動向基本調査 独身者調査より―」

pp.1-15【岩上真珠�．「だれが「両立」を断念しているのか―未婚女性によるライフコース予

測の分析―」pp.16-37【岩澤美帆�．）

「既婚女性の就業継続と育児資源の関係―職種と出生コーホートを手がかりにして―（特集

少子化に関する家族・労働政策の影響と少子化の見通しに関する研究）」『人口問題研究』58-2,

2002.6,pp.2-21【仙田幸子】

「若年層の雇用の非正規化と結婚行動（特集 少子化に関する家族・労働政策の影響と少子

化の見通しに関する研究）」『人口問題研究』58-2,2002.6,pp.22-35【永瀬伸子】

■1998（平10.7）第2回全国家庭動向調査 （全国標本調査）

出産や子育て・老親扶養の現状，ならびに家族関係の実態，家族に関する意識などを明らかにす

ることを目的としてる．調査対象は調査区内に居住する全ての世帯の有配偶女子．世帯内に夫婦

が2組以上の場合は若い世代の有配偶女子．調査区は1998年国民生活基礎調査の調査区より300

調査区を無作為抽出．第1回調査は1993年に実施された．

文献：『第2回全国家庭動向調査（1998年社会保障・人口問題基本調査）現代日本の家族変動』

（調査研究報告資料 15）,2000.4,314pp.【西岡八郎，白波瀬佐和子，山本千鶴子，小山泰代，

丸山桂，磯崎修夫，才津芳昭，星敦士】

「特集 現代日本の家族に関する意識と実態（その 1）」『人口問題研究』57-2,2001.6,

pp.1-48（内容：「特集に際して―第2回全国家庭動向調査の分析（NSFJ,NationalSurveyon

FamilyinJapan）―」pp.1-2【西岡八郎�．「女性労働者の活用と出産時の就業継続の要因分

析」pp.3-18【丸山桂�．「世帯内外の老親介護における妻の役割と介護負担」pp.19-35【小山

泰代�．「現代家族における資産形成の規定要因」pp.36-48【星敦士�．）

「特集 現代日本の家族に関する意識と実態（その2）」『人口問題研究』57-3,2001.9pp.1-

31（内容：「成人子への支援パターンからみた現代日本の親子関係」pp.1-15【白波瀬佐和子�．

「1990年代日本における妻の家族意識―年齢による差異と変化―」pp.16-31【才津芳昭�．）

■1999（平11.7）第4回世帯動態調査 （全国標本調査）

増加する高齢者人口と家族関係と世帯構成の変化，ひとり親と子から成る世帯の増加，未婚のま

ま親と同居を続ける若・中年層の増加など世帯の規模と構成，形成過程と解体過程を把握し，ま

た将来の動向を予測するための基礎データを得ることを目的としている．調査対象は調査区内全

ての世帯主と18歳以上の個人．調査区は1999年国民生活基礎調査の調査区より300調査区を無作

為抽出．調査票は世帯票と個人票．第1回調査は1985年に実施された．調査名は変遷している．

詳細は前号を参照．

文献：『第4回世帯動態調査（1999年社会保障・人口問題基本調査）現代日本の世帯変動』（調査

研究報告資料 16）,2001.3,303pp.【西岡八郎，鈴木透，山本千鶴子，小山泰代，清水昌人】

「特集 第4回世帯動態調査に関連した研究」『人口問題研究』59-4,2003.12,pp.1-18（内

容：「離家の動向・性差・決定因」pp.1-18【鈴木透�．）

■2000（平12.6）第1回社会保障生活調査―世帯内単身者に関する実態調査 （全国標本調査）

少子化をもたらす主たる原因の一つとして晩婚化，未婚化現象に焦点をあて，親族と同居する未

婚者の実態をあきらかにすることを目的としている．調査対象は調査区内の全ての18歳以上の未

婚親族が同居する世帯とその本人．調査区は2000年国民生活基礎調査の調査区より300地区を無
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作為抽出．調査票は世帯票と個人票の2種類．調査はこの回のみ．

文献：『世帯内単身者に関する実態調査 報告書』（調査研究報告資料 17）,2001.7,124pp.【府

川哲夫，白波瀬佐和子，大石亜希子，清野仁子，増淵勝彦】

■2001（平13.7）第5回人口移動調査 （全国標本調査）

人口移動の動向とそれぞれが与える社会的な影響を明らかにすることを目的としている．調査対

象は調査区内の全ての世帯と世帯員全員．調査区は2001年国民生活基礎調査の調査区より300地

区を無作為抽出．第1回調査は1976年に実施された．調査名は変遷している．詳細は前号を参照．

文献：『第5回人口移動調査（2001年社会保障・人口問題基本調査）日本における近年の人口移

動』（調査研究報告資料 20）,2005.3,331pp.【西岡八郎，清水昌人，千年よしみ，小池司朗，

江崎雄治，小林信彦】

「特集 わが国における近年の人口移動の実態―第5回人口移動調査の結果より―（その1）」

『人口問題研究』62-4,2006.12,pp.1-44（内容：「特集に寄せて―第5回人口移動調査につい

て」pp.1-2【西岡八郎�．「出生行動に対する人口移動の影響について―人口移動は出生率を低

下させるか？―」pp.3-19【小池司朗�．「夫婦移動と有配偶女性の就業」pp.20-44【千年よし

み�．）

「特集 わが国における近年の人口移動の実態―第5回人口移動調査の結果より―（その2）」

『人口問題研究』63-2,2007.6,pp.1-13（内容：「地方圏出身者のUターン移動」pp.1-13【江

崎雄治�．）

「単独世帯および夫婦のみの世帯に居住する高齢者の人口移動と世帯変動」『人口問題研究』

65-4,2009.12,pp.48-62【清水昌人】

■2002（平14.6）第12回出生動向基本調査 （全国標本調査）

目的は第11回（1997年）を参照．調査対象は調査区内に居住する世帯の50歳未満の有配偶女子と

18歳以上50歳未満の独身者．調査区は2002年国民生活基礎調査の調査区より600調査区を無作為

抽出．調査票は夫婦票と独身者票．第1回調査は1940年に実施された．

文献：『第12回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）―第Ⅰ報告書―わが国夫婦の

結婚過程と出生力』（調査研究報告資料 18）,2003.10,291pp.【高橋重郷，金子隆一，福田亘

孝，釜野さおり，佐々井司，大石亜希子，池ノ上正子，三田房美，岩澤美帆，守泉理恵】

『第12回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）―第Ⅱ報告書―わが国独身層の

結婚観と家族観』（調査研究報告資料 19）,2004.2,339pp.【高橋重郷，金子隆一，釜野さおり，

佐々井司，大石亜希子，池ノ上正子，三田房美，岩澤美帆，守泉理恵】

「特集 第12回（2002年）出生動向基本調査 その1」『人口問題研究』60-1,2004.3,pp.1-

69（内容：「はじめに」pp.1-3【高橋重郷�．「少子化過程における夫婦出生力低下と晩婚化，

高学歴化および出生行動変化効果の測定」pp.4-35【金子隆一�．「近年の夫婦出生力低下の動

向とその背景」pp.36-49【佐々井司�．「妻の就業と出生行動：1970年～2002年結婚コーホート

の分析」pp.50-69【岩澤美帆�．）

「特集 第12回（2002年）出生動向基本調査 その2」『人口問題研究』60-2,2004.6,pp.1-

52（内容：「専業主婦という生き方の捉え方―未婚女性の理想と予想のライフコース－」pp.1-

18【釜野さおり�．「若年就業と親との同別居」pp.19-31【大石亜希子�．「「予定子ども数」は

出生力予測に有用か？―子ども数に関する意識の安定性とその構造について―」pp.32-52【守

泉理恵�．）

「非典型労働の広がりと少子化（特集 少子化の新局面とその背景）」『人口問題研究』61-3,

2005.9,pp.2-19【守泉理恵】
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■2003（平15.7）第3回全国家庭動向調査 （全国標本調査）

出産や子育てなどの家族機能や家族関係の実態，家族に関する意識などを明らかにすることを目

的にしている．第2回（1998年）を参照．調査対象は調査区内に居住する全ての世帯の有配偶女

子．世帯内に夫婦が2組以上の場合は若い世代の有配偶女子．調査区は2003年国民生活基礎調査

の調査区より300調査区を無作為抽出．第1回調査は1993年に実施された．

文献：『第3回全国家庭動向調査（2003年社会保障・人口問題基本調査）現代日本の家族変動』

（調査研究報告資料 22）,2007.3,361pp.【西岡八郎，小山泰代，白波瀬佐和子，星敦士】

「特集 「全国家庭動向調査」および「世帯動態調査」（その1）」『人口問題研究』63-4,

2007.12,pp.14-27（内容：「サポートネットワークが出生行動と意識に与える影響」pp.14-27

【星敦士�．）

■2004（平16.7）第5回世帯動態調査 （全国標本調査）

目的は第4回（1999年）を参照．調査対象は調査区内全ての世帯主と18歳以上の個人．調査区は

2004年国民生活基礎調査の調査区より300調査区を無作為抽出．調査票は世帯票と個人票．第1

回調査は1985年に実施された．調査名は変遷している．詳細は前号を参照．

文献：『第5回世帯動態調査（2004年社会保障・人口問題基本調査）現代日本の世帯変動』（調査

研究報告資料 21）,2007.2,325pp.【西岡八郎，鈴木透，小山泰代，清水昌人，山内昌和】

「特集 「全国家庭動向調査」および「世帯動態調査」（その1）」『人口問題研究』63-4,

2007.12,pp.1-13（内容：「世帯形成の動向」pp.1-13【鈴木透�．）

■2005（平17.6）第13回出生動向基本調査 （全国標本調査）

他の公的統計では把握することのできない結婚ならびに夫婦の出生に関する実状と背景を定期的

に調査・計量し，関連諸施策ならびに将来人口推計をはじめとする人口動向把握に必要は基礎資

料を得ることを目的としている．調査対象は調査区内に居住する世帯の50歳未満の有配偶女子と

18歳以上50歳未満の独身者．調査区は2005年国民生活基礎調査の調査区より700調査区を無作為

抽出．調査票は夫婦票と独身者票．第1回調査は1940年に実施された．この年より調査年次が国

勢調査実施年に変更される．前回は2002年．

文献：『第13回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）―第Ⅰ報告書―わが国夫婦の

結婚過程と出生力』（調査研究報告資料 23）,2007.3,249pp.【金子隆一，佐々井司，釜野さお

り，三田房美，岩澤美帆，守泉理恵，高橋重郷，大石亜希子，池ノ上正子】

『第13回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）―第Ⅱ報告書―わが国独身層の

結婚観と家族観』（調査研究報告資料 24）,2007.3,315pp.【担当者は第Ⅰ報告書と同様】

「特集 日本の結婚と出生―第13回出生動向基本調査の結果から―（その1）」『人口問題研

究』63-3,2007.9,pp.1-41（内容：「日本の結婚と出生を見つめる」pp.1-2【金子隆一�．「夫婦

出生力の地域間格差」pp.3-23【佐々井司�．「晩産化と挙児希望女性人口の高齢化」pp.24-41

【岩澤美帆，三田房美�．）

「特集 日本の結婚と出生―第13回出生動向基本調査の結果から―（その2）」『人口問題研

究』64-1,2008.3,pp.1-20（内容：「日本における子どもの性別選好：その推移と出生意欲と

の関連」pp.1-20【守泉理恵�．）

「特集 日本の結婚と出生―第13回出生動向基本調査の結果から―その3」『人口問題研究』

64-2,2008.6，pp.54-75（内容：「身近な人の結婚のとらえ方と結婚・子育てとの接触状況―結

婚観と結婚意欲に関する分析―」pp.54-75【釜野さおり�．）

■2006（平18.7）第6回人口移動調査 （全国標本調査）

近年の人口移動の動向を明らかにし，将来の人口移動の傾向を見通すための基礎データを得るこ
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とを目的としている．調査対象は調査区内の全ての世帯と世帯員全員．調査区は2006年国民生活

基礎調査の調査区より300地区を無作為抽出．第1回は1976年に実施された．調査名は変遷して

いる．詳細は前号を参照．

文献：『第6回人口移動調査（2006年社会保障・人口問題基本調査）日本における近年の人口移

動』（調査研究報告資料 25）,2009.3,352pp.【西岡八郎，清水昌人，千年よしみ，小池司朗，

小島宏】

「特集 わが国における近年の人口移動の実態―第6回人口移動調査の結果より―（その1）」

『人口問題研究』65-3,2009.9,pp.1-39（内容：「特集に寄せて―第6回人口移動調査に際して―」

pp.1-2【西岡八郎�．「人口移動と出生行動の関係について―初婚前における大都市圏への移動

者を中心として―」pp.3-20【小池司朗�．「TheImpactofLong-DistanceFamilyMigration

onMarriedWomen'sEmploymentStatusinJapan」pp.21-39【千年よしみ�．）

「特集 わが国における近年の人口移動の実態―第6回人口移動調査の結果より―（その2）」

『人口問題研究』66-1,2010.3,pp.1-16（内容：「近年における大都市圏の転入超過の分析」pp.

1-16【清水昌人�.）

「特集 わが国における近年の人口移動の実態―第6回人口移動調査の結果より―（その3）」

『人口問題研究』66-3,2010.9,pp.50-79（内容：「外国からの移動と健康―第6回「人口移動

調査」（2006年）の分析結果を中心に―」pp.50-79【小島宏�．）

■2007（平19.7）社会保障実態調査 （全国標本調査）

社会保障制度が公共性を担保するため求められる，社会全体の負担と給付の在り方に関する制度

横断的な議論に必要な，世帯状況とそこに同居する構成員の生活実態などの基礎資料を得ること

目的としている．調査対象は調査区内の20歳～70歳の世帯員．調査区は2007年国民生活基礎調査

の調査区より300地区を無作為抽出．調査票は世帯票と個人票の2種類．

文献：『社会保障実態調査（2007年社会保障・人口問題基本調査）人々の生活と自助・共助・公

助の実態』（調査研究報告資料 26）,2010.3,218pp.【金子能宏，西村幸満，阿部彩】

「社会保障実態調査から政策研究の展開にむけて（研究の窓）」『季刊社会保障研究』46-4,

2011.3,pp.324-325【髙橋重郷】

「特集 人々の暮らしと共助・自助・公助の実態―「社会保障実態調査」を使った分析―」

『季刊社会保障研究』46-4,2011.3,pp.326-402（内容：「親の子どものための支出・経済的援

助と社会保障給付との関係―代替的関係と補完的関係に関する実証分析―」pp.326-341【金子

能宏�．「生活保障の不安定化に関する分析―「生活費用の担い手」の動態へのアプローチ―」

pp.342-353【西村幸満�．「子ども期の貧困が成人後の生活困難（デプリベーション）に与える

影響の分析」pp.354-367【阿部彩�．「退職者における予期しない出来事が生活水準と暮らし向

きに与える影響」pp.368-381【暮石渉�．「社会的・経済的要因と健康との因果性に対する諸考

察―「社会保障実態調査」および「国民生活基礎調査」を用いた実証分析」pp.382-402【野口

晴子�．）

■2008（平20.7）第4回全国家庭動向調査 （全国標本調査）

目的は第3回（2003年）を参照．調査対象は調査区内に居住する全ての世帯の有配偶女子．世帯

内に夫婦が2組以上の場合は若い世代の有配偶女子．調査区は2008年国民生活基礎調査の調査区

より300調査区を無作為抽出．第1回調査は1993年に実施された．

文献：『第4回全国家庭動向調査（2008年社会保障・人口問題基本調査）現代日本の家族変動』

（調査研究報告資料 27）,2011.2,357pp.【西岡八郎，山内昌和，小山泰代，千年よしみ，釜野

さおり，菅桂太，星敦士，福田亘孝】
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「特集 『第4回全国家庭動向調査（2008年）』の個票データを利用した実証的研究（その

1）」『人口問題研究』66-4,2010.12,pp.1-22（内容：「特集によせて―『全国家庭動向調査』

実施の背景と第4回調査の意義―」pp.1-2【西岡八郎�．「母親への支援にみる世代間関係の非

対称性」pp.3-22【千年よしみ�．）

「特集 『第4回全国家庭動向調査（2008年）』の個票データを利用した実証的研究（その2）」

『人口問題研究』67-1,2011.3,pp.1-87（内容：「有配偶女子のワーク・ライフ・バランスとラ

イフコース」pp.1-23【菅桂太�．「別居する有配偶成人子に対する親からの援助の動向と規定

要因」pp.24-37【山内昌和�．「育児期のサポートネットワークに対する階層的地位の影響」pp.

38-58【星敦士�．「既婚女性の定義する「家族」―何があり，何がなされ，誰が含まるのか―」

pp.59-87【釜野さおり�．）

「特集 『第4回全国家庭動向調査（2008年）』の個票データを 利用した実証的研究（その

3）」『人口問題研究』68-1,2012.3,pp.54-89（内容：「女性から見た家族介護の実態と介護負

担」pp.54-69【小山泰代�．「第4回全国家庭動向調査の無回答に関する検討」pp.70-89【山内

昌和�．）

■2009（平21.7）第6回世帯動態調査 （全国標本調査）

目的は第4回（1999年）を参照．調査対象は調査区内全ての世帯主と18歳以上の個人．調査区は

2009年国民生活基礎調査の調査区より300調査区を無作為抽出．調査票は世帯票と個人票．第1

回調査は1985年に実施された．調査名は変遷している．詳細は前号を参照．

文献：『第6回世帯動態調査（2009年社会保障・人口問題基本調査）現代日本の世帯変動』（調査

研究報告資料 28）,2011.3,312pp.【西岡八郎，鈴木透，小山泰代，清水昌人，山内昌和，菅

桂太】

「特集 『第6回世帯動態調査（2009年）』の個票データを利用した実証的研究」『人口問題

研究』68-2,2012.6,pp.1-36（内容：「特集によせて―世帯動態調査の目的と概要―」pp.1-2

【鈴木透�．「直系家族世帯の動向」pp.3-17【鈴木透�．「世帯変動の地域的傾向」pp.18-36

【小山泰代�．）

■2010（平22.6）第14回出生動向基本調査 （全国標本調査）

目的は第13回（2005年）を参照．調査対象は調査区内に居住する世帯の50歳未満の有配偶女子と

18歳以上50歳未満の独身者．調査区は2010年国民生活基礎調査の調査区より840調査区を無作為

抽出．調査票は夫婦票と独身者票．第1回調査は1940年に実施された．

文献：『第14回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）―第Ⅰ報告書―わが国夫婦の

結婚過程と出生力』（調査研究報告資料 29）,2012.3,266pp.【金子隆一，岩澤美帆，釜野さお

り，石井太，佐々井司，三田房美，守泉理恵，鎌田健司】

『第14回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）―第Ⅱ報告書―わが国独身層の

結婚観と家族観』（調査研究報告資料 30）,2012.3,304pp.【担当者は第Ⅰ報告書と同様】

「特集 日本の結婚と出生―第14回出生動向基本調査の結果から―（その1）」『人口問題研

究』69-1,2013.3,pp.1-66（内容：「特集によせて」pp.1-2【金子隆一�．「1990年代以降の結婚・

家族・ジェンダーに関する女性の意識の変遷―何が変わって何が変わらないのか―」pp.3-41

【釜野さおり�．「地域の就業・子育て環境と出生タイミングに関する研究―マルチレベルモデ

ルによる検証―」pp.42-66【鎌田健司�．

「特集 日本の結婚と出生―第14回出生動向基本調査の結果から―（その2）」『人口問題研

究』69-2,2013.6,pp.1-73（内容：「失われた結婚，増大する結婚：初婚タイプ別初婚表を用

いた1970年代以降の未婚化と初婚構造の分析」pp.1-34【岩澤美帆�．「子育て環境と子育て支
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援」pp.35-52【佐々井司�．「出生動向基本調査と国民生活基礎調査とのデータマッチングを用

いた子ども数の分析」pp.53-73【石井太�．）

■2011（平23.7）第7回人口移動調査 （全国標本調査）

個人の居住地について，移動歴や移動理由，5年後の移動見通しといった人口移動に関する動向

を明らかにし，関連施策や地域別の将来人口推計に必要な資料を得ることを目的としている．調

査対象は調査区内の全ての世帯と世帯員全員．調査区は2011年国民生活基礎調査の調査区より

300調査区を無作為抽出したが，東日本大震災の影響で調査を中止した岩手県，宮城県，福島県

を除く288調査区を調査．第1回調査は1976年に実施された．調査名は変遷している．詳細は前

号を参照．

文献：『2011年社会保障・人口問題基本調査 第7回人口移動調査 報告書』（調査研究報告資料

31）,2013.3,370pp.【佐藤龍三郎，林玲子，千年よしみ，小島克久，清水昌人，小池司朗，貴

志匡博，中川雅貴，西村周三，西岡八郎】

なお，詳細分析については『人口問題研究』に特集が組まれる予定である．

■2012（平24.7）生活と支え合いに関する調査 （全国標本調査）

人々の生活，家族関係と社会経済状態の実態，社会保障給付などの公的な給付と，社会ネットワー

クなどの私的な支援が果たしている機能を精査し，「全世代対応型」社会保障制度の在り方を検

討するための基礎的資料を得ることを目的としている．2007年「社会保障実態調査」から名称を

変更し「生活と支え合いに関する調査」となっている．調査対象は調査区内の全ての世帯の世帯

主および20歳以上の世帯員．調査区は2012年国民生活基礎調査の調査区より300地区を無作為抽

出．調査票は世帯票と個人票の2種類．
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書 評・紹 介

Demography,Volume47Supplement

ThePopulationAssociationofAmerica，2010,231pp.

本書はアメリカ人口学会（ＰＡＡ）の機関誌Demography第47巻の別冊であり，アメリカのNational

AgingInstituteが14設立した高齢化研究センターの一つであるDemographyandEconomicsof

AgingCentersが2009年に開催した「第15回記念会議」における発表をもとにした，主として高齢

化に関する12編の論文から構成されている．本書の概要は以下のとおりである．

第1論文は全体の序論にあたり，地球全体の人口において歴史上初めて65歳以上人口が5歳未満人

口を上回る見込みであるとして，高齢化研究の必要性が説かれている．第2論文は問題提起であり，

NationalAgingInstituteの歴史的な経緯および上記の会議などについて幾分詳細に記述した上で，

2011年からはアメリカにおけるベビーブーム世代の第一陣が65歳を迎えるとして高齢化研究の蓄積と

意義を強調する．第3論文は，1980～90年代のアメリカでみられた老年期における障害保有率の低下

は高齢者のwell-being向上において最も重要な発展の一つであったとし，現在の高齢者と将来の高

齢者のバイオマーカーなどを用いて教育・喫煙・肥満による説明力を詳細に検討している．第4論文

は生物人口学の側面から，複雑な疾病過程や人口の健康および死亡に対する影響要因をより深く理解

するために，世界規模でバイオマーカー等の生物学的情報を収集し生物人口学的アプローチを進めて

行くことの重要性を述べている．第5論文は，若年期，幼児期の健康状態が成人期の健康に与える影

響について青年層を対象に分析を行い，きょうだい間でも年少期に身長が高いと認知テストの成績が

良い等の知見を得ている．本章のみ高齢化を扱っていない．第6論文は高齢者と家族・社会との結び

つきに着目し，パートナーとの親密さ及びコミュニティーや親族ネットワークへの適応性について男

女の相違に触れながら分析している．第7論文は，近年のアメリカにおける縦断調査の歴史と発展に

ついて述べた上で，大規模な縦断調査からは人口変動のマクロ分析に加えて変動要因のミクロ分析も

可能になるとして，その為には研究機関と政府機関が連携して出生から死亡までをカバーした持続的

で大規模な縦断調査システムの構築が理想的であるとしている．第8論文は高齢者の就業について，

長寿化により多くの国で社会保障費用などが上昇している一方で高齢者の退職年齢が低下しているこ

とから，高齢者の労働力率を上昇させていくような政策の重要性を説いている．第9論文は国民世代

間移転勘定プロジェクト（NationalTransferAccountsProject）のデータを用いた分析から，人的・

物的資本を蓄積することで人口高齢化に伴う扶養負担の軽減可能性を探っている．第10論文は比較効

果研究（CER）の手法により医療費の適正化について分析し，疾病の治療がより合理的に行われる

ならば年間の医療費を数十億ドル節約できる可能性があるとしている．第11論文は高齢者の退職年齢

や健康など高齢化に関して幅広く扱いながら政策の効果を分析し，さらに研究を広げるためにバイオ

マーカー等といった新たなデータの必要性を訴えている．最後の第12論文はアメリカとイギリスにお

ける疾病の有病率，罹患率，死亡率について比較を行うとともに，両国間の差に対する所得変化の影

響を分析している．

本書に掲載されている論文は健康や労働，政策など多岐にわたる分野・データ・手法を扱っており，

高齢化以外について研究する場合においても参考となるだろう．また，多くの論文が縦断調査ならび

に生物学的情報の整備・拡充の重要性を指摘しているが，これらは日本においても大きな課題と言え

る．日本は長寿化・高齢化の先駆者であり，さらに今後は世界的にも長寿化・高齢化が進んでいくこ

とから，日本の人口学界からもわが国の経験を世界へ発信していくことが求められていると感じた．

（別府志海）
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RichardRonaldandAllisonAlexy(eds.)

HomeandFamilyinJapan:ContinuityandTransformation

Routledge,2010,304pp.

本書は，日本人類学ワークショップ（JapanAnthropologyWorkshop：JAWS）が刊行するシ

リーズの第15作目にあたる．JAWSは1984年に結成され，オックスフォード大学の人類学者が中心

となって運営してきた学会で，日本を研究する人類学研究者の国際組織として，ニュースレターの発

行や研究会の開催（1年半ごと）などの活動を行っている．

本書には，2007年にオスロで行われたJAWS大会で発表された内容を元にした13編が収録されて

いるが，それらは大きく4つのテーマに分類できる．初めの4章は，政府・行政における家族観に関

するもので，まず第1章で，これまでの国の政策や制度が家族に与えた影響や家族規範について概観

し，続く第2章では，公共広告機構（AC）のキャンペーン等を例に挙げながら，主に行政サイドが

もつ家族のイメージと現実とのギャップを明らかにする．第3章は，自民党政権下における家族関連

施策の検証である．第4章では，すべての国民に課された戸籍制度を詳細に解説し，それが家族形成

に与えた影響を論じている．続く3章はジェンダーをテーマとし，シングルマザー（第5章），サラ

リーマンや男らしさ（第6章）についての分析と，それらが未婚女性の家族観に与える影響について

議論している（第7章）．一方，第8章から第10章では，住宅の構造や住宅取得のパターンがどのよ

うに変化してきたか，それらが政府の政策や社会規範の変化とどのように関連しているかといった，

いわばハード（住宅）とソフト（家族）の関係がとりあげられている．具体的には，第8章では，住

宅取得パターンの戦後の変化の観察を通して，最近の若い世代が従来の住宅取得モデルから外れてい

く様子を明らかにし，第9章では，社会学的，歴史的，建築的に住宅と家族の変遷を記述する．また，

第10章では，東京のホームレス問題に着目し，永住できる住宅がないことが家族の離散をまねくとす

る．最後の3章では，住宅の空間的な側面から生じる家族関係の諸問題について，ひきこもり（第11

章），離婚（第12章），親子間の空間的・距離的なバランス（第13章）といった事象を分析している．

本書は，およそ「イエ」に関わる広範な話題を扱うが，全体的に記述的分析が中心で，定量的分析

は少ない．住宅はいわば家族や人の「容れ物」であり，都市における住宅ストックの質と量が人口の

構成に与える影響は小さくないはずだが，本書に限らず，両者の定量的関係については研究の余地が

まだ多く残されている．例えば本書の第8章では，政府も後押ししてきた持ち家志向のために良質な

賃貸住宅がストックされず，それが離家の遅れをまねき，晩婚化や未婚化，少子化につながったとい

う考察があるが，人口問題的興味としては，そこからさらに定量的に踏み込んだ分析がのぞまれると

ころである．少子高齢化の進展とともに，住宅のミスマッチ問題（例えば，高齢の小世帯が広い家に

住み，子どものいる多人数世帯が狭い家に住む，等）も顕在化しており，また，今後進む人口減少は

住宅のストックやフローにも影響を及ぼすであろう．ひとり親世帯や単身世帯の増加といった世帯の

動向はもとより，2.5世帯住宅やシェアハウス，子育てや介護のための同近居など，家族や住宅をめ

ぐる状況はつねに変化している．本書からは，家族や住宅に関する制度，規範，そして家族・住宅の

ありようには，複雑な因果関係があることが示唆される．そうした関心に対して，本書はより発展的

な分析の足がかりとなるものと期待される．人口問題に直結するものは少ないが，地理的，文化的に，

あるいは分野的に，外から眺め，振り返ってみることは，あらたなきづきを得る機会となろう．

（小山泰代）
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研究活動報告

特別講演会

イブ・シャルビ教授 「マルサス再訪～発展について（人口，経済，宗教）」

2013年 3月21日（木）午後 4時より，当研究所にて，フランス・パリ大学デカルト校教授，

CEPED（フランス人口開発センター）所長のイブ・シャルビ氏が「マルサス再訪～発展について

（人口，経済，宗教）」と題する講演を行った．

シャルビ教授はまず，CEPEDの活動内容について概説された後，本題であるマルサスの人口論に

ついて，その内容は版を重ねるうちに論点が変容しており，その中で矛盾が見出されること，その矛

盾の独自の解釈について説明された．

質疑応答では，幾何学的増加と算術的増加の違いはあるか，マルサスの時代の出生調節について，

農村部と都市部の違いが反映されていたか，マルサスの考える慈善事業とは社会保障につながる思想

であったのか，といった点が議論された． （林 玲子記）

日本人口学会2012年度・第２回東日本地域部会

日本人口学会2012年度第2回東日本地域部会は，2013年3月23日（土），中央大学後楽園キャンパ

ス（東京都文京区）にて開催された．報告タイトルと発表者は下記の通りである．

「兵庫県の還流移動（Uターン移動）―配偶関係に注目して―」

貴志匡博（国立社会保障・人口問題研究所）

「札幌市の配偶関係別純移動率1995年-2000年：推計モデルと国勢調査再集計の比較」

原 俊彦（札幌市立大学）

「わが国の出生率回復における地域差の要因分析」 石井憲雄（東北大学）

「新宿区の将来人口推計―将来の住宅供給を考慮したコーホート・シェア延長法の提案―」

丸山洋平（新宿区新宿自治創造研究所）

「日本における政治不信の拡大」 三船 毅（中央大学）

中村 隆（統計数理研究所）

「東日本大震災が被災地事業所の雇用に与えた影響」 鈴木俊光（内閣府）

（貴志匡博記）

日本地理学会2013年春季学術大会

日本地理学会2013年春季学術大会が2013年3月29～31日（31日は巡検のみ）に立正大学熊谷キャン

パス（埼玉県熊谷市）において開催された．一般発表196件，ポスター発表87件のほか，9つのシン

ポジウムで62件の発表があった．人口関連分野の報告も多数行われた．以下，主なものについて発表

題目を紹介する．

…………………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………

………………………………………………………

……………………………………………………

………………………………
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「東京23区における平均世帯規模の縮小と世帯構成の変化―1965年～2010年」

桐村喬（立命館大・PD）

「台湾系留学生の移動選択について」 李政宏（早稲田大・院）

「都道府県別75～84歳，85～94歳心疾患，脳血管疾患死亡率の季節変化」 北島晴美（信州大）

太田節子（信州医療福祉専門学校）

「東京大都市圏周縁部における戸建住宅居住者の特性と通勤行動

―千葉県木更津市の新興住宅地を事例として」 嵩大樹（法政大・院）

「超郊外の別荘型住宅地における定住化と高齢化の進展

―栃木県さくら市喜連川の温泉付住宅地の事例」 橋詰直道（駒澤大）

「空間的形態からみた上海における日本人集住地域の形成過程―古北エリアを事例として」

（筑波大）

「東京大都市圏における住宅取得行動の変化」 久保倫子（明治大・学振PD）

「大都市圏郊外における通勤流動について―生駒市を例に」 稲垣稜（奈良大）

「大都市圏における少産少死世代の居住地選択に関する予察的考察」 川口太郎（明治大）

「郊外ニュータウン周辺の住宅開発と郊外ニュータウン内部の住宅再開発

―千里ニュータウンを事例として」 香川貴志（京都教育大）

「郊外住宅地における女性就業と子育て―広島市高陽ニュータウンの事例」 由井義通（広島大）

「東日本大震災の被災住宅団地の高齢化問題」 千葉昭彦（東北学院大）

（山内昌和 記）

第３回 ADBI-OECE-ILOアジアの移民に関する円卓会議

「アジアの移民に関する円卓会議」は，アジア開発銀行研究所（ADBI），経済協力開発機構

（OECD），及び国際労働機関（ILO）による共催で，2011年より定期的に開催されているものである．

今回は，同会合の3回目の開催であり，タイ，バンコクにて，1月23～25日までの3日間の日程で開

催された．会合では，各国労働市場の労働移民に対する参入要件，及び地域内における労働者の技能

の移動性を高める政策（Accessinglabourmarketrequirementsforforeignworkersanddevelop-

ingpoliciesforregionalskillsmobility）について発表，及び意見交換が行われた．当研究所から

は，人口動向部より是川が参加し，日本の労働市場における外国人労働者の技術携行性について，

“TheDivergingDestinies?AssessingSkillPortabilityofForeignWorkersinJapan”のタイト

ルで発表を行った．以下に会合の概要を紹介する．

会合では各国の移民送り出し政策担当者が，自国の政策を紹介するという部分と，国際機関や研究

機関の研究者がその要因や背景についての分析を紹介するという，主に2種類の発表から構成されて

いた．各国担当者の報告は，多くの参加国がアジアの移民送り出し国であるということもあり，国の

政策における外貨獲得手段としての移民送り出し政策の重要性，及び移動先の国での自国民の人権保

護といった観点からの発表が中心であった．一方，OECDも含め，受け入れ国である先進国側から

は，先進国間の移動も含めた高度技能者の受け入れの重要性を指摘する報告が主であった．こうした

中，日本の労働市場における外国人労働者について，定量的な分析を行った是川の発表に対して，参

加者から高い関心が寄せられた．なお，同会合の資料はADBIの同会合に関するホームページで公

開されている． （是川 夕 記）

………………………………………………………………………

……………………………………………

………

…………………………………

…………………………………

…………………………………………………………………………………………

…………………………

…………………………

……………

……………………………………………

……

…………………………………
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第14回経済社会開発国際学術会議（ロシア・モスクワ）

2013年4月2日（火）から5日（金）の間，ロシア・モスクワの経済高等学院（HSE：HigherSchool

ofEconomics）にて，同校主催，世界銀行・IMF共催で第14回経済社会開発国際学術会議が開催さ

れた．社人研には2012年5月HSE人口研究所副所長であるザハロフ氏が来訪・講演されており，今

回は筆者が社人研より会議に参加し，日露人口移動比較に関する報告を行った．

HSEは，国立大学・大学院レベルの機関であり，ソヴィエト崩壊後ロシアの経済学教育・研究の

中核組織として機能しており，会議のテーマは経済学，行政学，法学，国際関係学，社会学，統計学

と多くの分野にわたるものであるが，人口研究所が中心に組織した「人口および労働市場」のセッショ

ンは合計7つ設けられ，多くの発表が行われた．ロシアのみならず，グルジアやベラルーシといった

近隣諸国の人口動向に関する報告，また広く東欧諸国まで含めた国々における，人口移動を加味した

出生率の計算に関する報告などがあった．近年改善が見られているロシアの死亡率の動向はテーマセッ

ションとして取り上げられ，また人口調査方法の比較研究，ロシアにおける家族変動に関する研究，

HSE人口研究所データベースの構築報告など他分野にわたる発表があったが，特に近年のロシアに

おける移民増大を受けて，人口移動関係の研究が多く報告された．

同会議の報告概要などはウェブサイトhttp://conf.hse.ru/en/2013/より閲覧できる．

（林 玲子記）

Modicodキックオフセミナー

2013年4月3日（水）～4日（木），Modicod（MortalityDivergenceandCausesofDeath）の

キックオフセミナーがドイツのマックスプランク人口研究所（MPIDR）で開催された．これは，フ

ランス国立人口研究所（INED）とMPIDRが中心となり，死因分析を利用して，中高年死亡やその

測定方法に焦点を当てた死亡モデリングを主な目的とする研究プロジェクトである．この目的を達成

するため，このプロジェクトでは各国の死因データの長期系列に関するデータベース構築を行う予定

であり，INEDとMPIDRの研究者の他，各国のデータについて協力を行う研究者をあわせた28名

がセミナーに参加した．

セミナーでは，「1．死亡の発散・収束の測定－中央とばらつきの代表値」，「2．死亡の発散・収

束に関する年齢・死因の要因」，「3．死因系列の再構成」，「4．ICD-9から10への推移」，「5．ICD-9

より前の状況」，「6．国際比較」，「7．国内格差」，「8．2013～2015年の研究計画」の8つのセッショ

ンが設けられ，活発な研究報告と討論が行われた．このうち「4．ICD-9から10への推移」のセッショ

ンは，各国の研究協力者を交えた円卓討論の形式で行われたが，筆者はこのセッションにおいて，

「日本版死亡データベース（JMD）とその死因データの概要について（OverviewoftheJapanese

MortalityDatabase(JMD)andCauseofDeathData）」との研究報告を行った．

長期の国際比較が可能な死因データの整備は重要な課題であるにも関わらず，数次にわたる死因分

類の改訂や各国のデータ作成過程の違いなどから，詳細な比較分析に用いることが可能なデータセッ

トを作成することは実は簡単な問題ではない．わが国においても，このような問題に対応した死因系

列の提示を目指すModicodプロジェクトと連携を図りつつ，JMDプロジェクトを通じて国際比較

可能性の高い長期死因データ系列の整備を推進していくことの必要性が今後さらに高まるのではない

かと感じた． （石井 太記）
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第46回国連人口開発委員会

2013年4月22日（月）から26日（金）まで，アメリカ・ニューヨークの国連本部にて，第46回国連

人口開発委員会が開催された．現地国連日本政府代表部より日下英司一等書記官，日本より筆者であ

る国立社会保障・人口問題研究所の林玲子が日本政府代表として参加した．

第46回国連人口開発委員会のテーマは「人口移動の新動向：人口学的側面」（Newtrendsinmi-

gration:demographicaspects）であった．人口移動は，これまでも何回か国連人口開発委員会で取

り上げられているテーマである（近年では1997年，2006年（国際人口移動），2008年（都市化と国内

人口移動））．

昨年同様，開会式には潘基文国連事務総長本人が挨拶し，続いて呉経済社会局長（アクタール副局

長代読），オショティメインUNFPA事務局長が挨拶した後，新たに国連人口部長に就任したウィル

モス氏も挨拶した．議長国はモルドバ，副議長国はフィリピン，ドイツ，キューバ，ガボンであった．

会議のテーマである「人口移動の新動向」事務局報告では，2012年に国連人口部が発表した，送り

出し国・受け入れ国別国際人口移動統計や，各国人口移動政策資料などを使い，国際・国内人口移動

の世界の現状分析が発表された．移民の受入国における統合や送出国との関係強化が重要であるが，

熟練移民の頭脳流出，特に医療従事者については慎重な受け入れが必要であり，還流，帰還移動を促

進する国が増加していることなどが述べられた．

会期中2回の基調講演，2回のパネルディスカッションが行われた．初日の基調講演は，ヒューゴ・

アデレード大学教授によるもので，国際人口移動は世界的に増大し，2010年には世界人口の3.1％に

達していること，還流移動や帰還移動など国際人口移動の多様化，留学生の世界的な増加，国内人口

移動は国際人口移動よりもはるかに多く，環境負荷との関係は国内人口移動との関連が強いこと，ま

たそれが人口の都市化と連動していること，人口ボーナスもしくはユースバルジ，高度人材争奪戦と

頭脳流出，近年の仕送り額の増大（ODAの3倍弱）などについての解説があった．

同日のパネルディスカッションでは，コジョ・ンナムディ氏の司会により，ソマリア出身在オラン

ダ移民のファラ氏，ブラジル出身在アメリカ移民のトレーシー氏，コロンビア出身在アメリカ移民の

フェルナンデス氏が，それぞれの移動の経験と受け入れ国での生活について発表し，討議が行われた．

翌日第二回目のパネルディスカッションでは，ビルストローム・スウェーデン移民・難民政策大臣

の司会の下，アデポジュ教授（ナイジェリア・イフェ大学），セルッティ教授（アルゼンチン国家科

学技術研究会議），オコルスキー教授（ポーランド・ワルシャワ大学教授）がそれぞれの国における

国際人口移動の新動向について発表し，討議が行われた．特にナイジェリアのアデポジュ教授が，移

民として出ていく背景には，自国内で十分な雇用がないことが原因の一つであり，送出国の雇用創出

など経済活性化の努力がまず必要であることを訴えていたのが印象的であった．

さらに三日目のゴー・フィリピン移民研究ネットワーク渉外副事務局長による二回目の基調講演で

は，移民とジェンダー，家族の変容，子供への影響，といった，国際人口移動のミクロ的側面につい

て解説し，討議では，移民の子どもの教育水準，貧困削減，女性移民の優位性，トラフィキングに関

する正確な情報の必要性，国際移動と国内移動の連動性と国別差異について話が及んだ．また携帯電

話やインターネットなどITの普及については，移民の生活にとってもプラスに働いているが，面と

向かったコミュニケーションの方が重要である，という研究結果があり，またITによる家族からの

監視，という負の側面もある，とのことであった．

合計52か国と国際機関等から人口移動に関するステートメントが行われた．日本のカントリー・ス

テートメントは筆者が行い，移入・移出双方向での日本社会の国際化，日本における外国人住民登録

やポイント制など新たな施策，アジアにおける人口高齢化と国際人口移動，日本の国際人口移動に関
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わる国際協力と支援，ミレニアム開発目標評価年である2015年以降に向けた取り組み等について述べ，

議長からは外国人の登録が始まったことについて，賛意が示された．各国とも自国の経験や取り組み

などを共有するとともに，ポスト2015年開発目標として人口移動を取り上げるべきという意見も数多

く示された．

本会議と並行して人口移動に関する決議案の非公式協議が続けられ，最終日に採択された．また次

回（2014年）の人口開発委員会「ICPD活動計画の実施状況評価」の議事進行案が承認され，次々回

（2015年）の人口開発委員会のテーマを「望む未来を実現する：人口問題を持続可能な開発に統合し，

ポスト2015開発アジェンダに組み入れる」とすることが決議され，真夜中12時を越えて会議は終了し

た．

「国際人口移動と開発」については，今年（2013年）10月，第68期国連総会中に，国連本部におい

てハイレベル会議が行われる予定である．

来年2014年は1994年カイロ会議（国際人口開発会議：ICPD）から20周年となり，4月の人口開発

委員会では上述のようにその評価が行われるが，その後2014年9月22日に，ICPD行動計画フォロー

アップの国連総会特別セッションが開催されることが決定されている．

なお，本会合では，PaperSmart方式，つまり紙を減らし経費を削減する方策がとられ，これまで

会場で配布されていた事務局文書，各国ステートメントなどの紙の文書は，Wifiで随時配信され，

紙が必要な人は会場内に設けられた印刷コーナーで受け取るようになった．筆者のようにパソコンや

タブレットの使用者にとっては大変ありがたいが，例えばキューバはまだ国連総会で採択されていな

い，とやや反対意見を述べ，隣の席のジャマイカ代表は，パソコンやタブレットがないため不便だ，

と言っていた．さらに配信する原稿は国連事務局にEメールで登録する必要があるが，インターネッ

ト接続環境が悪い国では，登録ができなかった，という話も聞いた．ペーパーレスにするのも，世界

的にはまだ完璧にできるわけではないようである．

（本会合に関する文書類は，

http://www.un.org/en/development/desa/population/commission/previous-sessions/2013/

からダウンロードすることができる．） （林 玲子記）

第６回アジア太平洋人口会議に向けた準備会合

2013年5月8日（水）から10日（金）まで，バンコク国連会議場において，第6回アジア太平洋人

口会議に向けた準備会合が開催され，日本政府代表団として筆者および厚生労働省大臣官房国際課よ

り室大輔事務官，在タイ日本国大使館より望月寿信参事官（国際機構部長）が参加した．

アジア太平洋人口会議は1963年の第1回を皮切りに，以後ほぼ10年に1回のペースで行われており，

前回第5回は2002年にバンコクで行われたが，2014年に予定されているICPD行動計画評価会議に

対するアジア・太平洋地域の取りまとめ結果を反映するために，第6回アジア太平洋人口会議は2013

年9月に行うと，昨年のESCAP総会にて決議されたところである．今回の準備会合は，今年9月の

本会議で採択すべき決議案について，事前に各国の意見採取・調整を行うことを目的に開催された．

ESCAPメンバー国53カ国のうち，アフガニスタン，オーストラリア，アゼルバイジャン，バングラ

デシュ，ブータン，カンボジア，中国，北朝鮮，インド，インドネシア，イラン，日本，ラオス，マ

レーシア，モルジブ，モンゴル，ミャンマー，ネパール，パキスタン，パプアニューギニア，フィリ

ピン，ロシア，スリランカ，タイ，アメリカ，ヴァヌアツ，ヴェトナムの27カ国，および関連NGO

やアジア人口学会などの団体が参加した．
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決議文書の当初事務局案では，人口開発の重点分野として①リプロダクティブヘルス，②ジェンダー，

③人口高齢化，④青少年，⑤教育，⑥国際人口移動，⑦都市化，⑧人口と環境（持続可能な開発）が

列挙され，さらに健康と長寿，貧困削減などが提案された．これら各項目について，さらに詳細に決

議案が検討されたが，日本からは，人口高齢化対策，災害時の雇用対策をはじめとした各種施策，人

間の安全保障，ユニバーサルヘルスカバレッジ，ICTの活用などについても追加，もしくは強調し，

それぞれインドやイラン，中国その他各国から支持を受けた．

当準備会合報告書として各国発言をとりまとめたものが採択され，決議案自体は9月の本会議で最

終的に決議されることとなる．

本会合の内容は，国連ESCAPウェブサイト

http://www.unescapsdd.org/population-dynamics/event/regional-preparatory-meeting-sixth-

asian-and-pacific-population-conference に掲載されている． （林 玲子記）
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